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 はじめに 
 
 一 最高人民法院の改革と「挙証責任」 
 
 中国では、1956 年から 1981 年の間、最高人民法院の民事裁判に関する規則が存在し、規
則には当事者の「証拠を提出する責任」のことも書かれていた。しかし、民事裁判実務に
おいては、当事者の「証拠を提出する責任」が不問に付されていた。それは、法院がすべ
ての事実・証拠を職権で調べるといった職権探知主義色彩の強い伝統的な裁判方式は成り
立っていたからである。 
 最初の中国民事訴訟法典とされる（1982 年）民事訴訟法（試行）に当事者の「証拠を提
出する責任」が存在するにもかかわらず、民事裁判実務は伝統的な裁判方式の影響を受け
た「四歩到廷」の審理方式を行わっていた。しかし、最高人民法院は、1980 年代半ばから
民事訴訟法（試行）に基づいて、当事者の「証拠を提出する責任」を重視しようと呼びか
け、「挙証責任」の改革を行うことを宣言した。「挙証責任」の改革は、「当事者に証拠を提
出させる」改革でもある。最高人民法院は、経済発展に伴う事件処理負担を減らす目的で、
そもそも法院が引き受けていた事実・証拠を収集する負担を当事者に移そうとしたからで
ある。 
 最高人民法院の「当事者に証拠を提出させる」改革に応じて、1991 年の正式的な民事訴
訟法 64 条 1 項は、法院の事実・証拠の職権収集の範囲を制限した。その後、最高人民法院
はいくつの解釈を経て、法院の事実・証拠の職権収集の範囲を段々制限した。2002 年「民
事訴訟の証拠に関する最高人民法院の若干の規定」（後「民事証拠規定」という）は、法院
の事実・証拠の職権収集をほとんど否定したのである。 
 ところで、「当事者に証拠を提出させる」ことは、伝統的な裁判方式の影響を受けた「四
歩到廷」の審理方式のもとでは決して容易ではなかった。当事者は、訴えを提起するだけ
で、法院がすべての事実・証拠を収集し調べてくれると考えていたからである。最高人民
法院は、「当事者に証拠を提出させる」ため、全国的な規模で「当事者が証拠を提出しなか
ったら敗訴する不利益を負う」と宣伝した。 
 最高人民法院のこのような動きは、法学界の関心を寄せた。法学界において、当事者の
「証拠を提出する責任」のことを「挙証責任」又は「証明責任」と論じ、1980 年代末ごろ
「挙証責任」論争を巻き起こした。法学界は、「当事者が証拠を提出しなかったら敗訴する
不利益を負う」との実務の改革に理論的な裏づけを与えようとし、民事訴訟法 64 条 1 項に
おける「証拠を提出する責任」を、日本で言われる証拠提出責任や挙証責任又は証明責任
の用語の概念を借りて解釈しようとした。このことは、法律用語の混乱を引き起こした。
64 条 1 項の「証拠を提出する責任」は、証拠を提出しなかったら敗訴するという意味では
ないことに対して、最高人民法院の「民事証拠規定」2条 2項の「挙証責任」は、敗訴結果
を指す。民事訴訟法 64 条は、むしろ、当事者が証拠を提出することができなかったら敗訴
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の不利益結果を負うという当事者の提出した証拠のみに基づいて判決を下すテクニックと
相反するものである。「証拠を提出する責任」は、日本民事訴訟のような弁論主義のみのも
とで存在する証拠提出責任の概念とも異なる。 
 最高人民法院は、民事訴訟「挙証責任」を切り口にし改革をスタートしてから、今まで
民事訴訟制度全般にわたり、刑事裁判、行政裁判に対する改革も行っている。日本やドイ
ツ民事訴訟と違って、当事者が証拠を提出することは当たり前であると考えられてこなか
った中国にとって、最高人民法院の「挙証責任」の改革は重要な意味を有する。 
 
 二 民事訴訟における「挙証責任」の現状および問題 
 
 ドイツと日本はじめ多くの国の民事訴訟において、事実は真偽不明の状態に陥る可能性
があることを認識している。これは、裁判官を含む人間の認識手段は不完全なものであり、
認識能力には限界があるためという考えを基礎に成り立つ理論である。裁判官は、事実が
真偽不明の状態に陥ったからという言って、裁判を拒否することができないので、真偽不
明の状態に陥った場合に裁判する方法、すなわちどとらか一方の当事者を敗訴させるのか
を決める証明責任が用意されている。しかし、中国民事訴訟は、絶対的真実を発見できる
と、裁判官が真偽不明の状態に陥ることはないとする信念のもとで、絶対的真実発見を原
則としてきた。絶対的真実発見を追及する原則は、中国の最初の民事訴訟法典とされる 1982
年「中国民事訴訟法(試行)」56 条 2 項の「人民法院は法定手続に従って証拠を全面的、客
観的に収集しなければならない」との規定においても現れている。すなわち、「法院は証拠
を全面的に収集する」ことによって、事件の絶対的真実を発見できるという考えが根強く
定着した。このため、日本で言われる、事実が真偽不明の状態に陥った場合に裁判するル
ールである証明責任が存在しなかった。 
 事件処理負担の増加をきっかけに、20 世紀 80 年代半ばから、最高人民法院が裁判官の事
件処理負担を減らそうとし、「法院は証拠を全面的に収集する」という訴訟資料収集の方法
を「当事者に証拠を提出させる」方法に変える改革を行った。当事者に証拠を提出させる
ため、「民事証拠規定」2 条 2 項において「当事者の事実主張を証明する証拠がなく、又は
証拠が不足する場合には、挙証責任を負う当事者が不利益な効果を負う」と、当事者の証
拠を提出することを促した。2条 2項における「挙証責任を負う当事者」というのが、2条
1項における「自己が提出する訴訟請求の根拠となる事実又は相手方当事者の訴訟請求に反
する根拠となる事実について、証拠を提供して証明をする責任を有する」当事者のことで
ある。 
 「民事証拠規定」2条 1項の「自己が提出する訴訟請求の根拠となる事実又は相手方当事
者の訴訟請求に反する根拠となる事実について、証拠を提供して証明をする責任を有する」
というのが民事訴訟法 64 条 1 項における当事者の「証拠を提出する責任」であり、具体的
立証活動において、当事者間で往復移動するものである。つまり、「証拠を提出する責任」
 2
とは原告および被告のそれぞれの立証責任である。しかし、「民事証拠規定」2条 2項の「挙
証責任」は一種の、事実が証明されなかった場合にどちらか一方の当事者が負う「不利益
な効果」である。「民事証拠規定」2 条によると、事実が証明されなかった場合の「不利益
な効果」としての「挙証責任」の分配は、具体的立証活動において移動する「証拠を提出
する責任」の分配と同様である。これは、「証拠を提出する責任」と「挙証責任」の用語を
混乱させ、「挙証責任」の分配を自由心証に任せたことになる。この点は、日本民事訴訟に
おける、自由心証が尽くしてから証明責任が役割を果たすという理論と異なる。 
 最高人民法院の改革によって、「挙証責任」分配として 64 条 1 項の「主張した者が挙証
する」原則、法律要件分類説、裁量による「挙証責任」分配（日本で言われる利益衡慮説
による証明責任分配に似ている）、「挙証責任」転換と言った規則は並存するようになった。
しかし、これらの「挙証責任」分配の使い分けについて実務および法学界の意見がまだ統
一されていない。 
 このような影響は、新しい類型の「経済的事件」として扱われる財産に関する契約紛争
訴訟としては貸借をめぐる訴訟、現代型訴訟とされる製造物責任や環境汚染訴訟、医療過
誤訴訟など、いずれにおいても、経済の発展と密接な関連を有する訴訟における「挙証責
任」分配の混乱は著しい。民事裁判における「挙証責任」分配の問題は、経済の発展を何
よりも重視する中国の現状と絡み合って、もっとも深刻な議論となってきた。 
 公正と効率を高める必要性が生じている現在の中国民事訴訟において、真偽不明の状態
に陥った場合にでも裁判することができるようにするため、まず当事者の「証拠を提出す
る責任」を実行させること、「挙証責任」分配を裁判官の裁量に委ねず、既存の「挙証責任」
分配規則の解釈を明確にすることが喫緊の問題と思われる。 
 最高人民法院の改革は法学界の「挙証責任」論争を引き起こし、そこでの議論は更に最
高人民法院の改革を促す。このように、最高人民法院は、従来関心があまり払われなかっ
た民事訴訟における「挙証責任」という分野に刺激を与え、その発展の道を開いた。歴史
的に「立ち入り禁止区」とされた「挙証責任」の分野は、現在民事訴訟のバックボーンと
されるほど重要視されるようになってきた。中国民事訴訟における「挙証責任」は、不可
欠な制度であり、他国のそれと比べて、非常に独特な意味を有する。 
 本稿は、最高人民法院改革の必要性からスタートし、改革の経緯を踏まえで、中国民事
訴訟における「挙証責任」の歴史的発展を検討する。そのうえ、「挙証責任」の現状とその
問題点を指摘する。具体的には、関連する文献のほか、裁判事例をも取り入れ、検討を加
える。なお、法律用語などの整理をするに当たって、日本法との比較という方法を用いる。 
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        第一章 「挙証責任」制度改革の必要性 
 
  
             第一節 法院の事件処理負担 
  
 一、経済体制改革の影響 
 
 １、経済に関するトラブルの発生 
 
 中国は、中国共産党の 1978 年 12 月に開かれた 11 期 3 中全会によって改革開放の新時代
に入った。この会議は、「中国の政治経済生活において、深遠なる意義を有する偉大な転換」
だと位置づけられる1。この会議において、全党の活動の重点を社会主義現代化の建設に移
す旨の決定がなされ、あらゆる活動は、すべて経済建設に奉仕しなければならないこと、
社会主義建設の根本的な任務は、生産力を発展させることなどが考えられるようになった2。
この会議によってスタートした改革は、主に経済の活生化を図る改革であった。経済の活
生を図る改革は、1984 年 10 月に開かれた 12 期 3 中全会によって、経済体制全般の改革と
して推し進められるようになり、経済体制改革は、農村・大都市を問わず、全国的に行わ
れた。このような経済体制全般の改革によって、経済活動が基本的に国の仕事であった統
制経済体制、いわゆる計画経済の体制から市場経済の原理が導入された。 
 農村における改革によって、農家の法主体性の承認の問題、請負契約の性質、請負権の
法的性質つまり相続可否の問題、他の農業への下請けにともなう法律関係など、新しい法
律問題が大量に出現し、その解決を迫った3。 
 他方、市場経済の原理のもとで、経済規模が拡大され、国営企業内部における管理と経
営権の下部への委譲、ある程度の営業自由の許可による生産要素の流動、請負やリースな
どの新しい経済関係が出現した4。このような新しい経済関係の出現にともない、経済に関
するトラブルが増えた。 
 
 ２、民事事件および経済的事件の増加 
 
 市場メカニズムの導入を中心とする経済活発化政策が打ち出された後、民事紛争は大き
                                            
1 周太和 主编『当代中国经济体制改革』中国社会科学出版社（1984 年）166—167 頁。 
2 鈴木 賢「中国における民法通則制定とその背景」（3）『法律時報』（1986 年）60 巻 6 号
66 頁。 
3 同上 68 頁。 
4 经济合同与经济次序课题组『中国：改革中的经济次序创新——关于我国经济合同运行状况
的报告』发展与改革国家经济体制改革委员会编（1988 年）7 号 54 頁。 
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く変容し、特に財産関係と商取引をめぐる紛争がますます多くなった5。このような紛争の
増加にともない、民事事件および経済的事件が増加した。 
 まず、既存類型の事件が増加した。1979 年以前、典型的な民事事件は、婚姻家庭関係事
件で、民事事件の大半を占め、そのほか、相続、家屋、宅地、損害賠償などの財産関係事
件があった。これらの事件は、1980 年から全体的に増加した6。 
 具体的数字によると、婚姻関係事件と財産関係事件の増加は以下のとおりである。 
 全国的に第一審民事事件の受件数は、1979 年に 38 万 9943 件；1980 年に 56 万 5679 件；
1981 年に 67 万 3926 件；1982 年に 77 万 8941 件；1983 年に 75 万 6436 件；1984 年 83 万 8307
件；1985 年 84 万 6391 件；1986 年に 98 万 9409 件；1987 年に 121 万 3219 件；1988 年に 145
万 5130 件のように増え続けた7。 
 また、新しい類型の民事事件が出現した。1980 年以降、上記の既存類型の民事事件のほ
か、契約不履行に基づく山林、水利、農具、畑耕す作用の家畜、肥料などに関する紛争が
法院に持ち込まれ、これらの事件は、当時の法院にとって、新しい類型の民事事件とみな
され、年々増え続けた8。 
 さらに、経済的事件が出現し増加した。経済的事件とはほとんど企業と関係ある事件で
あった。 
 経済的事件の種類は以下のとおりである。 
 1979 年の経済体制改革によって新たに現れた事件は、当時の民事事件と区別され、経済
的事件と呼ばれた。当時の経済的事件の範囲は広くて、様々であった。一般的に、経済的
事件とされたのは、契約を破る或いは契約を履行せず、相手方に経済的損失を与えた事件；
海事、対外貿易、保険、中国と外国の共同出資企業などに関する渉外経済的事件；廃水、
廃棄などの環境汚染が人民の健康を侵害し、公共の利益を破壊した事件；都市建設などに
関する事件のほか9、社会主義共有制企業間の生産、供給、運送、消費、基本建設、設備修
理、科学研究成果をめぐる事件；銀行の貸付、商標に関する事件、経済管理部門（工商管
理、財政税務、環境保護、特許）が経済に関する法律、法令、政策を執行中、企業と事業
団体との間で発生する紛争などが挙げられている10。 
 経済的事件の増加に関する具体的数字によると次のとおりである。 
                                            
5 季衛東「調停制度の法発展メカニズム（一）－中国法制化のアンビバレンスを手掛かりと
して－」『民商雑誌』（1990 年）102 巻 6 号 756 頁。 
6 江华 最高人民法院院長 5 期全国人民代表大会第 4次会議における「最高人民法院工作
報告」における発言。 
7 北大法意www.lawyee.net/OT-Data。 
8 江华 最高人民法院院長 5 期全国人民代表大会第 4次会議における「最高人民法院工作
報告」における発言 1981 年と 1982 年から 1988 年の報告。 
9 广州市中级人民法院经济审判庭の責任者の記者会見における回答「调处经济纠纷 促进四
化建设」『复印报刊资料』中国人民大学书报资料社（1980 年）10 期 7 頁。 
10 上海市高级人民法院经济审判庭の責任者「介绍经济审判庭的工作任务」中国上海『文汇
报』（1980 年）9 月 23 日 2 版。 
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 全国の経済的事件の既済数は、1980 年 10 月から 1981 年 9 月までに 1 万 4600 件；1982
年末までに、4万 9000 件であった（1980 年 10 月前に処理した事件が含まれる）。既済事件
以外、未済の遅延している経済的事件もあるため、法院の新受件数は、4 万 9000 件をはる
かに超えていると言える11。 
 第一審経済的事件の新受件数は、1983 年に 4万 4080 件；1984 年に 8万 5796 件；1985 年
に 22 万 6695 件；1986 年に 32 万 2153 件；1987 年に 36 万 6456 件；1988 年に 50 万 8965 件
のように増加した。経済的事件が法院に持ち込まれてから 10 年も経っていないうちにその
件数は、10 倍以上増加した12。経済的事件にはさまざまな種類があるが、主に経済契約に関
する事件が大部分を占める。 
 経済的事件は民事訴訟手続を適用する13ため、民事訴訟手続によって審理される事件は激
増した。 
 
 二、もとの紛争解決メカニズムの無力化 
 
 １、人民調停委員会の調停の限界 
 
 人民調停委員会は、1980 年代前半に著しく普及し、その活動も活発化して、この時期に
おける民事紛争全体の 80 パーセント以上が調停委員会の調停によって処理されていた。こ
の理由は、体制的に裁判が十分に機能しえなかった状況のもとで、民事紛争の大半を調停
に委ねざるえない状況にあったためである14。 
 人民調停委員会で当時に処理された総合的事件数は、1983 年から 1988 年まで増え続けて
いるが、その中で、生産経営関係事件は、減り続けている。人民調停委員会で処理される
事件数は、政府が 1985 年において特に生産経営面での紛争を調停で処理するように奨励し
ているにもかかわらず減少する一方である。これに対して、同期において生産経営関係と
しての商工契約および農家経営請負契約の締結件数は 60 パーセント増加した15。後で述べ
るが、人民調停委員会の生産経営関係事件数の減少は、当該事件処理の機能が裁判所に移
ったためである。 
 1988 年になると人民調停委員会の処理した民事紛争の比率がかなり縮小し、特に財産関
係をめぐる紛争を処理する機能が、法院へと移っている傾向が現れた16。これの原因として、
人民調停委員会の説得と教育を重ねる手法では、複雑な財産関係紛争を処理できなくなり、
                                            
11 同上報告と同上第 5次会議における発言（1982 年）。 
12 北大法意www.lawyee.net/OT-Data。 
13 中华人民共和国人事部考试录用司组织干部录用考试试用教材『法律』湖南科学技术出版
社（1994 年）161 頁。 
14 小口彦太＝田中信行『現代中国法』成文堂（2004 年）101 頁。 
15 季衛東 前掲注 756 頁。 
16 同上 745 頁以下。 
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つまり、人民調停委員会の事件処理能力自体の限界性を示していると言えよう。 
 
 ２、行政的処理機能の限界 
 
 1950 年代半ばころから 1970 年末まで、経済領域において発生した紛争は行政官庁の管理
活動に吸収されていった。すなわち、経済的領域において起こるトラブルが、主として行
政官庁、特に各企業、社会組織の主管部門の経済委員や工業局などによって行政的手段で
処理されていた。また、当時はこのような紛争がさほど多くなかったし、あっても行政官
庁の日常的な経営、管理監督事務の一部としてか片づけられていた。 
 しかし、その後、経済委員会などの行政官庁による紛争処理機能は弱まり、行政部門に
よる紛争処理は、工商行政管理局に所属する行政仲裁制度に委ねられるようになった17。こ
のように、行政仲裁は、制度として発足したが、経済的紛争処理にあまり役に立たなかっ
た18。この原因としては、経済活動の取り締まり、すなわち契約の行政的管理、監督、公証
などと経済的紛争の事後的解決との機能的混同に由来すると言われる19。 
 要するに、民事紛争解決の主な担う手になっていた人民調停委員会と経済的紛争を処理
していたメカニズムは財産関係事件がますます増加している現状のともで無能化された。 
 
 三、法院の受理範囲の拡大 
 
 １、法院「五個不受理」の廃除 
 
 1950 年代半ばから 1970 年代末までの間、経済領域で起こる契約をめぐる紛争がほとんど
民事裁判から排除されていた。その原因は、裁判実務における受理範囲の狭さにあった。
当時「五個不受理」という実務の慣行があって、国が個人の権利、利益を侵害した場合の
「私人が公を訴える事件」、国の行政機関、事業団体および企業間の間で起こるトラブルと
しての「公が公を訴える事件」、渉外刑事と渉外民事事件、政策の徹底化に関する事件、政
策についてそれを推進する過程で発生した事件などについて受理していなかった20。このよ
うな実務の慣行のもとで、大部分の取引をめぐる財産関係紛争が受理されなかった。法院
は受理範囲をこのように縮小する原因には、若干の部門或いは単位において法があるのに
これに従わないこと、司法機関にとってよるべき法がないこと或いはあってもそれが適用
                                            
17 田中信行「中国民事訴訟法の制定意義と特徴」『アジア経済旬報』（1982 年）1241 号 3 頁。 
18 中国研究所の『中国年鑑』（1985 年）35 頁によると、1983 年 4 月から 1984 年まで、全国
経済委員会が処理した経済的紛争は、わずか 1万 5158 件であった。 
19 『法制日报』（1989 年）4 月 10 日。 
20 赫双禄 論文「加快制定民法适应法制建设发展的需要」『法学』（中国）（1983 年）3 期 11
頁。 
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できないことなどが挙げられる21。 
 1978年の11期 3中前回以降、法院は、新しい経済関係をめぐる紛争を新しい形態の紛争、
つまり経済的紛争であると考えて、1979 年からもっぱら経済的事件を審理するための経済
裁判法廷を設け始めた。最初、最高人民法院、各高級人民法院及び中級人民法院に経済裁
判法廷を設けて、経済的事件の第一審を中級人民法院で審理するようにして、その後基層
人民法院においても経済裁判法廷を設けるようになった。法院は、経済的事件の処理に積
極的に乗り出して、「五個不受理」の慣行を破る経済的事件を受理するようになってきた。 
 
 ２、法院の「訪問サービス」（送法上门） 
 
 人民調停委員会で処理された生産経営関係事件数が減少していることに対して、法院に
よって受理された経済契約関係事件数は、270 パーセントの増加をみせている。以述したよ
うに、これは、人民調停委員会の事件処理能力自体の限界性が原因とされるが、1984 年 3
月第一回全国経済裁判会議以降、各法院が経済関係紛争事件を受理するようになり、さら
に「訪問サービス」という積極的な措置を取ったことにも関連する22。 
 経済的紛争処理の機能は、経済の経営、管理機関から経済活動を取り締まる機関へ、さ
らに紛争を事後的に処理する機関へと移ってきた。要するに、第一次的に経済紛争を処理
していた行政機関が経済改革の対象となったこと、及び行政的手段が一般的であったこと
に対する不信と司法的処理への期待、法院が紛争処理を積極的に引き受けようとする動き
のもとで、経済的紛争処理の機能は、法院へ集中してきた23。 
 
 ３、経済裁判法廷の設置とその受理範囲 
 
 法院は、経済的事件をもとの民事事件と別の類型の事件と考えるため、もっぱら経済的
事件を扱う経済裁判法廷24を設置した。経済裁判法廷は、人民法院組織法によって設置され
た。最初、1979 年ごろ、高級人民法院以上のレベルでは経済裁判法廷を設置することが義
務づけられたが、1981年になると中級法院の95パーセントには経済裁判法廷が設置された。
1983 になると経済裁判法廷が全国の法院に普及した。経済裁判法廷は経済犯罪事件と経済
的事件を区別して扱う。一般的には経済裁判第一法廷は経済犯罪事件を扱い、第二法廷は
経済的事件を扱う。 
                                            
21 浅井 敦「人民法院の裁判権の限界」『法律のひろば』（1984 年）7 月号 72 頁。 
22 季衛東 前掲注 757 頁。 
23 王亜新『中国民事裁判研究』日本評論社（1995 年）59－60 頁。 
24 経済裁判法廷は 1979 年から設置されたが、2000 年に解散された。それは、経済的事件を
民事事件として民事裁判法廷で扱うようになったためである。その後の 2001 年に経済犯罪
事件を扱っていた経済裁判法廷も解散され、経済犯罪事件を刑事裁判法廷で扱うようにな
った。 
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 経済裁判第二法廷の受理範囲は膨大である。経済契約紛争事件とされる法人の間、法人
と個人経営者や農家の間における購入と販売、建設工事請負、加工引き受け、貨物の運送、
供用電気、保管、財産の賃借、財産保険などの経済契約に関する紛争；農村請負契約に関
する紛争；経済損害賠償事件とされる法人の間または法人を一方当事者とする侵害行為に
よって発生する損害賠償紛争；経済行政紛争とされる行政機関の処分を不服するため法院
に対して訴えられる紛争；法人または法人を一方当事者とするその他の紛争が法院に訴え
られる場合それを受理する。このほか渉外経済紛争とされる経済、貿易、運送、海事など
の紛争を受理する25。 
   
                      第二節 「四歩到廷」の審理方式 
 
 民事訴訟手続によって処理される事件が激増したことについては第一節において検討し
た。当時の民事裁判制度は、民事事件が急増する状況に対応できなくなった。当時の民事
裁判制度をまとめると「四歩到廷」の審理方式である。「四歩到廷」の審理方式は法条文に
書かれてないが審理方式として成り立っていた。本節において「四歩到廷」の審理方式を
検討する。 
 
 一、1982 年民事訴訟法（試行）の施行 
 
 1949 年建国した同年、中国司法が創立されたが、裁判制度は、体制化されていなかった。
当時民事刑事裁判の主な基準になっていたのが、「中華人民共和国憲法」、「人民検察院組織
法」、「人民法院組織法」だった26。しかし、1966 年から 1976 年まで”公安・検察・法院 ”
をたたきつぶせというスローガンを示す文革大革命が行われ27、法律虚無主義のもとですべ
ての司法制度が否定された。 
 1978 年の 11 期 3 中全会の直後、法律を整備しようという機運が高まり、立法作業は、人
民代表大会および常務委員会の日程にのせられた。1979 年 2 月、最高人民法院が民事裁判
会議を開くことになり、この会議によって、「人民法院の民事裁判手続に関する規定」が採
択され。この規定が暫時的に民事訴訟法の役割を果たした。同年民事訴訟法起草班が設立
され、何回かの審議を経て 1982 年の民事訴訟法（試行）が施行された。これは、中国の最
初の民事訴訟法である。28
 民事訴訟法（試行）に「当事者は、自ら提出した主張について証拠を提出する責任を負
                                            
25 中华人民共和国人事部考试录用司组织干部录用考试试用教材『法律』湖南科学技术出版
社（1994 年）161－162 頁。 
26 马锡五 論文「关于当前审判工作中的几个问题」『政法研究』（1956 年）1 期 3 頁。 
27 小口彦太『現代中国の裁判と法』成文堂（2003 年）14 頁。 
28 馬 愛萍 論文「中国民事訴訟法における証明責任について」（一）『法学研究』立教大
学大学院法学研究会（2001 年）27 期 3 頁。 
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う」29という規定がある。この規定からみると、証拠提出責任が当事者にあり、証拠収集責
任も当事者にあると思われるが、「人民法院は、法律に定まる手続によって全面的に、客観
的に収集し、調査しなければならない」30という規定もある。 
 この規定については、対立する解釈がある。一つは、当事者にも法院にも挙証責任31があ
るという主張である。その理由は、前項が当事者の挙証責任に関する条文であり、後項は、
法院の挙証責任に対する条文であるからという32。これに対して、挙証責任は、すべて当事
者が負うべきであり、後項は、法院が国家の裁判権を行使する職務上の権限に対する規定
であると反論する解釈があり33、この解釈のほうが絶対的な優位に立つという34。 
 筆者は、以上の解釈に賛成できない。その理由は、これらの規定が証拠提出責任を当事
者に負わせながら、証拠収集責任を法院に負わせ、しかも当事者の証拠収集を否定するも
のではないからである。すなわち、前項の条文は、確かに当事者の証拠提出責任に対する
規定であり、後項の条文は、証拠提出責任に対する規定ではなく、証拠収集、証拠調べに
対する条文である。証拠提出責任を当事者に負わせる日本旧民事訴訟法35において、裁判所
が職権証拠収集責任を負うという条文があったように、民事訴訟法（試行）は、証拠提出
責任と証拠収集責任を区別して扱うのである。要するに、証拠提出責任は当事者にあり、
証拠収集、調べ責任は法院にある、しかも当事者の証拠収集を否定しない。 
 
 二、「四歩到廷」の審理方式の意味 
  
 民事訴訟法（試行）が施行される前、当初の「調停を主とする」伝統的な裁判方式のも
とでも判決手続がなかったわけではない。共産党革命のイデオロギーによる影響を反映す
る調停の重視という点を除くならば、旧ソ連の審理構造に近いものが存在した。すなわち、
裁判官が当事者の提出した主張や証拠に拘束されず、職権による調査を通して事件の真相
を把握したうえに公判審理の判決手続を行う。公判審理の冒頭において裁判官は事案を紹
介してから、証拠や事実関係の確認をする「法廷調査」に入る。裁判官の尋問を主な方法
とする「法廷調査」の次に当事者双方の最終弁論が行われる。これらのセッションが終わ
れば判決を下すことができる36。このような審理構造は、中国民事訴訟に導入されてから長
い間に公表されることはなく、ただ法院内部において伝承される総括や規則の中で形作ら
れた。民事訴訟法（試行）は、旧ソ連式審理構造の冒頭において事案紹介するという点を
                                            
29 中国民事訴訟法（試行）56 条 1 項。 
30 中国民事訴訟法（試行）56 条 2 項。 
31 「証拠を提出する責任」の意味である。 
32 田平安「论民事诉讼中的证明责任」『政治与法律』（1985 年）6 期 33 頁。 
33 常怡『民事诉讼法学新论』中国政法大学出版社（1989 年）321－322 頁。 
34 王亜新 前掲注 10 頁。 
35 日本旧民事訴訟法 261 条。1945 年民事訴訟法修正において、当該職権証拠収集の規定が
削除された。 
36 克列曼（刘家辉訳）『苏维埃民事诉讼』法律出版社（1957 年）299-314 頁。 
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除けば概ね踏襲された。伝統的な裁判方式の影響で、判決手続の中心となる法廷審理過程
はその機能を発揮することができなかった。民事訴訟法（試行）が施行されることによっ
て伝統的な裁判方式に似たような「四歩到廷」の審理方式が行われるようになった37という。 
                                           
 「四步到庭」の審理方式というのは、裁判所が三つの段階を経てから、「第四歩」で法廷
審理につく審理方式である。その「第一歩」は、法院が原告、被告に対して当事者尋問を
行うこと；「第二歩」は、裁判所が現場調査及び証拠収集を行うこと；「第三歩」は、裁判
所が当事者に対して説得と教育を重ねて調停を行うこと；調停において和解が成立しなか
った場合、「第四歩」において裁判所が法廷審理を行うという審理方式である38。以下は、「四
歩到廷」の審理方式における当事者尋問、職権証拠収集調べ、調停についてそれぞれ検討
する。 
 
 三、「四歩到廷」の審理方式における当事者尋問 
  
 「四歩到廷」の審理方式のもとで、事件が法院に受理された後、各裁判官に割り当てら
れる。担当裁判官は、事件を受け取ると、法定期間内において、被告に訴状を、原告に答
弁書をそれぞれ送達する。その後、担当裁判官は、原告と被告を個別に法院に呼び出し尋
問を行う。これは、担当裁判官が当事者尋問によって証拠収集の手掛かりを得て39、証拠収
集に乗り出すための準備であり、つまり当事者を証人として尋問している。それに、当事
者尋問と証拠収集を繰り返して行うことができる。 
 当事者尋問の内容は、訴訟請求と答弁意見および事実理由に対する尋問であり、日本民
事訴訟における口頭弁論が始まるときの当事者陳述（当事者による事実主張）と似ている。
しかし、「四歩到廷」審理方式における当事者尋問は公開の法廷で行われないし、個別面接
式を採用する面で日本民事訴訟口頭弁論における当事者陳述と明らかに異なる。つまり、
当事者尋問において当事者の話したことは、事実主張なのか、裁判所の証拠収集なのかは
っきりとしない。 
 日本民事訴訟における証人尋問は公開の法廷で行われ、当事者尋問は、原則的に証人尋
問の次に行うことになっている。裁判所が適当と認めるとき、当事者の意見を聴いて、証
人尋問の前に行うこともあり得る40が、審理の流れとしては、当事者尋問から始まることが
あり得ない。これに対して、「四歩到廷」の審理方式における第一審の審理は、当事者を「証
人」として尋問することから始まる。当事者尋問が始まった後、当事者尋問と証人尋問が
交替的に行われることもあるし、前後の順位がない。当事者尋問の出頭を命じられた当事
 
37 谭世贵『中国司法改革研究』法律出版社（2002 年）212 頁。 
38 王怀安（最高人民法院元副院長）論文「谈民事审判方式的改革」『法学』（1996 年）5 期
22 頁。 
39 もっぱら当事者尋問のために用意される「尋問記録」という用紙に当事者の話を記録す
る。 
40 中野貞一郎 論文「当事者尋問の補充性」『判例タイムズ』506 号（1983 年）188 頁。 
 11
者は、正当な理由なく出頭しない場合でも何らの制裁を受けない。出頭しても陳述を拒ん
だ場合、法院は尋問事項に関する相手方当事者の主張を真実と認めることがない。これら
の面で、日本人事訴訟に似ている。 
 当事者尋問に現れた事実理由や答弁意見を必ず参照し、判決の基礎にするとは言えない。 
  
 四、「四歩到廷」の審理方式における証拠収集調べ 
  
 １、証拠収集調べ41の特徴 
 
 日本民事訴訟では、証拠収集は明らかに証拠調べと区別される。すなわち、証拠収集は、
当事者の責任であり、証拠調べは裁判所の職務である。それに、証拠調べには、証人尋問
と当事者尋問が含まれる。これに対して、「四歩到廷」の審理方式のもとでは、裁判官は、
当事者尋問によって得た手掛かりを利用して、自ら証拠収集に乗り出す。証拠収集とは言
うものの、これは事実と証拠を同時に収集する過程である。このように、証拠収集と証拠
調べとは混在している。これは、証拠収集調べの過程は、当事者の和解を狙う説得と教育
の法院調停と一体になっていることによる42。 
 日本民事訴訟においては、弁論当事者が採用されるので証明責任も主張責任当事者が負
う。これに対して、「四歩到廷」の審理方式のもとでは、証明の対象は、事件の真実であり、
事実と証拠を区別しないし、もっぱら証拠調べをする手続も存在しない。法院は、事実と
証拠を収集する過程において証人尋問を行うことができるし、証人尋問の後で事実と証拠
を収集することもできる。それに、これらの手続は、必ず公開の法廷で行うとはいえない。 
 「四歩到廷」の審理方式のもとで、法院調停によって当事者の合意が達成されない場合
はめったにない。法院調停が失敗して、公判審理に入ったとしても、もとの職権で収集調
べ得た証拠を当事者に呈示するだけで、当事者がそれについて意見を述べたとしてもそれ
がすでに形成された心証を動かすことがない43。つまり、職権で収集し調べた証拠を判決の
基礎にする制度のもとで、当事者に証拠に対する意見を述べさせる機会を与えていない。 
 
 ２、証拠収集調べの事例 
 
 「四歩到廷」の審理方式における証拠収集調べの実態が具体的事例によって見られる。 
 王亜新教授が法院による証拠収集調べの状態を以下の事例を引いて明らかにした。「甲工
場は乙倉庫とフォーク・リフトトラック二十台の売買契約を結んで、しかも契約の通り機
                                            
41 中国「四歩到廷」の審理方式において証拠収集と証拠調べが混在しているため、証拠収
集調べの用語は、日本民事訴訟における証拠調べの用語および証拠収集の用語と異なる。 
42 黄松有「渐进与过渡：民事审判方式改革的冷思考」『现代法学』22 巻 4 期（2000 年）19
頁。 
43 黄松有 同上注 19 頁。 
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械を製造して乙に交付したが、乙は当該製品の品質に問題があるとして代金の支払いを拒
んだ。すなわち、本件の主要な争点は製造物の品質如何にある。問題となったフォーク・
リフトトラックの鑑定が組織、実行されたほか、二審裁判所の品質に関する事実関係を究
明するために次の調査活動を行った。（一）裁判人員は本件の書類を持って機械工学院へ行
き、そちらの専門家にフォーク・リフトトラックの構造、性能を説明してもらった。（二）
当該機械を製造した甲工場の現場へ赴き、技術者に製造の過程と方法を聞き、さらに問題
となった製品と同じ規格の機械を分解したり組み合わせしたりしてもらって、その性能と
品質を表示するパラメーターの理解に務めた。（三）フォーク・リフトトラックの部品の中
で特に問題視されたバッテリー（蓄电池）の品質問題を解明するために、電気設備専門の
メーカへ赴き、当該製品の構造と性能についての説明を聞いた。（四）契約を締結した当時
に見本として使われた一台のフォーク・リフトトラックの所在をつきとめて、現在当該機
械を使用している工場へ赴き、その性能と品質を検討した。（五）フォーク・リフトトラッ
クの品質・規格に関する国の統一標準が当時まだ定められていなかったため、国家の管理
部門からの委託を受けて国の標準規格、品質についての規則作成を担当する機関へ赴き、
フォーク・リフトトラックの品質に関する大まかな標準を把握した。（六）そのほか、鉄道
関係者を尋ねて甲は契約に定まった時間通りに貨物を運送したどうかを確認したことなど
その他の証拠収集にも励んだ。」44
 「四歩到廷」の審理方式のもとで、当事者は、適切な裁判を願う訴訟請求を示すだけで
その理由について何らの陳述もせず、一切合切を法院に調査してもらうことができる。こ
の事例は、裁判所の職権証拠収集調べの仕事の負担はどのぐらい重いのかを物語っている。 
  
 五、法院が訴訟資料を収集する理由 
 
 ところで、法院がなぜ事実と証拠収集の仕事を引き受けるようになったのか。 
 実体的真実を徹底的に追求する理念のもとで、裁判所が精力的に事実と証拠収集を行う。
このため、当事者が証拠提出しなくても、それは敗訴の危険と関係ない。当事者が事実を
主張し、証拠を提出したとしても、それはただ法院が職権で事実と証拠を収集する手掛か
りになるに過ぎない。 
 裁判官が得た手掛かりを利用して事実と証拠収集を活発的に行わないと、訴訟が継続で
きなくなり、事実関係が明らかにならない。この場合、裁判官は、法院内部の圧力を受け
たり、上訴審で審理のやり直しを命じられたり、その不利益に受けるようになる45。事実と
証拠の収集の熱心さと徹底ぶりは、よき裁判官の職業倫理として推奨されてきた。これは、
事実と証拠の収集が法院の責任や義務であったことに由来する46。実体的真実を徹底的に追
                                            
44 王亜新 前掲注 13 頁以下。 
45 王秉钧「谈民事诉讼中的举证责任」『法制日报』（1989 年）2 月 16 日。 
46 王亜新 前掲注 16 頁。 
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求する理念のもとで真偽不明の状況に陥ることが認められない。したがって、真偽不明の
場合に裁判を行ってはならない。一歩、裁判官は真偽不明に陥ってはならない47。 
 結局のところ、事実と証拠の収集提出は、法院側に押し付けられることになり、当事者
は訴訟請求およびそれを支える最小限の事実を当事者訴状や当事者尋問によって提示し、
証拠を提供することはなく、あっても僅かである48。 
  
 六、法院調停 
 
 「四歩到廷」の審理方式のもとで、裁判官は、当事者尋問によって事情を聴取し、そこ
で得られる手掛かりを利用して、事実と証拠収集調べを行うことによって、その心証が形
成される。さらに、この心証に基づき、法院調停を行う。法院調停は、原告と被告を個別
面接方式で繰り返し説得する方法で行い、当事者が説得に応じない場合は、圧力をかける
ことも珍しくない49。 
 法院調停は、日本の調停と共通する点があるが、明らかに異なるものである。法院調停
は、調停者が両当事者の間に入り、主張をすり合わせ、双方当事者が合意に達しないと成
功しない点で、日本の調停と似ている。しかし、法院調停を主宰するのが裁判官であるこ
とに対して、日本の調停では、調停委員会が主宰する50。また、日本の調停は、家事調停法、
民事調停法に規定され、民事訴訟法の内容ではない。つまり、日本の調停は、裁判外の紛
争解決制度の一部である。これに対して、法院調停は、民事訴訟法によって規定され51、民
事訴訟手続の中の一部である。つまり、裁判上の調停である。 
 他方、法院調停は、手続の構造から見て、調停ではなく、日本民事訴訟における訴訟上
の和解と理解すべきという指摘もある52。しかし、このように主張する学者も、そこに議論
の余地があることを認めている。つまり、法院調停は日本の訴訟上の和解とまったく同じ
というわけでもない。 
 法院調停も訴訟上の和解も民事訴訟法によって規範され、訴訟の係属中に行われる面で
共通する。また、裁判官は、訴訟のいかなる段階を問わず和解を試みることができる点も
共通している。さらに、当事者が合意に達した場合、その合意が判決と同様の効力を有す
ることも一緒である。 
 しかし、中国民事訴訟においても当事者和解がある。すなわち、「双方当事者は自ら和解
                                            
47 ローゼンベルク（倉田卓次訳）『証明責任論』判例タイムズ社（1972 年）7 頁。 
48 王亜新 前掲注 17 頁。 
49 杜万华、王艳彬 論文「公正与效率－中国民事审判方式改革的价值目标」江伟杨、荣新
編集『民事诉讼机制的变革』人民法院出版社（1998 年）186 頁。 
50 韓寧『中国の調停制度－日本、米国との比較』信山社（2008 年）127 頁。 
51 現行中国民事訴訟法 85、86、87、88、89、90、91 条。 
52 池田振夫「アジア太平洋諸国におけるADR制度の現状と展望－アジア・太平洋諸国ADR調
査研究会の活動を通して」『別冊NBL』75 号（2002 年）7 頁。 
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することができる」53という条文がある。ところで、法院調停と中国民事訴訟法における当
事者和解の異なる点は何なのか。これについて、当事者和解は当事者の立場に立ち合意に
よって紛争を解決することを強調し、これに対して法院調停は法院の立場を基点にすると
いう解釈がある54。つまり、法院調停は積極的に和解案を出し、強引な和解勧試をする点で
訴訟上の和解と明らかに異なるものであるとする。 
 中国民事訴訟における当事者和解は単なる当事者の立場を基点にするが、必ずしもお互
いに譲り合うものではなく、日本民事訴訟における訴訟上の和解と異なる。 
 日本では、和解条項告知制度がある55。この制度は、仲裁型和解と言われる56し、裁定和
解とも言われる。具体的には、裁判所提示の和解案に服する旨の両当事者の合意に基づき、
和解条項を定め、それが口頭弁論期日などにおいて双方当事者に告知されたとき、当事者
間に和解が成立したとみなす制度である。この制度は、和解成立を強力に促進するために
設けられた制度であるという57。中国の法院調停や裁判上の調停と言われる制度も裁判所の
ほうから和解案を作り和解成立を積極的に促進するものであり、この点で日本の仲裁和解
や裁定和解と言われる和解条項告知制度に酷似している。 
 法院調停と当事者和解が中国民事訴訟手続においては同時に存在し、それぞれの役割を
果たしている。法院調停は法院の努力に頼り、当事者和解は当事者の自発的な合意に基づ
き、結局のところ、和解で片付けられることになる。日本の訴訟上の和解は、裁判所の助
力であれ、当事者の自発的な合意であれ、和解で処理する。このため、中国の法院調停プ
ラス和解が日本の訴訟上の和解におおむね等しいという見解58もあるが、筆者は賛成できな
い。中国の法院調停又は裁判上の調停および和解、日本の裁定和解又は仲裁和解および訴
訟上の和解などが確かに和解で処理している点で同様であるが、それぞれ厳密的な区別が
あり、単純にどれとどれ大体等しいと言い難い。 
 
 七、法廷審理 
  
 「四歩到廷」の審理方式のもとで、法院が当事者尋問を行うことによって、手掛かりを
得て、事実と証拠収集調べに乗り出す。このような事情聴取によって形成された心証を利
用して調停を行う。当事者が調停に応じない、つまり、和解が成立しない場合に限り公開
の法廷を開くことになる。これはいわゆる、「第四歩」の法廷審理である。 
 「四歩到廷」の審理方式のもとで法廷審理手続は当事者尋問と職権証拠収集調べの後に
置かれ、法廷審理に入る前に裁判官の心証が既に形成される。法廷審理手続を行ったとし
                                            
53 現行中国民事訴訟法 51 条。 
54 李浩『关于建立诉讼上和解制度的探讨』「清华法律评论」第 2巻（1999 年）211 頁。 
55 日本民事訴訟法 265 条。 
56 高橋宏志『新民事訴訟法論考』信山社（1998 年）40 頁。 
57 上田徹一郎『民事訴訟法』（第 5版）法学書院（2007 年）426 頁。 
58 韓寧 前掲注 129 頁。 
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ても、既に形成された裁判官の心証を動かすことない。このため法廷審理手続は形式化的
なものに過ぎない。 
  
 八、「四歩到廷」の審理方式の特徴とその限界 
 
 「四歩到廷」の審理方式のもとで、法院は当事者尋問を手掛かりにして、職権ですべて
の証拠を収集する仕事を引き受ける。このような裁判慣行のもとで、当事者の「証拠を提
出する責任」はまったく問われない。民事訴訟法（試行）における当事者の「証拠を提出
する責任」に関する規定は役割を果たす余地がない。このような裁判慣行はいわゆる法か
ら乖離した裁判である。これも中国の法院は、法があってもそれが現実との距離が大きい
過ぎるから、法を適用することができない現象59の一つであろう。また、法廷審理の前に証
拠調べが行われ、そこで裁判官の心証が形成される。裁判官が心証を利用して調停を行う。
調停が成功しなかった場合にのみ、法廷審理に入るため、法廷審理も「開廷芝居」とされ
るほど形骸化した60。 
 民事事件の複雑化にともない、法院調停によって処理できる事件が少なくなり、特に財
産関係事件は、法院調停によって処理するのは困難である。このような審理方式は、法廷
審理を意味のない見せかけのものにしたばかりではなく、二度手間をかけるため、時間の
無駄でもある。要するに、「四歩到廷」の審理方式は、経済の発展に伴なう民事事件の多様
化、複雑化および急増化に対応できなくなった。 
 当時、審理期限を越えた未済の第一審経済的事件と民事事件は、毎年多かれ少なかれ常
に残っている61。そこで、最高人民法院は、事実と証拠の収集という裁判官の負担を当事者
に移すことは、最も便利な解決方法であると考えた62。すなわち、最高人民法院院長は、1988
年に開かれた、第 14回全国法院工作会議において「民事事件と経済事件における事実調査、
証拠収集の仕事を法院がたくさん引き受けてきたことは、法院の仕事負担を増大させて事
件処理の能率に支障を生じている」と指摘した63。 
 このように、経済改革による市場法則の導入と私的自治原理の肯定から民事訴訟に対す
る国家の介入を後退させるためではなく、法院の負担を軽減するという実際的な理由から、
当事者主義の一環としての挙証責任制度改革が始まった。 
 
                                            
59 浅井 敦「人民法院の裁判権の限界」『法律のひろば』（1984 年）7 月号 72 頁。 
60 斉藤明美『現代中国の民事裁判－計画から市場へ、経済改革の深化と民事裁判』（アジア
法叢書 25）成文堂（2007 年）73 頁。 
61 北大法意www.lawyee.net/OT-Data。当時の中国民事訴訟法（試行）における審理期限は、
最大限で 1年以内となっている。 
62 谢远东「民事审判方式改革的社会考量与思想」『民事诉讼机制的变革』人民法院出版社
（1998 年）248 頁。 
63 最高人民法院院長任建新の発言『最高人民法院公報』（1988 年）3 期 13 頁。 
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     第二章 中国における「挙証責任」の歴史的展開 
 
 
    第一節 民事訴訟法（試行）における「証拠を提出する責任」 
   
 一、「挙証責任」の歴史的話 
  
 １、継受された挙証責任の概念 
 
 日本では、挙証責任64は立証責任65或いは証明責任66とも呼ばれる。現在は、証明責任と
呼ぶのが通常になった。中国でも、「挙証責任」は「証明責任」とも呼ばれる。1910 年の「大
清民事訴訟律草案」を起草する際、日本の学者松岡義正の協力を得た。この「大清民事訴
訟律草案」においては「立証責任」という用語があったという。その後、1933 年に松岡義
正の「民事証拠論」という本が中国語に翻訳され、出版された。この本における「立証責
任」は、当事者の証拠を提出する行為責任の意味で使われていたという。つまり、当事者
は敗訴を免れるため、自ら主張する事実について証拠を提出する責任を負う。つまり、当
事者が証拠を提出しなかった場合、敗訴するという意味である。松岡義正の本は中国にお
いて影響が大きくて、挙証責任を当事者の証拠を提出する行為責任であるという理解が根
強く定着した。67
 1921 年に中国共産党が結成され、労働運動・農民運動を指導し革命を行うが、その革命
根拠地・解放区で司法制度の原型が現れた。農民運動の中では各地で「農民協会」が結成
され、農村における唯一の権利機関としての新たな法廷などを作り上げた。共産党は 1931
年に中華ソビエト共和国臨時政府の樹立を宣言した。そこにおいて一連の法律法令が公布
され、その中には民事訴訟法もあったが、当事者の証拠提出行為責任に関する規定はなか
った。 
 その後の抗日戦争と国民党との内戦の時期には、既存の規定、決定、条例などのほか基
本的には民事訴訟法規は公布されなかった。当時の民事裁判は、戦争という環境の中で、
司法機関は、事件処理にあたっては迅速簡便な方法によって行わなければならない。訴え
を提起するに適しないか或いは必要ない場合には、訴えを取り下げるように説得する。訴
                                            
64 例えば、伊東乾は、『弁論主義』（学陽書房 1975 年）などにおいて挙証責任の用語を用い
た。 
65 例えば、石田穣は、『証拠法の再構成』（東京大学出版会 1980 年）などにおいて立証責任
の用語を用いた。 
66 例えば、村上博巳は、『証明責任の研究』（有斐閣 1975 年）などにおいて、春日偉知郎は、
『民事証拠法研究』（有斐閣 1991 年）などにおいて証明責任の用語を用いた。 
67 李浩『民事证明责任研究』法律出版社（2003 年）13 頁。 
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えは提起される場合にはできる限り調停で解決する。調停が成立しない場合には法廷に移
して審理するが、当事者の証拠提出責任に関する規定がない。調停が全面的に重視され、
調停委員会が調停する、政府が調停する、司法機関が調停する。このため、民事裁判にお
いて当事者の証拠提出責任がまったく問われない。 
 
 ２、「挙証責任」制度の排除 
 
 他方、1920 年から 1930 年の間、国民党政府が占領していた地域は旧体制化の「六法全書」
を使っていた。この「六法全書」は、大清政府の法律と法令、ドイツ、日本の法律を導入
したものであり、憲法、民法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟法、商法などを含む系統的な
法律であった。国民党政府の民事訴訟法は、1930 年でに正式的に公布された。この民事訴
訟法は、ドイツと日本の民事訴訟法を模倣したものであった68。 
 共産党が内戦で国民党に勝利し、1949 年、新中国が成立した。同年 2 月、中国共産党中
央委員会は、「国民党の六法全書を廃棄し、解放区の司法を確定することに関する指示」を
公布し、国民党政府の法制度を全面的に廃除した。1950 年に「中華人民共和国訴訟手続通
則（草案）」を起草し以下の原則を明らかにした。すなわち、国民党政府の手続法は、人々
を鎮圧し、それに煩雑で訴訟を遅延させる形式主義的な、反動司法機関の手続である。こ
のため、革命根拠地の司法の伝統的な司法制度を継承し、簡易且つ迅速な、真実を求める
訴訟手続を行わないとならないという。結局のところ、草案は施行されなかったが、大清
政府の時代に継受された挙証責任は、新中国の司法制度から廃除された。 
 
 ３、「右派」のものとされた「挙証責任」 
 
 1957 年、共産党政府は、法の領域において党内外の知識人・民主人士から党に対する批
判と意見を求めた。その意見のなか、中国語の読み書き水準が低く、判決文すら書けない
のに、党員であるという理由だけで、裁判員や院長の職を占め、他方たとえ法学部を出て
長年勤めても、党員でなければ裁判員に昇進できないという人事面での不満があった。さ
らに、党委員会が外部から裁判に干渉を加えていることに対する批判もあった。党に対す
る批判は結局のところ、裁判業務の専門性と自立性、独立性を重視せよという主張に基く
ものであった。これらの批判は、党の予想を超える激しいものになって、「右派」とされ、
反右派闘争が始まった。この「右派」に対立するのが「左」の思想である。「左」の思想は、
裁判に対する共産党の絶対的指導を主張し、民事裁判についても共産党の革命根拠地の伝
統的な裁判方式である巡回審理、大衆の中に入り込み事実と証拠を調査する簡易的な「马
锡五」69審理方式を指示する。 
                                            
68 黄双全「我国民事诉讼法产生、发展和形成的过程」『政治与法律』（1982 年）1 期 109 頁。 
69 「马锡五」というのが当時の裁判官の名前である。この裁判官が積極的に大衆の中に入
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 当時、法学界において「挙証責任」を当事者の「証拠を提出する責任」であると解釈し
たため、「左」の思想は、裁判官が法廷に座り込み当事者が証拠を持ってくるのを待つ「坐
堂問案」70の官僚的な制度であると「挙証責任」を批判した。このように、「挙証責任」は、
旧中国民事訴訟の糟粕とされた。71その後、「坐堂問案」の旧中国の審理方法の復活を恐れ、
「挙証責任」が法学界研究の立ち入り禁止区になった。こうした批判のもとで、法院は裁
判実務において当事者に証拠を提出する責任を負わせるように主張する勇気もなくなった
72。 
 反右派闘争は、裁判に対する共産党の絶対的指導権を確立させたが、司法機関そのもの
が否定されたわけではない。検察と法院それに公安も含めて、党の全体的指導を必ずしも
歓迎したわけではない。このため、「公案、検察、法院をたたきつぶせ」というスローガン
を掲げる文革大革命が始まった。この文革大革命は 1966 年から 1976 年まで行われ、「群審」、
「群判」という、群衆に依拠して独裁を強化する裁判像が現れた。「群審」、「群判」は、「階
級独裁」「敵対分子」という言葉を無制限的かつ恣意的に使用し、司法制度自体を解体させ
た。文化大革命の 10 年は、いわゆる法律虚無主義の時代であった。司法制度そのものが解
体し、既存の法律もなくなったその時代、民事訴訟法も例外ではなかった。 
 
 二、民事訴訟法（試行）施行の背景 
           
 １、民事訴訟法（試行）の歴史的背景 
 
 （１）毛沢東思想の影響 
 革命時代から建国にわたって、さらに建国以来、毛沢東が社会主義国家を建設していく
段階において、毛沢東思想が形成され、あらゆる領域で支配的となった。毛沢東の思想は
そのさまざまな論文に書かれており、総じていえば、「階級路線」、「実事求是」、「大衆路線」、
「人民内部の矛盾」といった主な内容が含まれる。 
 「階級路線」は、毛沢東思想の重要な部分であり、「政治は革命でも、反革命でも、階級
対階級の闘争であり、少数の個人的行為ではない」という。すなわち、階級的立場による
総合方針が徹底的に貫かれる特徴をなす。この「階級路線」は、政治、社会、経済、法の
すべての分野において徹底的に貫かれた73。 
 1937 年、毛沢東は、「実践論」と「矛盾論」の二編の論文を発表し、中国共産党の思想路
                                                                                                                                
り事案の事実を調べる方法が広く知られるため、このような裁判方式に「马锡五」の名前
をつけた。 
70 「坐党問案」とは、事件を審理するに当たって、裁判官は法廷に座って当事者が証拠を
持って来るのを待ち、証拠調べに出かけないことを言う。 
71 李浩 前掲注 14 頁。 
72 馬愛萍 前掲注 12 頁。 
73 福島正夫『中国の法と政治－中国法の歴史と理論』日本評論社（1966 年）1－2頁。 
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線を定めようとした。本論において、共産党の思想路戦は「実事求是」という原則である
ことを打ち出し、この原則の理論的基礎を明確にした。その後、1938 年、毛沢東は、「中国
共産党の民族戦争中における地位」という論文において「実事求是」の概念について詳し
く解釈した。その後、「実事求是」の概念がマルクス主義の思想路線として全党同志に受け
入れられた74。「実事求是」の原則は、理論が事実と結びつかなければならないと主張する。
「真正の理論は世界上ただ一種である、すなわち、客観実際から引き出され、また、客観
実際のなかで証明される理論である」75。 
 「大衆路線」は、中国の国家と法の諸原則の一つの柱として存在した。「大衆路線」は次
のようなものである。中国司法制度が民主であるかないかの問題ではなく、司法制度は、
人民の中にある。法は実質的には人民が作り出し、真実は裁判官のなかではなく、人民の
なかにある76。 
 1957 年、毛沢東は「人民内部の矛盾を正しく処理する問題について」という論文を発表
した。この論文において、社会主義革命と社会主義建設の終了後も敵対的矛盾と人民内部
の矛盾が存在する。重大な刑事犯罪は敵であり、このほかの矛盾は人民内部の矛盾である。
人民内部の矛盾は説得と教育をする形で解決する。この思想は、中国法思想の核心となっ
ていた。77
 特に、毛沢東の「実事求是」と「人民内部の矛盾」という原則がその後の民事裁判にお
いて直接的な影響を及ぼした。 
 「人民内部の矛盾」は、説得と教育によって民事紛争を解決できること提唱するため、
民事訴訟手続、特に判決手続が軽視され、紛争の解決は、調停に頼る裁判慣行を根強く定
着させた。他方、民事訴訟法（試行）は、「実事求是」の原則に従い、その第 5条において、
「事実を根拠とし、法律に依拠しなければならない」と規定した。その故、真偽不明の場
合に当事者を敗訴させる客観的挙証責任理論は、「実事求是」の思想路線と第 5条に違反す
るとされる78。 
 （２）旧ソ連の影響 
 1949 年、新中国が成立した後、毛沢東がソ連を訪問したことをきっかけにしてソ連との
友好関係が始まった。共産党が社会主義建設を進めていく方面はもちろん、物質面でもソ
連からたくさんの援助を得た。当時の中国にとって、ソ連はただ一つの、そして頼りにな
る大先輩だった。1953 年の人民政治協商会で毛沢東は「ソ連に学ばなければなければなら
ない」というスローガンを打ち出し、ソ連の社会主義議論を学習することを各党員に義務
                                            
74 冯显成 汪传昌 李家钧 李思 黄得渊『毛泽东思想研究与探讨』上海社会科学院出版
社（1989年）386－388 頁。 
75 冯显成 同上注 401－402 頁。 
76 針生誠吉『中国の国家と法』（第 2版）東京大学出版社（1980 年）19 頁。 
77 針生誠吉 同上注 
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づけた。79
 1949 年、共産党は、国民党の「六法全書」を廃止し、欧米や日本のようなブルジョアー
階級を守る司法制度のすべてを批判すると宣言した。それとともに、人民の司法は、共産
党の政策および人民解放軍の既に発布した各種の綱領、条例、決議を根拠とするべきであ
るとの司法原則を指示した。40 年代ごろまで、綱領、条例、決議などが若干存していたが、
それなら不十分で、規範的な民事訴訟手続といえるものではなかった。 
 当時、ソ連の民事訴訟手続も厳密かつ完全的といえないものの、当時の中国のそれと比
べて、はるかに高いレベルのものであった。ソ連の民事訴訟制度には当事者制度、証拠制
度、検察官制度、判決制度、再審制度などがそろっていた。これらの制度は、中国民事訴
訟の手本になったというより、ソ連の民事訴訟制度を移植したといえる。80
 旧ソ連の民事訴訟理論は、裁判所の階級的意義を認める。民事訴訟理論は、裁判所構成
原理に書かれており、民事訴訟の原則は、国家の積極性を認める。「裁判所は、プロレタリ
アが社会主義建設をするための道具に過ぎない」81。裁判所は、国家の利益を守るために奉
仕しなければならない。裁判所は、国家の利益を守るため、当事者の民事訴訟過程におけ
る権利に干渉し、自分の職権を行使するのは当たり前であるという。82
 当時、中国民事訴訟の手本になったのは、1938 年ソ連「裁判所構成法」である83。この裁
判所構成法は、1923 年にすでに存在する裁判所構成原理に基づくものであった。この原理
のもとで、民事訴訟の原則は、国家の積極性を認める。 
 民事訴訟法は、「裁判所は利害関係人の申請によらずして事件の審理に入ることができな
い」と原則的に当事者の処分権主義を認めているように見えるが、「裁判所は、事件の判決
言い渡しに当たって、裁判所において判明された事実により、原告によって申請せられた
範囲を超えることができる」規定する。これは、当事者には訴訟を提起する権利だけを認
めるものである。また、当事者に証拠を提出する義務を負わせ、裁判所に事実を明らかに
する義務を負わせる。裁判所は、当事者が提出した説明および資料に制約されずに、事実
の解決上本質的な事実を明らかにするため、証拠を確実にしなければならない。84
 旧ソ連の民事訴訟は、事実が明らかにするため、判決の基礎とすべき事実を確定する義
務を裁判所に負わせて、当事者にも協力義務を負わせる。中国に民事訴訟法における当事
者が証拠を提出する行為責任は、旧ソ連の民事訴訟理論の影響を受けたからという85。 
 
                                            
79 毛里和子『中国とソ連』岩波新書（1989 年）36 頁。 
80 张卫平「民事诉讼基本模式：转换与选择之根据」『现代法学』（1996 年）6 期 13 頁。 
81 山之内一郎 訳『参考図書』希望閣（1932 年）155 頁。 
82 张卫平 前掲注 15 頁。 
83 斉藤秀夫『民事訴訟法内外視覚』有斐閣（1986 年）137 頁。 
84 山之内一郎 前掲注 210－214 頁。 
85 张卫平 論文「证明责任的概念」『中国民事证据的立法研究与应用』人民法院出版社 
（2000 年）395 頁。 
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 ２、民事訴訟立法のきっかけ 
  
 建国初期、「反右派」運動において形成された「左」の思想のもとで、「法律があっても
なくてもよい」、「法律は手足を束縛するもの」、「政治イコール法律」、「法はプロレタリア
のもの」、「人治は要り、法治は要らない」という思想が圧倒的であった86。このため、1949
年以来形成されたわずかな法律制度と法学研究の成果も無に帰した。 
 1976 に毛沢東が死去してから、文化大革命を惹き起した「四人組」87が制裁を受け、文化
大革命が終了した。毛沢東の後、鄧小平が国家副主席になり、1978 年中国共産党の 11 期三
中全会が開かれた。当大開において政治、経済領域における改革開放が提唱され、その 6
中全会において民主的社会主義政治制度と社会主義法制度などの研究について重要な課題
が提起された88。 
 11 期三中全会において、中国共産党が立法作業を全国人民代表大開および常務委員会の
議事日程に乗せることを提起した。最高人民法院は、これをきっかけにし、1979 年に民事
裁判会議が開かれ、「人民法院の民事裁判手続制度に関する規定」を採択した。これは、臨
時的な民事訴訟法の役割を果たした。同年、最高人民法院は、民事訴訟法立法に対する提
議を全国人民代表大開常務委員会法制委員会に提出した。それから、民事訴訟法を起草す
る作業が始まった。民事訴訟法草案は、何回の審査を受け、民事訴訟法（試行）の形で 1982
年正式的に施行された。89
 1982 年民事訴訟法（試行）の特徴は、それまでの民事裁判の経験を総括した上、「马锡五」
裁判方式を取り入れたことになる。 
 民事訴訟法（試行）の第二編は、証拠編であり、その 56 条 1 項が当事者の「証拠を提出
する責任」について規定する。 
 
 ３、証拠および当事者の「証拠を提出する責任」の立法化 
 
 民事事件は人民内部の矛盾に過ぎないという思想のもとで、民事裁判は、説得と教育を
重ねる方法による法院調停に依頼するため、証拠による裁判・判決手続が無視された。人
民司法が設立されてから、民事訴訟に関する決定、条例、規定などが若干存在していたが、
そのなかにおいて証拠に関する規定がなかった。 
 民事訴訟法（試行）は、伝統的な裁判方式のいわゆる 16 字の、たとえば「調停を重んじ
る」などの原則を継承するため、法院調停に対して詳しく規定する。試行は、人民法院が、
できる限り調停を行わなければならない、調停によって合意に達しなかった場合裁判を行
                                            
86 法学研究编辑部「发刊词」『法学研究』（1979 年）創刊号 2頁。 
87 江青、张春桥、姚文元、王洪文の四人。 
88 政治与法律编辑部「创刊的话」『政治与法律』（1982 年）創刊号 3頁。 
89 馬愛萍 論文「中国民事訴訟法における証明責任について」（一）『法学研究』立教大学
大学院法学研究会（2001 年）3 頁。 
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うと規定する90。つまり、調停は、裁判を行う前提条件である。調停によって合意に達しな
かった場合の予備的チャンネルとしての判決手続は、法廷審理である。この法廷審理手続
が立法化されたことによって、民事証拠制度が存在する環境を得た。 
 民事訴訟法（試行）の証拠編における 56 条 1 項は、「当事者が自ら提出する主張に対し
て証拠を提出する責任を有する」と規定する。この規定が挙証責任制度に対する規定とさ
れてきた。 
 
 三、民事訴訟挙証責任論の台頭 
  
 挙証責任は、日本から継受されたときから、当事者の証拠を提出する行為責任であると
理解された。共産党政府は、ドイツ、日本の法律を学んで作った国民党政府の「六法全書」
を批判するため、挙証責任制度およびそれに対する理論研究は、旧中国およびブルジョア
ジーを代表し、それを守る旧司法制度を復活させるものと恐れた。挙証責任論に対する研
究は、立ち入り禁止区とされ、それに対する理論研究は継受されたその時点の意味・当事
者の証拠を提出する責任の意味のままで停滞した状態に陥った。 
 
 １、民事訴訟法（試行）における「証拠を提出する責任」に関する条文 
 
 旧ソ連民事訴訟法には当事者の「証拠を提出する行為」の概念があった。 
 中国は旧ソ連との友好関係を作る段階において、その民事訴訟理論を受け入れ、民事訴
訟法を移植したことについてすでに検討した。旧ソ連の民事訴訟では、裁判所に事実を明
らかにする義務があって、当事者がたとえ事実と証拠を提出しなくても必ず敗訴するとい
えない。判決の基礎とすべき事実・証拠の収集・提出の権限および責任は裁判所にある。
旧ソ連の民事訴訟法は、絶対的職権探知主義を採用した91からである。つまり、当事者の証
拠を提出する行為はその義務である。 
 旧ソ連民事訴訟法における当事者の「証拠を提出する行為」の概念は日本の松岡義正の
主張する挙証責任・当事者の証拠提出責任と異なるものである。旧ソ連の民事訴訟におけ
る当事者の証拠を提出する行為は、日本の松岡義正の解釈する挙証責任は異なる。松岡儀
正の解釈する挙証責任は、弁論主義のもとで敗訴結果を免れるため、当事者が自ら提出す
る主張について証拠を提出する責任である。つまり、当事者が証拠を提出しなかった場合、
法律要件説による敗訴結果を負うものである。 
 民事訴訟法（試行）における当事者の「証拠を提出する責任」は、松岡の解釈する挙証
責任の影響を受けたのか、旧ソ連民事訴訟法の影響を受けたのか判然としない。 
                                            
90 民事訴訟法（試行）第 6条、第 97 条、第 102 条。 
91 张卫平「绝对职权主义的理性认识―原苏联民事诉讼基本模式评析」『现代法学』（1996年）
4 期 61 頁。 
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 民事訴訟法（試行）56 条が規定する当事者の「証拠を提出する責任」は、責任と言って
も完全的な責任ではない。このような責任は、敗訴結果を直接的に惹起するものではない。
56 条 2 項の規定するとおり、法院は職権で証拠を収集する権利と義務がある92。56 条 1 項
における当事者の「証拠を提出する責任」も、実際に当事者の権利と義務である93。本規定
は、速やかに事実を明らかにするため、当事者の協力を得て、それが積極的に証拠を提出
することを促すために設けたものである94。56 条 1 項は、当事者の協力義務の条文化である
と解すべきであろう。 
 民事訴訟法（試行）における当事者の「証拠を提出する責任」は、日本の松岡義正の解
釈する挙証責任とは異なる。日本の松岡義正の挙証責任の理論は、民事訴訟法（試行）に
おける挙証責任に関する規定には採用されなかったといえる。これに対して、民事訴訟法
（試行）は、裁判所に判決の基礎となる事実を確定する権利と義務があるという職権探知
主義を適用する面では、旧ソ連のそれと似ている。これは、民事訴訟法（試行）が旧ソ連
民事訴訟法の影響を受けたからである。 
 
 ２、遅れた挙証責任論の研究 
  
 （１）挙証責任を研究することは批判される恐れがある 
 司法と法律を否定した文化大革命が 1976 年に終了し、1979 年に人民司法が復活した。同
年、経済的事件の出現に応え、もっぱら経済事件を審理する経済裁判廷が設立された。し
かし、法学理論研究は、自由になったといえ、政治的色彩に染められた民事訴訟における
挙証責任に対する研究は進まなかった。この原因として、挙証責任が、敗訴を免れるため、
当事者が証拠を提出する責任であると解釈したため、それを研究することは、当事者が証
拠を提出することを待つ国民党政府の「坐堂問案」の審理方式を復活させるものとして、
批判される恐れがあったからである。 
 （２）ドイツ、日本の挙証責任論より遅れた状態 
 ドイツでも日本でも、民事訴訟における挙証責任の本質を客観的証明責任と把握するよ
うになったのはそれほど古いことではない95。ドイツでも日本でも、もともと挙証責任は、
訴訟において証拠を提出する当事者の行為であると解釈されていた96。日本旧民事訴訟証拠
編における 1 条も、当事者の証拠提出する行為責任と客観的証明責任を区別せず、行為責
任だけを念頭においていたようである97。 
                                            
92 江伟「新民事诉讼法的重大突破」『法学评论』（1991 年）3 期 3 頁。 
93 王汉斌が 1991 年第 7 回全国人民代表大会における発言「关于「中华人民共和国民事诉讼
法试行」修改草案的说明」『人民法院公报』（1991 年）13 期 524 頁。 
94 顾昂然「谈谈民事诉讼法的补充和修改」『人民司法』（1991 年）1 期 10 頁以下。 
95 小林秀之『新証拠法』（第二版）弘文堂（2003 年）164 頁。 
96 竜崎喜助『証明責任論― 訴訟理論と市民』有斐閣（1987 年）7 頁以下。 
97 王亜新 前掲注 10 頁。 
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 日本民事訴訟における挙証責任が中国大陸に継受されたのは 1910 年の大清政府の時代で
あったことについてすでに述べたが、そのとき日本において挙証責任を証拠を提出する当
事者の行為であると解釈していた。そのため、国民党政府が支配する地域に形成された「六
法全書」は、清政府時代に日本から継受された挙証責任に影響され、挙証責任を当事者の
行為責任つまり、証拠提出責任と理解していた。 
 ドイツでは、19 世紀末にグラッサーによって初めて客観的挙証責任と主張され98、日本で
は、1917 年に発表された雉本朗造学者の論文によって初めて客観的挙証責任が主張された99。 
 その後、日本の学者たちは、挙証責任の概念を二分することにより、客観的挙証責任の
概念を承認するようになった100。他方、台湾の学者たちも日本民事訴訟における挙証責任
の概念を十分に紹介し、客観的挙証責任の意義と証拠を提出する行為責任の意義を区別し
て理解するようになった。しかし、中国大陸では挙証責任制度は否定されたり、批判され
たり、その研究が禁止されたりして、挙証責任の意義に対する研究は発展しなかった。 
 中国において強く影響を与えた松岡義正の『証拠法論』は、挙証責任を単なる当事者の
証拠を提出する責任と解釈していた101。しかし、この『証拠法論』は 1925 年に出版された
ものであり、当時、日本においてすでに客観的挙証責任の概念を一般的に受け入れたはず
であるが、松岡儀正はなぜこの本において客観的挙証責任の概念を受け入れなかったのだ
ろうか。このことについて、日本の学者によれば、松岡義正がそれまで挙証責任論に関す
る日本の学説をほとんど検討することなく、主にドイツの学説の影響を受けて自説を展開
していたという102。しかし、ドイツは日本より早い時点で、客観的挙証責任の概念を一般
的に受け入れていたので、松岡儀正は、ドイツの影響を受けたと言いにくい。松岡義正の
見解がそれまでの学説とどのように関連しているのかは、とても明確ではないことについ
て日本の学者も承知している103。 
 ドイツと日本の学説によれば、客観的挙証責任とは、判決の基礎になる事実が真偽不明
に陥る場合、一方当事者が負う敗訴結果である。客観的挙証責任は、弁論主義と職権探知
主義を問わず訴訟手続において普遍的に存在するものであるという。このよに発展した挙
証責任論がこれまで中国に輸入されていなかった。 
 中国国内の歴史的原因と政治的原因および導入された学説の原因がからみあって、挙証
責任論は、ドイツ、日本に比べて、大変遅れた。 
 
 ３、ドイツ、日本における挙証責任の理論・客観的挙証責任概念の導入 
 （１）挙証責任論研究台頭のきっかけ 
                                            
98 小林秀之 前掲注 164 頁。 
99 雉本朗造「挙証責任ノ分配」『民事訴訟法の諸問題』（1955 年）194 頁。 
100 例えば、岡松参太郎『証拠法』、中島弘道『挙証責任の研究』など。 
101 松岡義正『証拠法論』1925 年。 
102 石田 穣『証拠法の再構成』東京大学出版会（1980 年）36－37 頁。 
103 石田 穣 同上注 36－37 頁。 
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 80 年代初期から始まった民事事件の急増化現象のもとで、事件処理に追われた法院は、
自分の事件処理負担を軽減するため、法院が証拠収集を改革せざるを得ない状態に追い込
まれた。法院の証拠収集の仕事を軽減するため、当事者による証拠提出する責任に関する
規定を重視し、当事者に「挙証責任」を負わせるように呼びかけた。 
 このように、1988 年から始まった最高人民法院の挙証責任制度改革の試みが、挙証責任
理論研究の気運を高めた。 
 （２）ドイツ、日本の挙証責任論の導入 
 一時的に、挙証責任理論に対する研究は活発的に行われ、挙証責任に関する論文は驚く
ほど現れた。これらの論文は、ほとんどドイツ、日本の挙証責任理論を紹介したり、参照
したり、引用したりしていて、まるで、これを批判する歴史をすっかり忘れたように見え
る。他方、中国民事訴訟法のモデルとなった旧ソ連の民事訴訟モデル・職権探知主義に関
する論文も数多くあり、それを批判的に論じる傾向が現れた。 
 （３）客観的挙証責任の概念を受け入れる傾向 
 挙証責任理論研究の先駆である李浩教授がすでに 1986 に発表した論文は、法学界の注目
を受けた。李浩教授は、ドイツの学者、特にローゼンベルクの挙証責任論の影響を受け、
挙証責任を初めて二つの意味で解釈した。すなわち、挙証責任には二重的概念が含まれる。
一つは、行為責任であり、もう一つは、結果責任である。行為責任とは、当事者は、自ら
提出した主張に対して、証拠を提出する責任のことである。結果責任とは、事実が真偽不
明になった場合に当該事実を主張する当事者が負担する不利益のことである。104  
 李浩教授による行為責任の概念は、もともと民事訴訟法（試行）にあった挙証責任の概
念であるが、結果責任の概念は、中国においては新しい概念であった。李浩教授の挙証責
任に対する二重概念は、確かにローゼンベルクの挙証責任の概念を二つに分ける解釈に似
ている。しかし、職権探知主義を採用する民事訴訟法（試行）における当事者の証拠提出
責任を、ローゼンベルクの主張する弁論主義における敗訴結果をともなうそれと同じく解
釈してよいかどうか疑問として残る。 
 
 四 挙証責任の概念に対する学説の対立 
 
 挙証責任の概念に結果責任の概念を導入することは、法学界によって活発的論じられ、
「挙証責任」の本質は、その結果責任であると主張する説すら現れた。これに対して、あ
る学者たちは、「挙証責任」をもともとの行為責任であると理解する伝統的な解釈を維持し
ようとした。このように、一時的に行為責任説、結果責任説、行為責任と結果責任説の三
説が対立する状態になった。 
 
                                            
104 李浩 論文「我国民事诉讼中证明责任含义新探」『西北政法学院学报』（1986 年）3 期 43-45
頁。 
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 １、行為責任説 
 
 挙証責任は当事者が証拠を提出する責任である。すなわち、当事者が法院に対しての主
張を求める場合、自分の主張する事実に対して挙証する責任を有する。ほとんどの教科書
はこの説で挙証責任を解釈し、2003 年までは多数説的位置を占める105。挙証責任をこのよ
うに解釈するのが、行為責任説である。行為責任説は、いわゆる伝統的な挙証責任論であ
る。伝統的な挙証責任論の原因をまとめると以下のようである。 
 （１）松岡義正の挙証責任論の影響 
 挙証責任理論が初めて中国大陸に登場したそのとき、松岡義正の影響を受け、「挙証責任」
を当事者が証拠を提出する行為と解釈していたことについて、既に述べたが、「挙証責任」
を当事者が証拠を提出する行為と解釈していたことの影響もあると思う。政治的原因によ
り止まった挙証責任に対する研究は、復活するときその止まった時点の解釈から始まるの
が当たり前である。 
 （２）民事訴訟法（試行）の影響 
 民事訴訟法（試行）56 条 1 項は、「当事者は自ら提出した主張に対して証拠を提出する責
任を有する」と規定する。この条文の影響を受け、挙証責任を当事者の証拠を提出する責
任と理解する。 
 （３）中国語の「挙」という漢字の影響 
 中国の「挙」という漢字は、「提出」という意味を表すので、「挙証責任」を「証拠を提
出する責任」と理解する。 
 このほか、挙証責任は、訴訟における当事者の挙証活動を表すという理由や、中国にお
いて、当事者が証拠を提出しなくても、必ず敗訴するとは言えないからという。 
 
 ２、結果責任説 
 
 結果責任説とは、事実が真偽不明の場合、法律によって予め規定される一方当事者が負
担する敗訴危険および不利益結果のことである106。結果責任説は、敗訴危険説とも呼ばれ
る。結果責任説は、有力となり、少数の民事訴訟法教科書にも書かれていた107。 
 ドイツの学者ライポルトと日本の学者三ヶ月章の影響を受け張偉平教授は、挙証責任の
結果責任を積極的に主張する。張偉平は、「ドイツの客観的挙証責任が、日本に導入された
後、日本の学者は、挙証責任を二つ分けて解釈するようになったが、それ以来主観的行為
責任を否定する傾向がある」という現象を根拠に、挙証責任にただ客観的結果責任がある
                                            
105 李浩 前掲注 14 頁。 
106 熊先觉『中国行政诉讼教程』中国政法大学出版社（1988 年）120-121 頁。  
107 张卫平 教授『民事诉讼法教程』（1998 年）。陈桂明 教授『民事诉讼法通论』（1999 年）。
常 怡 教授『民事诉讼法学』第 3版（1999 年）。 
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と主張する。108
 張教授の主張する挙証責任は、以下のとおりである109。 
 挙証責任とは、裁判の基礎をなす、実体法に該当する具体的事実が真偽不明になった場
合、予め規定される裁判規範によって当事者が負う不利益結果のことである。事実が真偽
不明の場合、裁判官が裁判しなければならないが、どのような裁判規範によって当事者を
敗訴させるのかが問題になる。このような状況のもとで裁判する規範は挙証責任である。 
 挙証責任を主観的挙証責任と客観的挙証責任を二つに分けて解釈し、客観的挙証責任と
主観的挙証責任が相互に離れてはならない関係を持つという意見を批判する。主観的挙証
責任は、弁論主義訴訟モデルのもとに限り存在し、職権探知主義訴訟モデルのもとで存在
しない。主観的挙証責任は、客観的挙証責任の投影であるという。主観的挙証責任は、当
事者の証拠を提出する訴訟上の権利である。これに対して、裁判規範としての挙証責任は、
客観的結果責任であり、弁論主義に限らず、一般的裁判規範として存在する。当事者が負
う一種の不利益負担である。 
 客観的挙証責任は、当事者が証拠を提出したかどうかと無関係に存在するものである。
法院が当事者に証拠を提出させるように命じることは、法院の職権である。このため、主
観的挙証責任を論じる意味がなくなるという。 
 
 ３、行為責任と結果責任を二つ分ける説 
 
 以上にも述べたように、李浩教授は、挙証責任を二つに分ける解釈を維持する。すなわ
ち、挙証責任には二つの概念が含まれる。一つは、行為責任であり、もう一つは、結果責
任である。行為責任とは、当事者は、自ら提出した主張に対して証拠を提出する責任を有
することを指す。結果責任とは、事実が真偽不明になった場合に当該事実を主張する当事
者が負担する不利益を指す。 
 李教授は、客観的挙証責任が挙証責任の本質に近いことを認めながら、当事者の証拠提
出責任の主観的挙証責任を否定することは行き過ぎであると主張する。このため、挙証責
任を単なる主観的挙証責任と客観的挙証責任の意味で解釈することは不当であるという。
主観的挙証責任は、当事者が自ら主張する事実について証拠を提出する責任を指す。主張
する事実が真偽不明になる場合、当該事実を主張した当事者が負担する不利益は客観的挙
証責任である。 
 具体的訴訟において言えば、訴訟が開始する時点で、当事者の主張する事実が真偽不明
のため、挙証責任は当事者が負担する不利益訴訟結果として潜んでいる。このような真偽
不明の状態を避けるため、当事者は訴訟が自己に有利な方向へ発展するため法院に証拠を
提出しなければならない。このとき、挙証責任は当事者の証拠を提出する責任として現れ
                                            
108 张卫平『民事证据研究』清华大学出版社（2004 年）242 頁。 
109 张卫平 同上注 242－245 頁。 
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る。しかし、当事者の提出した証拠によって事実が相変わらず真偽不明の場合挙証責任が
客観的挙証責任として現れる。当該事実を訴訟請求の根拠とする当事者が敗訴する。 
  
 ４、三つの学説のそれぞれの問題 
  
 （１）挙証責任を二つ分けて解釈する妥当性 
 中国民事訴訟における挙証責任論は盛んであるが、それに対する研究は不十分である。
行為責任説、結果責任説いずれの説にもそれぞれの問題あり、そもそも二つに区分する説
にも疑問が存在する。 
 日本でも挙証責任を当事者の証拠を提出する行為と解釈されていたことについてはすで
に検討した。挙証責任の本質は、客観的挙証責任と理解されるようになった後、当事者の
証拠を提出する行為を主観的挙証責任とし、それはただ客観的証明責任の投影であるとい
う、その独自の存在意義を否定する110傾向が現れた。 
 ドイツのローゼンベルクは、主観的挙証責任は、ある事実につき、客観的挙証責任を負
う当事者が事実の真偽不明による敗訴を免れるために当該事実を立証する証拠を提出する
責任であると解釈する。このように主観的挙証責任を無視し否定することは、「角を矯めて
牛を殺すに等しい行き過ぎである」と主張する111。  
 挙証責任を証拠提出責任の意味と客観的挙証責任の意味の二つに分けて説明することは
妥当である。しかし、中国民事訴訟のような職権探知主義を採用する訴訟手続のもとで、
主観的挙証責任・証拠提出責任の概念が存在し得るかは、疑問である。 
 （２）客観的挙証責任の概念の必要性 
 裁判官は、実体法における要件事実に該当する事実を基礎にして判決を下す。審理を経
て、要件事実に該当する事実が存在するという心証を得た場合に、この事実を主張する当
事者を勝訴させる内容の判決を下す。これに対して、当該事実が存在しないという心証を
得た場合、この事実を主張する当事者を敗訴させる内容をなす判決を下してよい。しかし、
要件事実に該当する事実が存在するのかどうか不明な場合もあり得る。弁論主義をとる民
事訴訟にこのような現象が起こるし、たとえ、職権探知主義のもとでも、このような現象
が起こる。事実が真偽不明といえ、裁判官は判決を下さなければならないので、このとき
どのような内容をなす判決を下すのかは問題になる。つまり、事実が真偽不明になった場
合、当該事実が存在するのか存在しないのかを確定し、一方当事者を敗訴させなければな
らない。このため、客観的証明責任の理論が必要になってくる。112
 「挙証責任」の概念を二つ分ける李浩教授も、結果責任説を主張する張偉平教授も客観
的挙証責任の概念を認める理由が同様である。 
                                            
110 兼子一「立証責任」『民事法研究』第三巻 129 頁。 
111 ローゼンベルク（倉田卓二訳） 前掲注 19－22 頁。 
112 李浩 前掲注 18－19 頁。 
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 （３）主観的挙証責任・証拠提出責任概念は弁論主義に限り存在する 
 李浩教授は、客観的挙証責任の概念は挙証責任の本質をなすことを認めるものの、主観
的挙証責任の概念を否定することが行き過ぎであるとしてドイツのローゼンベルクの意見
に賛成する。当事者の証拠提出責任に対する解釈もローゼンベルクのそれに類似している。
当事者が敗訴を免れるために証拠を提出する必要性を指指する。また、当事者の証拠提出
責任の存在理由について、「1982 年民事訴訟法（試行）および 1991 年の民事訴訟法におい
ても主観的挙証責任に関する規定があり、当事者の立証作業においても主観的挙証責任の
概念が必要である。主観的挙証責任の概念がなければ、反証提出責任を説明できなくなる。
また、当事者によって提出された証拠が不十分である場合、裁判官が当事者の証拠提出を
促すため、主観的挙証責任の概念を用いる」と述べている113。 
 ローゼンベルクは主観的挙証責任・証拠提出責任は弁論主義のもとでのみ存在する概念
であると述べているにもかかわらず、その主張に賛成する李浩教授が民事訴訟法（試行）
における当事者の「証拠を提出する責任」をそれと同一視することには疑問がある。 
 
 五、民事訴訟法（試行）における「証拠を提出する責任」 
  
 １、民事訴訟法（試行）56 条の規定 
 
 民事訴訟法（試行）に証拠編があり、そのなかには当事者の証拠提出に関する条文も存
在した。その 56 条 1 項は、「当事者は、自ら提出する主張について、証拠を提出する責任
を有する」と規定し、56 条 2 条は、「人民法院は法廷手続に従って証拠を全面的に収集し調
査しなければならない」と規定していた。これらの規定は、「挙証責任」に関する規定とさ
れた。すなわち、56 条 1 項は、当事者の「挙証責任」に関する規定であり、56 条 2 項は法
院の「挙証責任」を規定するものと解釈された114。これに対して、上記の解釈は、法院が
国家の裁判権を行使する公的機関であるという点を見誤っていると反論し、当事者だけが
「挙証責任」を負うべきであり、56 条 2 項は法院の職務上の権限を規定するものであると
説いている115。このほか、56 条 1 項の規定は、表面からみれば日本の学説でいわれる証拠
提出責任に近いものであるが、実質的に主張責任、証拠提出責任の両方の意味を含んでい
る116という見解もある。 
 
 ２、56 条 1 項には弁論主義における証拠提出責任の意味は存在しない 
 
                                            
113 李浩 前掲注 20 頁。 
114 田平安 論文「论民事诉讼中证明责任」『政治と法律』（1985 年）6 期 33 頁以下。 
115 柴发邦『民事诉讼法学』法律出版社（1986 年）220 頁。 
116 王亜新 前掲注 9頁。 
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 筆者は 56 条 1 項に主張責任、証拠提出責任の両方の意味が含まれるという解釈には賛成
できない。 
 日本で言われる主張責任と証拠提出責任は、もっぱら弁論主義を採用する民事訴訟手続
のもとにおいてのみ存在するものである。職権探知主義を採用する日本の人事訴訟には、
主張責任と証拠提出責任の概念は存在しない117ことと同様に、職権探知主義を採用する民
事訴訟法（試行）118においても、主張責任と証拠提出責任の概念が存在するとは考えにく
い。 
 それに、証拠とは事件の真実を証明できるすべての事実を指す119という解釈が当時の理
論において支配的であった。証拠は事実であり、事実は証拠でもある。このように、事実
と証拠をまったく区別せず、同じレベルで論じる訴訟理論のもとで、事実の領域における
主張責任の概念と、証拠の領域における証拠提出責任が存在する余地がない。 
 事実と証拠をまったく区別しない理解はどこから来るのであろうか。 
 民事訴訟法（試行）が施行以前においては、民事事件は人民内部の矛盾とされ、その法
的手続によって裁判することを無視するため、反革命分子に適用する刑事訴訟が比較的に
重視されてきた。1979 年に施行された刑事訴訟法は、「事件の真実を証明できるすべての事
実は証拠である」と規定する120。明らかに、民事訴訟証拠の解釈は、刑事訴訟法のそれを
参照にしたものである。 
 民事訴訟法（試行）56 条 1 項は、「当事者が自ら提出した主張について証拠を提出する責
任を負う」と規定するも、それは、法的サンクションを欠けいている。すなわち、当事者
が証拠を提出しなくても必ずしも敗訴するとは限らない。試行における当事者の証拠提出
に関する規定は、日本の松岡義正が解釈する、敗訴を免れるための挙証責任とは異なるも
のである121。 
 試行のもとで、法院は、当事者が主張しない事実を判決の基礎にするこができるし、主
張したが、証拠を提出しなかった場合に、必ず敗訴するとは言えない。そ理由は、以下の
ようなものである。 
 民事訴訟理論が旧ソ連の影響を受けたことについて既に述べた。この影響を受け、中国
は、民事訴訟に対する国家の干与を広く認める。そもそも、国家干与の原則を主にする。
当事者が証拠を提出することは、その権利である。当事者が提出した証拠が不十分であっ
た場合に、法院がその証拠提出を命じることができるし、自ら証拠を収集することもでき
                                            
117 松本博之『人事訴訟法』（第 2版）弘文堂（2007 年）58 頁。 
118 田中信行「中国民事訴訟法の制定意義と特徴」『アジア経済旬報』1241 号（1982 年）12
頁。 
119 黄耀祖 論文「诉讼证明的客观性－与肖胜喜同志商洽」『政治与法律』（1985 年）期 40
頁。 
120 1979 年中国刑事訴訟法 31 条。 
121 田平安 前掲注 31 頁。 
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る122。国家干与原則の体現として、民事訴訟法（試行）は、法院が全面的かつ客観的に証
拠を収集し調査しなければならないと規定する123。この規定は、当事者の証拠提出責任を
縮小するものではない。当事者が証拠を提出することは、その提出した主張を証明するた
めであり、法院が証拠を収集し調査することは、事件の真実を発見するためである。この
ように当事者と法院両方の積極性を発揮することによって、事件の客観的真実を発見する
目的に達するという124。 
 職権探知主義を採用する民事訴訟法（試行）のもとでの当事者の「証拠を提出する責任」
は、法的サンクションを欠くものである125。これは、日本民事訴訟のような弁論主義にお
ける当事者の証拠提出責任と異なるものである。あえて言えば、それが職権探知主義を採
用する日本人事訴訟法126における当事者の協力義務127に似ているといえる。 
 
 ３、56 条 1 項に客観的挙証責任の意味が存在しない 
 
 民事訴訟法（試行）の 56 条には、真偽不明の場合に判決を下す方法を教える客観的挙証
責任の意味が存在する余地がない。さらに、事件の真実を発見するという原則のもとでは、
事実が真偽不明の場合に判決を下すことを許さない。その理由としては、事実が真偽不明
の場合に、一方当事者を敗訴させる判決を下すことは、「実事求是」の思想路線および民事
訴訟法（試行）の「事実を根拠とし、法律を依拠しなければならばい」という原則に違反
するからである。このため、事実を完全に明らかにしない限り判決を下せない。もし、真
偽不明の場合に、事実の擬制や推定或いは類似するテクニックによる処理は「中国民事訴
訟は、ブルジョアジーの訴訟と同じように相対的事実を追及する道を歩むことになる128。 
 
 ４、56 条 1 項における「証拠を提出する責任」の性質 
 
 当節の冒頭で述べた 56 条 1 項を、当事者の「挙証責任」に関する規定とし、56 条 2 項を
法院の「挙証責任」に関する規定とする解釈があるがそれは妥当ではない。理由は、民事
訴訟法（試行）の背景や方針および原則により 56 条の内容を全体的に分析すれば、この条
文は、挙証責任に対する規定ではなく、法院に事実を明らかにする権限と義務を負わせる
ものであるからである。 
                                            
122 刘家兴「我国民事诉讼证据制度的主要特点」『法学研究』（1986 年）3 期 61 頁。 
123 中国民事訴訟法（試行）56 条 2 項。 
124 刘家兴 前掲注 60 頁。 
125 王亜新 前掲注  
126 日本人事訴訟法 20 条。 
127 松本博之『日本人事訴訟法』（第二版）（2007 年）63 頁によれば、法条文に書かれてい
ないが、人事訴訟のような職権探知主義を適用する訴訟手続でも、当事者が証拠を提出す
ることが望ましいであり、当事者に事案解明のための協力義務があるという。 
128 杨荣新等编『民事诉讼法参考资料』中央广播电视大学出版社（1986 年）528－529 頁。 
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 民事訴訟法（試行）における 56 条 1 項は、当事者に「証拠を提出する責任」があると規
定するが、それは法院はより広範囲に事実や証拠を調べ、真実を明らかにするためであり、
日本で言われる挙証責任の意味をしない。以上において検討したとおり、民事訴訟法（試
行）における当事者の「証拠を提出する責任」は日本民事訴訟弁論主義における主観的挙
証責任・証拠提出責任と別のものである。 
 中国民事訴訟と日本民事訴訟における「当事者が証拠を提出する責任を負う」という文
字は同様であるが、その意味は異なり、両者を同一視することは今後の挙証責任に対する
研究を混乱に陥れることにつながる恐れがある。  
  
           第二節 「挙証責任」制度の改革 
  
 一、実務における「挙証責任」制度改革の試み  
         
 １、初期改革の規模 
 
 第一章においても述べたが、1988 年 8 月に開かれた 14 期法院大会をきっかけにして挙証
責任制度改革が始まった。この会議が開かれる前に、最高人民法院が少数の法院をサンプ
ルとして指定し、当事者に証拠を提出させる試みをなした。たとえば、北京西城区法院の
改革129などがその例である。会議以降、このような試みは大規模に展開され、多くの法院
で行われるようなった。 
 具体的には、中級法院130が自分の管轄地域のいくつかの基層法院を選び、そこで当事者
に証拠を提出させる試みをする。このような改革がある程度行われると、その経験をまと
め管轄地域の基層法院に改革された様式を普及させる。広西省などの経験では、このよう
な試みが全省規模で展開するまでわずか 16 ヶ月しかかからなかったようである。131
 民裁裁判実務で当事者に証拠を提出させる試みは中国の発達した大都市の法院のみなら
ず、小さな町の法院にも存在した。海岸地域の法院もあれば、内陸の地域にも存在した。
まさに、全国的な規模で行われた。 
  
 ２、改革の方法 
                                            
129 『法制日報』（1988 年）3 月 31 日。 
130 中国の法院には、レベルが一番上の最高人民法院（一つ北京にある）、その次の高級人
民法院（各省、自治区の政府所在地に一つずつある）、中級人民法院（各省、自治区の中小
市など）、レベルが一番小さい基層人民法院（各省、自治区の市の下の鎮など）が含まれる。
基層人民法院が、当事者に便宜を与えるため、基層法院から離れた僻地の鎮や郷などに人
民法廷を設ける場合がある。民事法廷のレベルが、基層人民法院の中の各法廷に等しいも
のである。 
131 韦华仁 徐仰俊「广西高级法院推广梧州经验― 改革审判工作提高办案效率质量」『法
制日報』（1990 年）6 月 15 日（第二版）。 
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 各法院の改革の方法は、必ずしも同様とは言えないが、試みのポイントは一様である。
それは、当事者により多くの証拠を提出させ、事案を解明するための法院の証拠を収集す
る負担を軽減しようとする。具体的方法としては、「当事者が提出すべき証拠を提出しなか
ったら、敗訴や不利益認定の危険にさらされる」と繰り返して説明している。それに、こ
の趣旨は、各法院が自ら作った訴訟用紙にも記載れている132。それに加えて、一旦訴訟を
受理するとこの趣旨を記載した用紙を法院の明文の規則として双方当事者に送達する133。
また、当事者ばかりではなく、一般大衆にもこの趣旨を受け入れてもらうように宣伝活動
を重ねる134。 
 他方、法院の収集する証拠を類型化して、職権で収集する証拠の範囲を制限しようとす
る。もっとも、法院が事件審理に当たって、事実の争点を整理し、双方当事者間で異議の
ない争点について、法院がそれを調べずにそのまま認めるという方法も現れた135。これは、
従来の考えに反し、イデオロギー的にも従来と異なるものである。 
 一番注目されるのが、当事者が提出すべき証拠を必ず公開の法廷で提出し、対質などの当
事者弁論を経なければ、法院が和解の勧めをしないという試みである。これは、もとの「四
歩到廷」の審理方式のように、法廷審理前にまず法院の職権探知により得られた資料に基
づき調停を行うという方法をやめて、法廷審理する前に調停活動を行わない試みである136。 
 当事者に証拠を提出させる試みは、職権探知主義から弁論主義への転換をはかるところ
にあった。 
 
 ３、「挙証難」の問題 
 
 当事者に証拠を提出させる改革の試みが期待された成果をあげ、順調に進められていった
ようであるが、それは職権探知主義という民事裁判の根幹にふれるものであるだけに、決
して容易な改革ではなかった137。実務において「挙証難」の問題が相次いで起こった。当
事者側の問題としては、訴えることは当事者のことであるが、証拠の収集および調べは法
院の仕事であるという理解が強いため、証拠を提出することを納得しない問題が存在し、
自分に不利益な証拠を提出しない問題も存在した。法院側の問題としては、裁判官は当事
者に証拠を提出させるように要求しない、要求しても証拠提出に対する説明を十分にしな
い問題とか、当事者が証拠を提出してもそれを調べず、自ら職権で証拠収集を行うという
                                            
132 王荣清 「重视按规定使当事人尽举证责任― 宜春各级法院审理民事经济案件又快又 
好减少了重复劳动促进了办案规范化」『法制日報』（1989 年）2 月 2 日（头版）。 
133 李广忠 马喜军 「是非曲直大堂见分晓― 黑龙江兰西县法院审理经民案件推广举证制度
见闻」『法制日报』1990 年 1 月 16 日（三版）。 
134 同上注 
135 李广忠 马喜军 同上。 
136 汪青林 「公开审判才是提高办案效率的根本途径― 武汉法院重视庭审调查避免了重复
劳动平均结案时间大大缩短」『法制日報』（1988 年）11 月 19 日（头版）。 
137 王亜新 前掲注 55 頁。 
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問題、双方当事者間の争いのない事実についても取り調べるなどの問題が存在した。これ
は、一部の裁判官が、当事者に証拠を提出させることが裁判の正統性と説得性を損なうこ
とを恐れるといった、いわゆる「左」の思想から抜け出されないからである。138
 
 二、民事訴訟法（試行）に対する改正 
         
 １、民事訴訟法（試行）に対する改正の背景 
 
 （１）新しい実体法の施行 
 1979 年から始まった改革をきっかけに経済が発展し、経済の発展にともない民事事件が
急増したことについてすでに検討した。これを背景にして施行された 1982 年の民事訴訟法
（試行）が数多くの民事事件に適用され、民事裁判にある程度貢献したことを否定できな
い。しかし、1982 年の民事訴訟法（試行）以来、民法、継続法、渉外契約法、技術契約法、
特権法、商標法などが施行された。民事訴訟法は手続法としては、これらの新しい実体法
にふさわしくないところも現れたという139。 
 （２）当事者の「告状難」の問題 
 改革が始まってから、社会主義商品経済が益々発展する段階において、いわゆる経済的
事件は増える一方であった。特に経済的事件とされる農薬や種子の質量に対する損害賠償
や環境汚染に関する損害賠償事件が増えた。このほか、契約に関する事件も著しく増えた。
これらの現象のもとで、民事訴訟法（試行）は十分に対応できなくなり、新しい問題が相
次いて発生した140。様々な新問題の中でも、もっとも著しいのが、法院は今までの滞積し
た未済事件の処理に急ぎ、新事件をなかなか受理しないということであった。これは、す
でに受理した事件を処理しなければならない裁判圧力のもとで、引き続き新事件を受理す
ると、滞積する事件が増えると恐れたからである141。 
 法院が「五箇不受理」の時代から、事件処理を積極的に受け取ろうとした時代を経て、
また事件を受理する窓口を狭くする傾向が現れた。たとえば、当事者が提訴するとき基礎
組織の紹介状を求めたり、予め郷や鎮などの司法部門で調査をし、証拠や処理意見の提出
を求めたりする。また、人民調停を経ないと受理しない、被告を連れてこないと受理しな
い、いくつかの法院が管轄を有する場合受理しないなどなどのやり方がさまざまであった
142。 
 このほか、「執行難」143などの問題もあって、これらの新問題を解決するため、時代にふ
                                            
138 吴彤章  陈国华「举证难，难在何处？」『人民司法』（1989 年）9 期 35 頁。 
139 顾昂然「谈谈民事诉讼法的补充和修改」『人民司法』（1991 年）13 期 10 頁。 
140 刘敬怀「民事诉讼法从试行到修改通过」『瞭望』（1991 年）15 期 7 頁。 
141 馬愛萍 前掲注 21 頁。 
142 馬愛萍 前掲注 21 頁。 
143 判決などが下されても、当事者が履行を拒む、強制執行手続に入っても判決などが実現
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さわしくない民事訴訟法（試行）を修正しなければならない状態になった。 
 
 ２、民事訴訟法（試行）に対する改正内容 
  
 民事訴訟法の改正は、経済的事件審理の規定が補充され、民法などの新実体法などを考
慮した手続が設けられた。このほか、「執行難」に対応する改正、さらに、管轄、調停、「挙
証責任」を含む証拠制度が改正された。民事訴訟法は、従来の 205 条を 270 条にまで充実
された144。 
 （１）当事者の「告状難」を解決するための改正 
 民事訴訟法（試行）において管轄に対する規定もあったが、それは明確とはいえなかっ
た。事物管轄や土地管轄などに対する規定が曖昧で、当事者はどの法院に訴えたらよいの
か分からない。このうえ、法院が事件の受理を回避するため、受理する責任を法院の間で
互いに転嫁する。このような問題を解決するため、管轄に対する規定を明確にした。 
 （２）民事事件を迅速に審理するための改正 
 民事事件の滞積化はすでに 80 年代初期から問題になった。そのうえ、当事者の「告状難」
の問題を解決すると民事事件が増えることが予想され、裁判の迅速化がもっとも要求され
る。民事裁判効率の低下について、最高人民法院は、法院が証拠収集の仕事を引き受けて
いることにあると 80 年代末ごろすでに指摘し、実務における「挙証責任」の改革を行った。
しかし、当事者に証拠を提出させる試みにおいて「挙証難」の問題が起こった。 
 今回の改正は、「挙証難」の問題を考慮して、最高人民法院の実務における「挙証責任」
改革の経験を踏まえ、民事訴訟法（試行）の 56 条 2 の規定を改正した。すなわち、民事訴
訟法（試行）における 56 条は、主に法院の証拠を収集する職務を具体的に規定し、当事者
の証拠を提出する責任を副次的規定する。当事者が証拠を提出しても、しなくても法院が
証拠を全面的に収集しなければならない。当事者と法院の双方に証拠を提出責任があるた
め、二重労働になり、司法資源を浪費する。改正民事訴訟法14564 条 2 項は、法院の証拠収
集する範囲を制限する。当事者および訴訟代理人が客観的事由によって自ら証拠を収集で
きない場合に限り、法院が証拠を収集すると規定する。証拠を収集する責任が当事者にあ
り、法院の職務が主に証拠を審査して認定することである。このような改正は、裁判人員
が不足する状況のもとで、当事者の証拠収集を促すことによって、法院の仕事の負担を軽
減し、迅速に民事事件を審理するためであるという。146
                                                                                                                                
されない。 
144 王汉斌（全国人民代表大会副委員長、全国人民代表大会法律工作委員会主任委員）が 1991
年 4 月 2 日第 7回人民代表大会 4次会議における発言「「中华人民共和国民事訴訟法 （試
行）」の修正草案に関する説明」『最高人民法院公报』（1991 年）13 期 524 頁。 
145 本稿における民事訴訟法関連条文の訳は、『中華人民共和国六法』（11・2）1197 頁以降
を参照した。 
146 杨荣新 陈桂明「民事诉讼若干修改之依据与意见」『政法论坛』（1991 年）3 期 56 頁。 
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 （３）法院調停に対する改正 
 民事訴訟法（試行）は、伝統的な審理方式を継承し、「群衆に依拠する」、「調停を重んじ
る」、「調査研究を行う」、「現地で裁判する」という 16 字の方針を原則にする。このため、
法院調停が判決手続の前提条件であり、調停を中心にする。 
 法改正作業は、当事者の権利を十分に重視し、その訴訟権利を守るため、もとの「調停
を重んじる」という原則を「自発的かつ合法的な調停」と改正した。すなわち、当事者が
調停に応じない場合、速やかに裁判をする。改正民事訴訟法に当事者の意見を尊重する傾
向が現れ、民事訴訟法の伝統的な色彩を打ち破った。147  
 社会主義商品経済の発展にともない、経済事件の種類と件数が益々増えていった。既存
の民事訴訟法は新しい類型の事件の審理に合わなくなった。更に、民事裁判圧力のもとで、
手持ち事件の審理に間に合わない法院が事件受理を回避し、当事者が訴えを提起すること
が困難になった。また、新しい法律が相次いで施行され、手続法がそれを考慮しなければ
ならない状況も現れた。他方、執行手続の効率低下の問題、管轄の問題などもあって民事
訴訟法（試行）を改正することに至った。 
 以上の諸問題に対応する補充的条文や新しい条文が合わせて 65 条も増やされた。 
 注目されるのは、改正法が、「挙証難」の問題を解決し、当事者の証拠提出を促すため、
人民法院の証拠収集する範囲を制限したことである。すなわち、当事者と訴訟代理人が客
観的事由により証拠収集できない場合にのみ、法院が証拠収集を行う。これは、最高人民
法院がすでに 80 年代末に指摘した「民事裁判の効率低下は、法院が大量の証拠収集の仕事
を引き受けているからであり」、このため、「当事者の証拠を提出することを強化しなけれ
ばならない」という意見が立法化されたのである。 
 
 三、「四歩到廷」から「一歩到廷」への改革 
 
 １、実った「挙証責任」制度改革 
  
 1982 年の民事訴訟法（試行）56 条の「当事者は、自ら提出する主張について、証拠を提
出する責任を有する（1 項）；人民法院は法廷手続によって、全面的に、客観的に証拠を収
集し調査しなければならない（2項）」という条文を民事訴訟法 64 条の「当事者は、自ら提
出した主張について、証拠を提出する責任を有する（1 項）；当事者およびその訴訟代理人
が客観的自由により自ら収集することができない証拠又は人民法院が事件の審理に必要で
あると認める証拠について、人民法院は調査し、収集しなければならない（2 項）；人民法
院は、法の定める手続に従って、証拠を全面的かつ客観的に審査し、事実と照らし合わせ
なければならない（3 項）」と改正した。このように、立法によって法院の収集する証拠の
範囲を制限した。 
                                            
147 江伟「新民事诉讼法的重大突破」『法学评论』（1991 年）3 期 3 頁。 
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 このうえ、最高人民法院は、法院が調査収集に責任を負う証拠の範囲（64 条 2 項）につ
いて「当事者および訴訟代理人が客観的原因により自ら収集できないもの；人民法院が鑑
定または検証が必要であると認めるもの；当事者が提供した証拠が相互に矛盾し、認定す
ることのできないもの；人民法院が自ら収集すべきであると認めるその他の証拠」と解釈
する148。このように、法院が収集する証拠の範囲が一歩明確化された。 
 要するに、1991 年民事訴訟法の 64 条は、「証拠を提出する責任」が当事者にあり、証拠
を審査することが法院の主な職責であることを明確にした149。 
 立法と最高人民法院の解釈が法院の証拠収集範囲を制限し明確化することをきっかけに、
当事者に証拠を提出させる改革は高まることになった。 
  
 ２、「当事者に証拠を提出させる」改革に相応しくない「四歩到廷」の審理方式 
  
 「四歩到廷」の審理方式については、第一章の第二節において検討した。「四歩到廷」の
審理方式は、民事訴訟法（試行）のもとで、伝統的な審理方式を継承したものとして現れ
た審理方式である。この方式の特徴は、まず当事者尋問を行い、それを手掛かりにして職
権探知を行う。職権探知によって得られた心証に基づき双方当事者を和解させるように調
停を行う。調停が成立しなかった場合に第四歩の公開の法廷審理に移る。このような審理
方式のもとで、法院がすべての証拠収集を引き受け、当事者証拠提する提出する責任」が
まったく問われない、というより、当事者に証拠を提出する機会がない。これは、当事者
に証拠を提出させる改革に合わないものである。 
 1991 年民事訴訟法は、法院調停を重心にする旨を改正し、「四歩到廷」の審理方式を法廷
において公開審理を重心にする審理方式に変えようとした150。 
  
 ３、「一歩到廷」の審理方式を導入する試み 
 
 （１）「一歩到廷」の審理方式を導入する目的 
 1991 年民事訴訟法の施行をきっかけに、実務において「四歩到廷」の審理方式を「一歩
到廷」の審理方式に変える改革が全国的に行われた。「一歩到廷」の審理方式とは、「四歩
到廷」の審理方式の前の「三」を省き、直接公開の法廷で審理する方式を指す。法廷審理
の前に、法院が証拠収集調べをせず、裁判官が当事者と接触しない。当事者が法廷におい
て証拠を提出し、対質する。これは、最大限で当事者が証拠を提出する原則を体現するた
                                            
148 「民事訴訟法の適用に係る若干の問題に関する最高人民法院の意見」（1992 年）73 条。 
149 刘枚之 王跃「民事、经济审判方式改革给当事人提出的问题」『山东审判』（1995 年）12
期 34 頁。 
150 李晓春「改革民事审判方式的探索——关于长春市两级法院民事审判方式改革的调查」『长
白学刊』（1996 年）6 期 83 頁。 
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めであるという151。 
 「一歩到廷」の審理方式は、1993 年以降多くの法院で宣伝され行われた。この審理方式
の特徴としては、まず法院は事件を受理した後、直ちに担当裁判官を指定し、法廷審理期
日を決める。また法廷審理の前、挙証に関する注意事項などの書面を当事者に送達しなけ
ればならないが、事案に対する事情聴取などを一切行わず、すべての証拠は法廷において
提出され、証拠調べや弁論といったあらゆる訴訟活動は、法廷審理期日において行われる
ことである。152
 このような「一歩到廷」の審理方式の改革によって、公開審理を堅持し、民事裁判の透
明度を引き上げ、人民群衆の監督に便宜を与え、民事裁判の公正を体現したと評価されて
いる。具体的に言えば、公判審理の機能を引き上げ、適切な準備をして速やかに公判審理
に入ることができ、公判審理前の当事者尋問および法院の証拠収集を減らした。他方、当
事者の「挙証責任」を強化し、証拠を提出して自らの主張を証明するように求めることが
できたという153。 
 （２）「一歩到廷」の審理方式改革の気運が高まる 
 市場経済化は、民事紛争および経済紛争の多発化と高額化を招き、こうした訴訟の新し
い傾向は、司法腐敗という現象を招くことにもなった154。このような背景のもとで、司法
のレベルアップと腐敗現象の克服が目指された。これをきっかけに、1996 年 7 月 15 日「全
国人民法院審判方式改革大会」が開かれた。正確且つ効率的な裁判を行うため、大会にお
いて最高人民法院は、裁判方式を全面的に行う、すなわち、刑事裁判方式、民事裁判方式、
行政裁判方式のそれぞれを改革する方針を打ち出した。それに、改革の指導思想について、
「憲法と訴訟法を根拠にし、公正的な裁判を保障することを目的にし、公開的な裁判を中
心にし、公判審理の機能を強化し、公訴人と弁護人および当事者の挙証責任を強化する…
…」155と指摘した。この大会は、実務における「一歩到廷」の審理方式の改革の機運をも
っとも高めた。 
 （３）「一歩到廷」の審理方式に関する解釈 
 「一歩到廷」の審理方式の改革は、ある程度の実績を上げているが、各地の改革の方法
がさまざまであり、その発展の程度も異なる。今までの改革の経験をまとめ、統一的な裁
判ルールを作ることが必要になってきた。改革の経験を生かして、民事と経済的事件を速
やかに審理するため、1998 年に「民事経済事件の裁判方式改革の問題に関する若干の規定」
                                            
151 王莉萍 邵江涛「民事审判方式改革浅谈」『法治与经济』（1995 年）5 期 26 頁。 
152 最高人民法院『走向法庭 ——民事经济审判方式改革示范』法律出版社（1997 年）80-81
頁。 
153 祝明山 1996 年 7 月 15 日全国法院裁判方式大会における発言「认真贯彻修改的刑事诉讼
法全面改革和完善审判方式」『最高人民法院公报』（1996 年）4 期 124 頁。 
154 田中信行「中国の司法改革に立ちはだかる厚い壁」『中国研究月報』（2007 年）61 巻 4
号 25 頁。 
155 祝明山 前掲 122 頁。 
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156を（以下は、「裁判方式改革に関する規定」と呼ぶ）施行した。 
 裁判方式改革に関する規定において、最高人民法院は、当事者の証拠を提出することを
サポートするため、法院が「挙証に関する注意事項記載書」を作成し、当書において挙証
する内容およびその範囲と要求を明確にしなければならない157と解釈した。また、できる
限り早い段階で当事者に証拠を提出させるため、法院が事件を受理した通知書や応訴通知
書を送達する際、自己の主張をめぐる証拠を提出するよう当事者に告知しなければならな
い158と解釈した。さらに、法廷審理は順調に行うため、裁判官は、その前に関する訴訟資
料を審査し、双方当事者の争点と適用する法律および関する専門知識を知って置かなけれ
ばならない159と規定したが、法廷審理の前、裁判官による事情聴取が行うことを防ぐため、
合議廷と単独裁判官が法廷審理に前もって一方当事者およびその訴訟代理人に接触しては
ならない160と規定した。 
 これらの規定は「一歩到廷」の審理方式の改革が実務において本格的に行われた象徴に
なった。 
  
 四、人民法院の第一五ヵ年改革における「挙証責任」改革 
  
 １、第一五ヵ年改革の背景 
 
 1979 年に 11 期 3 中全会が開かれて以来、文化大革命の残した「法律虚無主義」、「人治」
（人によって国を治める）といった旧体制からの脱却を目指して、80 年代初期ごろまで「法
治主義」の強化が唱えられた。その後、80 年代の半ばから市場経済体制への移行にともな
う「法治主義」の強化が求められた161。このような政治的背景と社会主義市場経済の発展、
法律のある程度の整備といったことを背景に 1997 年に党の 15 次大会が開かれ162、会議に
おいて「法律によって国を治める、社会主義法治国家を建設する」という方針が打ち出さ
れた。もともと孕んでいた裁判官や検察官の賄賂を受け取るなどの腐敗現象の克服と司法
のレベルアップが目指され、15 大において「司法改革を推進し、司法機関が法に基づいて
裁判権と検察権を独立的に行使することを制度上保障する」ことが提出された163。 
 他方、1996 年から、実務において全面的な裁判方式改革が行われ、その中で民事裁判方
                                            
156 1998 年 6 月 19 日最高人民法院審判委員会第 995 次会議採択 1998 年 7 月 6 日公布、1998
年 7 月 11 日施行。 
157 1998 年「裁判方式改革に関する規定」1条。 
158 同上 2条。 
159 同上 5条の 4。 
160 同上 6条。 
161 田中信行 前掲『中国の司法改革に立ちはだかる厚い壁』（2007 年）61 巻 4 号 24 頁。 
162 俞子清「依法治国是历史的必然」『上海人大月刊』（1999 年）4 期 33 頁以下。 
163 中央文献研究室编『十一届三中全会以来党的历次代表大会重要文件选编』中央文献出版
社（1997 年）438 頁。 
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式に対する改革がもっとも本格的に行われた。民事裁判方式改革の中心は公開審理を原則
とする「一歩到廷」の審理方式を導入することであった。このような改革は、全国的に行
われていて、ある程度実績を上げているように報じられていたが、少数の地方の裁判方式
がそれほど発展せず、ひいては逆戻りする傾向が現れた。 
 また、司法活動において、地方保護主義が蔓延し、社会主義法制の統一と権威を損なう
現象が現れた164。この「地方保護主義」というのは、紛争の当事者が異なる地域にまたが
る事件において人民法院が事件の受理、裁判、執行など様々な面で地方の当事者の利益に
偏った処理をし、あるいは、他の管轄地の人民法院の判決の執行などへの協力を渋るとい
う現象を指す165。要するに、地方行政は、地方政府にその人事や経費を大きく依存する下
級人民法院の司法運用に圧力をかけ、地元の当事者の経済的利益を保護しようとすること
である。 さらに、公判審理の強化を目指した改革の中で、新たな問題が浮上してきた。
すなわち、公判審理を担当する裁判官の職権の行使が人民法院内部の組織構造から著しく
制約されるという問題である166。公判審理のあり方から始まった司法改革は、人民法院組
織改革と司法行政権の帰属といった司法制度の根幹にかかる問題へと広がった。 
 以上の諸問題を直面する最高人民法院は、党の 15 次大会が「法によって国を治める」、「司
法改革を推進する」という方針に答えチャンスをつかまり司法改革を行うと知らせ、「人民
法院五ヵ年改革の鋼要」を公表した167。 
 
 ２、第一五ヵ年改革の目標の一つになった「挙証責任」 
 
 以上の背景のもとで公表された「綱要」は、①地方保護主義から生じる法適用の不統一、
②裁判事務に対する行政管理的方式、③裁判官の資質および職業論理、④基礎人民法院の
経費難のことなどを最大の課題とし、その短期目標としては、公開裁判を中心とした法廷
審理の方式の改革をもう一方進めること；裁判実務の原理に適合した管理体制を整備し、
合議廷および裁判官の職責を強化すること；裁判官と事務職員の資源を合理的に分配し、
裁判機能を充実させること；人事制度の改革を行い、裁判官の資質を確保すること；監督
体制を改善し、司法関係者の公正・廉潔を保障するなどがあった。 
 裁判機能を充実させる民事裁判方式改革の主な内容は、証拠制度特に当事者の「挙証責
任」を完備することである。証拠制度を規範化することについて「対質は、裁判官が正確
に証拠認定する前提であり、あらゆる証拠が法廷における対質を経なければ判決の基礎に
してはならない」；「証拠を公開的に認定する条件と方法を探索し、証拠認定制度を完全に
                                            
164  祝明山「关于「人民法院五年改革纲要」的说明」『最高人民法院公报』（1999 年）6 期
191 頁。 
165 王利明『司法改革研究』法律出版社（2001 年）170 頁以下。 
166 金 光旭「中国における司法改革の動向－人民法院の改革を中心に」『ジュリスト』1288
号（2005 年）4 の 15 の 128 頁。 
167 最高人民法院「人民法院五年改革纲要」『最高人民法院公报』（1999 年）6 期 185 頁。 
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する」；「2000 年前、証拠適用に対する規則を作り出す」と計画した168。「民事、経済裁判方
式改革は、挙証責任制度をもう一歩完備しなければならない。権利を主張する当事者が挙
証責任を負担するという原則を引き続き堅持するほか、挙証時限制度を設け、重大かつ複
雑、難解である事件は、法廷審理前に証拠を交換する制度を設け、人民法院の証拠収集制
度を完全にして、当事者の挙証、対質活動をもう一歩規範化する」ことを「鋼要」に入れ
た169。 
   
 五、民事証拠制度に対する解釈の背景  
        
 すでに述べたとおり、1999 年の「人民法院五ヵ年改革鋼要」において、「挙証責任」制度
を含む民事訴訟証拠制度を改善することが公表された。その後、以下のような背景をもと
にして、最高人民法院は、「民事訴訟証拠に関する若干の規定」170（以下は「民事証拠規定」
と省略する）を施行した。 
 
 １、裁判の公正と効率を引き上げる必要性 
 
 長期にわたって、民事訴訟法の規定が原則過ぎ、系統的かつ具体的な民事訴訟証拠に関
する解釈が存在せず、裁判官の自由裁量権が膨大化して、裁判の不公正の問題を引き起こ
した。また、当事者が証拠提出に当たって不意打ちをすることによって相手方当事者の利
益を損なう問題が起こった。すなわち、「一歩到廷」は盛んに行われていたものの、1990 年
代末になると、このような審理方式に対する批判の声が高まり、いわゆる法廷審理前の準
備手続をしっかりと行わなければならない、法廷審理前に当事者の双方にそれぞれの証拠
を交換させなければならない等の指摘がなされた171。これらの問題は、裁判の公正と効率
の実現に悪影響が及んだため、民事証拠制度に対して詳しく解釈するに至ったという。172
 裁判官の自由裁量権の膨大化の現象として、具体的な証拠規定がないため、裁判官の証
拠の審査判断がさまざまであり、ほぼ同じ事件に対する結論が異なる場合もある。証拠を
すること提出に当たって、当事者が不意打ちをすることは、相手方当事者の利益を損なう
                                            
168 同上の 10 条。 
169 同上の 16 条。 
170 2001 年 12 月 6 日最高人民法院審判委員会第 1201 次会議に採択され、2001 年 12 月 21
日公布、2002 年 4 月 1 日から最高人民法院の「民事訴訟証拠に関する若干の規定」が施行
された。 
171 徳田和幸＝田原睦夫＝田邊 誠＝中西 正＝山本克巳＝笠井正俊 編「現代民事司法の
諸相」『中国民事訴訟の審理構造についての一考察』（2005 年）271 頁。 
172 最高人民法院副院長曹建明が「最高人民法院の民事訴訟証拠に関する若干の規定」を公
布する報道会における発言（2001 年 12 月 30 日）最高人民法院民事一庭『民事诉讼证据司
法解释及相关法律规定』人民法院出版社（2002 年）23 頁。 
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ばかりではなく、訴訟遅延にもつながったという173。 
 
 ２、民事裁判方式改革を推進する必要性 
 
 民事訴訟証拠の問題は、民事訴訟の核心的な問題をなし、80 年代から今日まで行われて
きた民事裁判方式改革を推し進めるポイントをなしてきた。現在、裁判実務において、当
事者およびその訴訟代理人がどのように挙証するか、どのような証拠を提出することか、
証拠なしの法律効果などについての理解が不十分であり、裁判官にとって言えば、当事者
の挙証活動をどのように指導するか、「挙証責任」分配をどのように確定するか、当事者の
対質をどのように指導するか、どのように証拠認定をするなどが問題になった。つまり、
民事訴訟証拠に対して詳細な解釈なすことが目の前に迫った当面の課題となった174。 
  
 ３、WTO 加盟の必要性 
 
 今日までの改革において、地方の法院が裁判実務の証拠に対する問題の解決のため、改
革の経験をまとめて各自の証拠規則を作ってきたが、これらの規則は一致せず、さまざま
なものであった。これでは、法院の法適用の不統一を招き、WTOが求める法制の統一性に対
応できない。WTO加盟後、統一的な法律制度を欠くと、一般的な事件が国家間の紛争を招く
恐れがあり、国家経済の利益と安全に影響する。証拠制度は、法律の重要な部分であり、
それを統一させなければならない状態になった。175
 
 六、「民事証拠規定」176における「挙証責任」制度  
   
 「民事証拠規定」は、「挙証責任」制度をめぐる「挙証責任」分配、人民法院の収集する
証拠の範囲、挙証時限、証明度、証拠の審査判断などに対する規定を設けた。 
  
 １、「挙証責任」分配に関する解釈 
  
 （１）1991 年制定の民事訴訟法 64 条の「当事者は自ら提出する主張について証拠を提出
                                            
173 最高人民法院民事法廷の責任者が民事訴訟証拠の解釈についての記者会見における発
言同上 26 頁。 
174 最高人民法院民事法廷の責任者が民事訴訟証拠の解釈についての記者会見における発
言同上 26－27 頁。 
175 最高人民法院民事法廷の責任者が民事訴訟証拠の解釈についての記者会見における発
言同上 27 頁。 
176 中国総合研究所・編集委員会編集「現行中華人民共和国六法」ぎょうせい（158・9）1301
頁以降。 
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して証明する責任を有する」という規定は、「主張した者が挙証する」という基本原則の体
現したものであり、「挙証責任」分配に対する規定でもある。しかし、この規定は原則的で、
実用的ではないため、実務においては「挙証責任」分配の問題を解決できない。また、当
事者の「挙証責任」の内容と結果に対する理解が不明確であり、挙証する積極性と挙証す
る意識を欠いている。さらに、裁判官も多くの事件の「挙証責任」分配に対して判断を下
すことが困難な状況にある。これらの問題は民事裁判の公正性に悪影響を及ぼしている。
「挙証責任」分配に対して具体的に解釈することが迫った課題となっている177。 
 「民事証拠規定」は、「当事者は、自己が提出する訴訟請求の根拠となる事実又は相手方
の訴訟請求に反駁する根拠となる事実について、証拠を提供して証明する責任を有する」178。
「当事者の事実主張を証明する証拠がなく、又は証拠が不足する場合には、挙証責任を負
う当事者が不利な結果を負う」と規定した179。 
 この条文は、「挙証責任」における二つの概念を明確化した。すなわち、その 1項は「証
拠を提出する責任」に対する規定であり、2項は客観的挙証責任に対する規定である180。そ
れに、「当事者は、自ら提出した訴訟請求が依拠する事実または相手方当事者の訴訟請求が
依拠する事実を反駁する事実に対して証拠を提出する責任を有する」という条文を挙証責
任分配の一般原則とした181。 
 （２）「主張する者が挙証する」というのが挙証責任分配の原則であるが、ある損害賠償
事件では挙証責任分配倒置を行うこともある。1992 年の民事訴訟法に対する最高人民法院
の解釈を基礎にして、「挙証責任」倒置について以下のような解釈が示された。 
 ①「新製品の製造方法の発明特許により引き起こされる特許に係る権利損害賠償訴訟に
ついては、同様の製品を製造する単位又は個人がその製品の製造方法が特許方法と異なる
ことについて挙証責任を負う」。 
 ②「高度危険作業により人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、加害者が、被
害者が故意に損害をもたらした事実について挙証責任を負担する」。 
 ③「環境汚染により引き起こされる損害賠償訴訟については、加害者が法律所定の免責
事由およびその行為と損害の結果との間に因果関係が存在しないことについて挙証責任を
負う」。 
 ④「建築物又はその他施設及び建築物上に置かれた物又は吊られた物に倒壊、脱落又は
墜落が生じて人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、所有者又は管理者が自己に
                                            
177  最高人民法院副院長曹建明が「最高人民法院の民事訴訟証拠に関する若干の規定」を
公布する報道会における発言同上 19 頁。 
178 「民事証拠規定」第 2条 1 項。 
179 同上第 2条 2 項。 
180 李国光（当時最高人民法院副院長）主编「最高人民法院「关于民事诉讼证据的若干规定」
的理解与适用」中国法制出版社（2002年）33 頁以下。 
181 最高人民法院民事第一裁判廷が「民事訴訟証拠に関する若干の規定」を起草した説明 
最高人民法院民事一庭 前掲注 37 頁。 
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故意および過失がないことについて挙証責任を負う」。 
 ⑤「動物の飼育により人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、動物飼育者又は
管理者が被害者に故意若しくは過失があり、又は第三者に故意若しくは過失があることに
ついて挙証責任を負う」。 
 ⑥「欠陥製品により人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、製品の製造者が法
規所定の免責事由について挙証責任を負う」。 
 ⑦「共同危険行為により人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、危険行為を実
施した者がその行為と損害の結果との間に因果関係が存在しないことについて挙証責任を
負う」。 
 ⑧「医療行為により引き起こされた権利侵害訴訟については、医療機構が医療行為と損
害の結果との間に因果関係存在せず、及び医療過誤が存在しないことについて挙証責任を
負う」。 
 関する法律に権利侵害訴訟の挙証責任について特段の定めの場合には、当該定めに従う。 
 以上の８種類の損害賠償訴訟は、民事訴訟証拠における挙証責任倒置の規定を適用する
182。 
 （３）解釈は契約紛争訴訟および労働紛争訴訟における挙証責任分配についても規定し
た。「民事証拠規定」は、特に契約紛争訴訟および労働紛争訴訟の挙証責任を具体的かつ詳
しく規定した。 
 ①「契約紛争事件において、契約関係の成立し、かつ、効力が生じた旨発生したを主張
する一方の当事者は、契約の締結及びと発行の事実について挙証責任を負う。契約関係の
変更、解除、終了又は取り消しを主張する一方の当事者は、契約関係の変動を引き起こし
た事実について挙証責任を負う」；「契約が履行されたか否かについて紛争が生じた場合に
は、履行義務を負う当事者が挙証責任を負う」；「代理権について紛争が生じた場合には、
代理権がある旨を主張する一方の当事者が挙証責任を負う」。 
 ②「労働紛争事件において、雇用単位が除籍、除名、解雇、労働契約の解除、労働報酬
を減少及び労働者の勤務年数の計算等の決定をしたことにより労働紛争が生じた場合には、
雇用単位が挙証責任を負う」。 
 これらの規定は、法律要件分類説に基づいて、挙証責任を分配したことになるとされる183。 
  
 ２、法院の証拠収集範囲をもう一歩明確化 
  
 80 年代から始まった挙証責任制度改革の直接の狙いは、法院の職権による証拠収集を過
度に求める従来のやり方では、急増する事件数には対応できないため、そこから生じる法
                                            
182 最高人民法院民事第一裁判廷が「民事訴訟証拠に関する若干の規定」を起草した説明 
同上 37 頁。 
183 李国光 前掲注 76－77 頁。 
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院の過剰負担を軽減する目的であったことについてすでに検討した184。その後、1991 年の
民事訴訟法は法院の証拠収集を制限した。すなわち法院が「当事者と訴訟代理人が客観的
原因によって自ら証拠を収集することができない場合」と「人民法院が事件を審理するに
当たって、必要と認める証拠」185に限り職権によって証拠を収集する。これは、当事者が
全面的に挙証責任を負って、人民法院の証拠収集がある程度の制限を受けることを明確に
したことである186。 
 最高人民法院は、法院が収集する証拠をさらに明確化するため、64 条 2 項の「人民法院
が事件を審理するに当たって、必要と認める証拠」について、「人民法院が鑑定と実地調査
を必要とする場合；当事者の提出した証拠が相互矛盾し、認定し難い場合；人民法院が自
ら収集しなければならないと認めるその他の証拠」187と解釈した。 
 伝統的な法律文化の影響を受けて、実務において裁判官が職権によって証拠を収集する
現象が起こりやすい。また、関連する法律規定を欠くため、法院が収集すべき証拠を収集
しない現象も起こった。このため、訴訟における当事者の積極性が発揮できず、当事者の
訴訟権利と実体法における権利を保護するに不利であり、訴訟における裁判官の中立的な
地位と公正的なイメージを保持するによくない。当事者の挙証責任を強化し、法院の証拠
収集権能を弱めて、現段階の民事裁判方式改革の要求に応じるため、64 条 2 項の「人民法
院が事件を審理するに当たって、必要と認める証拠」を一歩明確化し、具体化しなければ
ならないと最高人民法院によって提唱された。188
 最高人民法院の民事訴訟法 64 条 2 項に対する解釈（1992 年最高人民法院の解釈の 73 条
の 4）を基礎に、「人民法院が事件を審理するのに必要であると認める証拠」について「国
の利益、社会公共利益又は他人の適法な権益を損なうおそれのある事実にかかわるもの；
職権による当事者の追加、訴訟の中止、訴訟の終結及び回避等の実体紛争と関係のない手
続事項にかかわるもの」を指すと解釈した189。 
 ３、随時提出から適時提出へ 
  
 （１）挙証期限を設ける理由 
 実務においては、当事者は公判審理前に証拠を提出せず、公判審理においていきなり不
意打ち的に提出し、または一審においては提出せずに二審もしくは再審において提出する
現象が現れ、訴訟を遅延させた。この現象は、訴訟を遅延させるばかりではなく、誠実信
                                            
184 金光旭 前掲注 128 頁。 
185 中国民事訴訟法 64 条 2 項。 
186 梁书文主编『民事诉讼法适用意见新释』（最高人民法院司法解释理解与适用）中国法制
出版社（2001 年）129 頁。 
187 1992 年「最高人民法院有关『民事诉讼法』适用意见」73条。 
188  最高人民法院民事法廷の責任者が民事訴訟証拠の解釈についての記者会見における発
言 最高人民法院民事一廷 前掲注 29 頁。 
189 「民事証拠規定」15 条。 
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用の原則に違反し、訴訟活動の通常な逐行を妨げ、訴訟のコストを拡大し、有限的な司法
資源を浪費して、法院の裁判効率を引き上げることを妨げた。この現象は、当事者間の公
平さを損ない、当事者が証拠を随時に提出することについては、社会の各方面および部分
的当事者からの強い批判に晒された。これは、「当事者が法廷において新たな証拠を提出す
ることができる」190という規定における「新たな証拠」の範囲の不明確さに由来するもの
である。 
 民事訴訟法には挙証期限に対する規定が存在しないが、民事訴訟法は「期日には法定期
日と人民法院の指定する期日が含まれる」という規定がある。この規定によれば、人民法
院は挙証期限を指定することができる。最高人民法院の解釈（1992 年の、民事訴訟法を適
用する意見）の関する規定191を参照にして、公判審理前において争点と証拠を固定し、「証
拠随時提出主義」の弊害を克服するため、挙証時限および「新たな証拠」に対して解釈し
た192。 
 （２）挙証期限の一般原則 
 「民事証拠規定」は、挙証期限の一般原則について「人民法院は、事件受理通知書及び
応訴通知書を送達するのと同時に、当事者に対して挙証通知書を送達しなければならない。
挙証通知書には挙証責任の分配原則及び要求、人民法院に対し証拠の調査・取得を申し立
てることができる事由、人民法院が事件の状況に基づき指定する挙証期間並びに期間を従
過して証拠を提出した場合の法的結果を記載しなければならない」193、「挙証期限について
は、当事者が協議により合意し、かつ、人民法院の承認を経ることができる」194。「人民法
院が挙証期間を指定した場合には、指定される期間は、30 日を下回ってはならず、当事者
が事件受理通知書及び応訴通知書を受領した翌日から起算する。」195と規定した。 
 
 （３）挙証失効 
 「民事証拠規定」は、挙証失効について「当事者は、挙証期間内において人民法院に対
して証拠資料を提出しなければならない。当事者が挙証期間内に提出しない場合には、挙
証する権利を放棄したものとみなす」196、「当事者が期間を従過して提出する証拠資料につ
いて、人民法院は、審理する際に対質を組織しない。ただし、相手方当事者が対決同意し
た場合を除く」197。「当事者は、訴訟請求を追加し、若しくは変更し、又は反訴を提起する
                                            
190 民事訴訟法 125 条。 
191 「最高人民法院『民事诉讼法』适用に関する意见」76条。 
192 最高人民法院民事第一裁判廷が「民事訴訟証拠に関する若干の規定」を起草した説明
（2001 年 12 月 2 日）『民事诉讼证据司法解释及相关法律规定』人民法院出版社（2002 年）
43 頁。 
193「民事証拠規定」33 条 1 項。 
194 同上 33 条 2 項。 
195 同上 33 条 3 項。 
196 同上 34 条 1 項。 
197 同上 34 条 2 項。 
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場合には、挙証期間が満了前に提出しなければならない」198と規定した。 
 法院が改めて挙証期限を指定することについて、「訴訟の過程において当事者の主張する
法律関係の性質又は民事行為の効力が人民法院が事件の事実に基づきした認定と一致しな
い場合には、本規定 34 条の規定に制限されない。人民法院は、当事者に対して訴訟請求を
変更することができる旨を告知しなければならない」199、「当事者が訴訟請求を変更する場
合には、人民法院は、新たに挙証期間を指定しなければならない」200と規定した。 
 （４）挙証期間の延長 
 挙証期限の延長について、「当事者は、挙証期間内に証拠資料を提出するのに確実に困難
のある場合には、挙証期間内に人民法院に対し挙証期間の延期を申し立てなければならな
ず、人民法院の許可を経て、挙証期間を適当に延長することができる。当事者は、延長さ
れた挙証期間内に証拠資料を提出するのに困難の場合には、期間延長の申し立てを再度提
出することができる。許可するか否かを人民法院が決定する」201と規定した。 
 このほか、挙証責任に密接な関係を持つその他の規定、すなわち証明度（客観的真実発見
から高度な改善性へ）、事実認定の原則（自由心証制度の明確化）、自白などに対する規定
を設けた。職権主義の色彩の強かった中国民事訴訟にとって、「民事証拠規定」は当事者主
義の色彩を強いるものである。 
 
          第三節 「挙証責任」分配に関する規定  
 
 中国民事訴訟理論では、当初、客観的挙証責任の概念が否定され、「証拠を提出する責任」
が法院と当事者の両方に存在した。しかし、法院の証拠収集負担を軽減する改革によって
当事者の「証拠を提出する責任」を強めた。この「証拠を提出する責任」は日本民事訴訟
弁論主義のもとでの証拠提出責任の法的性質と異なるものであり、あくまでも職権探知主
義のもとでの事案解明義務の性質を持つものである。当事者の「証拠を提出する責任」を
促すため、客観的挙証責任を導入し、職権探知主義のもとでの法的性質を持たない「証拠
を提出する責任」に法的性質を持たせようというのが中国裁判実務の改革と学説である。
つまり、当事者に「証拠を提出する責任」を負わせ、証拠を提出しなかったことによる「挙
証不能」の結果として客観的挙証責任を負うと考える。これは、まず「証拠を提出する責
任」を認め、客観的挙証責任が「証拠を提出する責任」から派生し、客観的挙証責任の分
配が「証拠を提出する責任」の分配と全く同様であると考えるものである。本節はこのよ
うな考えの是非を中心に検討するものである。 
 
                                            
198 同上 34 条 3 項。 
199 同上 35 条 1 項。 
200 同上 35 条 2 項。 
201 同上 36 条。 
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 一、「挙証責任」分配の一般原則  
          
 中国民事訴訟における「挙証責任」分配の一般原則に対して様々な議論がある。 
 
 １、民事訴訟法 64 条 1 項を「挙証責任」分配一般原則とする見解 
 
 中国民事訴訟における「挙証責任」分配に対する論述は、1982 年民事訴訟法（試行）56
条 1 項の「当事者は自ら提出する主張について、証拠を提出する責任を負う」という規定
を根拠にして展開されてきた。この規定は、改正された 1991 年民事訴訟法 64 条 1 項にお
いてそのまま継承された。この規定は、「主張したものが挙証する」原則とされ、大多数の
民事訴訟法テキストはそれを「挙証責任」分配の一般原則とする202。だが、この規定の内
容から、一体誰が「挙証責任」を負うのかは不明確である。この規定を「原告、被告およ
び第三者は「挙証責任」を負う主体とされる。原告は自ら提出した訴訟請求およびそれに
関する事実について挙証責任を負う；被告は原告の訴訟請求を反駁203する又は反訴する場
合挙証して証明する；第三者も自ら提出した主張或いは請求について挙証責任を負わなけ
ればならない」という解釈がなされている204。つまり、原告、被告、第三者はそれぞれ「挙
証責任」を負うというものである。 
 これに対して、以下のような批判がある。民事訴訟法 64 条 1 項の規定では「挙証責任」
分配を解決することができない。例えば、損害賠償訴訟において、原告は被告の過失につ
いて主張し、被告は自己の無過失について主張した場合、64 条 1 項の規定によれば、原告
は被告の過失について「挙証責任」を負い、被告は自己の無過失について「挙証責任」を
負う。問題は、いったん争いのある過失の有無が真偽不明になった場合、原告と被告の両
方とも「挙証責任」を負うことになる。このとき、法院は「証責任分配」によって判決を
下すことができなくなる。205
 ある論者によれば、原告と被告双方とも自己に有利な証拠を提出している状態で、法院
が民事訴訟法 64 条 1 項に依拠した結果、原告の主張を認めながら、被告の主張についても
認めるという自己矛盾する判決を下したケースがあるという。206  
  
 ２、「民事証拠規定」2条 1項を「挙証責任」分配一般原則とする見解 
 
 64 条 1 項の規定は不明確で実用的ではないため、最高人民法院は 2002 年の「民事証拠規
                                            
202 常怡『民事诉讼法学』政法大学出版社（1994 年）166 頁。 
203 中国民事訴訟における「反駁」には否認と抗弁の両方の意味が含まれる。 
204 王怀安『中国民事诉讼法教程』人民法院出版社（1992 年）156 頁。 
205 李浩『民事举证责任研究』政法大学出版社（1993 年）134 頁。 
206 居桐 論文「民事诉讼举证责任的关键是什么 ― 一起民事案件引起的思考」『消费导刊』
（2005 年）15 期 139 頁。 
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定」2 条 1 項において、「当事者は、自己が提出する訴訟請求の依拠となる事実又は相手方
の訴訟請求に反駁する根拠となる事実について、証拠を提供して証明をする責任を有する」
と解釈を示した。これについては、単なる証拠を提出する責任についての解釈であるとい
う見解がある207。この解釈を「挙証責任」分配の一般原則とする見解もあり、その理由と
して以下のことをあげる208。 
 まず、「民事証拠規定」2 条 1 項は、同条 2 項の「当事者の事実主張を証明するに証拠が
なく、又は証拠が不足する場合には、「挙証責任」を負う当事者が不利な効果を負う」とい
う解釈につながっている。つまり、不利益結果を負うのが 2 条 1 項において「証拠を提出
する責任」を負う当事者である。 
 次に、「民事証拠規定」2 条 1 項における「証拠」は本証209を指し、本証を提出する責任
を負う当事者は同時に客観的挙証責任を負う。当事者の本証提出責任分配規則は客観的挙
証責任分配規則と同様である。これに対して、反証210提出責任分配規則は本証提出責任分
配規則と正反対なので本証提出責任分配規則を規定すると反証提出責任分配が自然に解決
される。 
 最後に、「民事証拠規定」2 条 1 項には証拠提出責任と客観的挙証責任の両方の意味が含
まれる。当事者の責任の重点は「証明」することであり、「証拠提出」することではない。
当事者は証明しなければならないから証拠を提出しなければならない。 
 しかし、「民事証拠規定」2 条 1 項は挙証責任分配の一般原則にはならないという批判も
強い。「民事証拠規定」2条 1項は、民事訴訟法 64 条 1 項に対する解釈として、その枠を超
えることができない。つまり、64 条 1 項の致命的欠点を補うことができない。64 条 1 項の
致命的欠点は、それにおける「主張」というのが権利主張なのか事実主張なのかの問題で
はなく、どのような「主張」についていずれの当事者が挙証責任を負うのかの問題である。
「民事証拠規定」2条 1項は、当事者の「主張」を事実主張として具体化した点で発展した
が、64 条 1 項の致命的欠点を補うことができなかった。この解釈は、第 1 条の「原告は人
民法院に対して起訴する又は被告は反訴する場合、起訴する条件に符合する証拠方法を提
出しなければならない」という解釈と論理的につながっており、明らかに、「民事証拠規定」
2条 1項における「訴訟請求が依拠する事実」には、相手方当事者の訴訟請求が依拠する事
実および相手方の証拠を反駁する事実、つまり防御方法の事実が含まれない。「民事証拠規
定」2条 1項における「訴訟請求が依拠する事実」は、依然としてはっきりしない概念であ
り、それ故「挙証責任」分配の一般的規則にならない。この解釈は、ただ当事者の証拠を
                                            
207 李国光 前掲注 33 頁。 
208 翁晓斌「论我国民事诉讼证明责任分配的一般原则」『现代法学』（2003 年）8 月 74—75
頁。 
209 本証というのは、挙証責任を負う当事者は自己の主張事実を証明するために提出した証
拠である。 
210 反証というのは、挙証責任を負わない当事者が、相手方当事者の主張事実が真実ではな
いことを証明するために提出した証拠である。 
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提出することを促すものに過ぎない。211
  
 ３、「民事証拠規定」1条を「挙証責任」一般原則とする見解 
  
 「民事証拠規定」1条の「原告は人民法院に対して訴えを提起し、又は被告は反訴を提出
する場合には、訴え提起の条件に適合する旨の相応する証拠資料を添付しなければならな
い」という規定を「挙証責任」分配規則の一つと説く論者がいる212。この規定は、絶対に
挙証責任およびその分配に関するものではないというのである。この解釈を「挙証責任」
の規定とするのはその内容の誤読によると、以上の見解を強く批判する者もいる213。 
 
 ４、私見 
 
 （１）「挙証責任」分配の「一般規則」の意味 
 中国民事訴訟における「挙証責任」分配の一般原則に対して以上のような議論がある。
しかし、以上の論者たちは、それぞれ自己の予定した基準に立って「挙証責任」分配規則
を論じているため、筆者はどちらを賛成と批判を明確にし難い。以下、筆者自らの基準に
基づいて中国民事訴訟における「挙証責任」分配の一般原則について検討してみたい。 
 一般的原則とは、まず、特別な場合を除いて、普遍的に通用される規則のことであろう。
例えば、日本民事訴訟は法律要件分類説を根拠にする「挙証責任」分配規則は一般的に認
められている。一般規則は、その妥当性如何とは別に、通常普遍的に認められている規則
である。この意味では中国民事訴訟においても挙証責任分配の一般規則が存在するはずで
ある。 
 （1982 年）民事訴訟法（試行）56 条 1 項、（1991 年、2008 年）民事訴訟法 64 条 1 項の
規定から派生される「主張した者が挙証する」という原則は、中国民事訴訟における「挙
証責任」分配の一般原則であると考える。この原則は、民事訴訟法はできてから二回の法
改正を経て相変わらず継承され、実務において根強く定着して、法学界にも一応認められ
てきたからである。 
 （２）「主張した者が挙証する」原則の意味とその変遷 
 問題は「主張した者が挙証する」という原則の内容である。 
 ①本来の意味 
 「主張した者が挙証する」という原則は、1982 年の立法において導入された。当時、中
国民事訴訟には客観的挙証責任の概念がまだ現れていなかったため、それは「証拠を提出
する責任」、しかもそれは、当事者と法院間ではなく、当事者間の「証拠を提出する責任」
                                            
211 张卫平『民事证据制度研究』清华大学出版社（2004 年）262－263 頁。 
212 薛冰「论我国民事诉讼举证责任的分配制度」『南方论刊』（2008 年）7 月 32 頁。 
213 张卫平 前掲注 260 頁。 
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分配に関する原則であると解釈されなければならなかった。当事者に主張責任があるかど
うかは別に、当事者が主張する限り、自己の主張を証明する証拠を提出しなければならな
い。 
 「『民事訴訟法』の適用に係る若干の問題に関する最高人民法院の意見」74 条の「訴訟に
おいて当事者は、自己の提出する主張について証拠を提供する責任を負う。ただし、次の
各号に掲げる権利侵害訴訟において、原告の提供する権利侵害事実について被告が否認す
る場合は、被告が挙証する責任を負う」との表現から分析すると、「主張した者が挙証する」
という原則における「主張」のこと、「原告は自己の訴訟請求を支持するため主張する事実」
と解釈しなければならない。つまり、「主張した者が挙証する」という原則は、「原告が挙
証する」という意味となる。このよう意味はづけは（2002 年）「民事証拠規定」が公布され
るまで続くことになる。 
 ②「主張する者が挙証する」原則の変遷 
 法院の証拠収集負担軽減の改革にともない、当事者の「証拠を提出する責任」を促すた
め、民事訴訟法 64 条 1 項の規定を「当事者は、自ら提出した訴訟請求が依拠する事実また
は相手方当事者の訴訟請求が依拠する事実を反駁する事実に対して証拠を提出して証明す
る責任を有する」と解釈するようになった。この解釈は、もともと原告の「証拠を提出す
る責任」だけを考慮した「主張した者が挙証する」という原則であったが、これに被告の
「証拠を提出する責任」を加えたことになる。すなわち、解釈における「相手方当事者の
訴訟請求が依拠する事実を反駁する事実に対して証拠を提出して証明する責任を有する」
というのが被告の「証拠を提出する責任」をなす。 
 このように、原告と被告の双方の「証拠を提出する責任」の解釈をふまえ、「民事証拠規
定」2条 2項において「当事者の事実主張を証明する証拠がなく、又は証拠が不足する場合
には、挙証責任を負う当事者が不利益結果を負担する」との解釈を示すことによって、客
観的挙証責任の意味を導入した。つまり、当事者は「証拠を提出する責任」があるが、証
拠を提出しなかった場合、「挙証不能」の結果として客観的挙証責任を負う。つまり、客観
的挙証責任を「挙証不能」、証拠提出しなかった結果と考える。このため、客観的挙証責任
の分配は「証拠を提出する責任」の分配と同様であると言うのが正確であろう。 
 民事訴訟法 64 条 1 項から派生された「主張した者が挙証する」・「当事者は、自ら提出し
た訴訟請求が依拠する事実または相手方当事者の訴訟請求が依拠する事実を反駁する事実
に対して証拠を提出して証明する責任を有する」というのが中国民事訴訟における「挙証
責任」分配の一般原則である。  
 
 二、法律要件分類説による「挙証責任」分配         
 
 最高人民法院は、契約法のような実体法の要件が比較的明確な契約紛争訴訟や労働紛争
訴訟における「挙証責任」分配規則について具体的に解釈した。 
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 つまり、契約紛争訴訟の「挙証責任」分配について、「民事証拠規定」5 条において「契
約紛争訴訟において、契約関係が成立し、かつ、効力が生じた旨を主張する一方の当事者
は、契約の締結及び発行の事実について「挙証責任」を負う。契約関係の変更、解除、終
了または取り消しを主張する一方の当事者は、契約関係の変動を引き起こした事実につい
て挙証責任を負う」、「契約が履行されたか否かに対する紛争が生じた場合には、履行義務
を負う当事者が挙証責任を負う」。「代理権について紛争が生じた場合には、代理権がある
旨を主張する一方の当事者が挙証責任を負う」との解釈を示した。このように解釈するこ
とによって、契約紛争訴訟においてドイツのローゼンベルクの法律要件分類説を導入した
と言われている214。 
 
 １、法律要件分類説 
  
 法律要件分類説は、ドイツのローゼンベルクによって主張された「挙証責任」分配規則
である。法律要件分類説は日本においても通説的位置を占めている。 
 周知のとおり、法律要件分類説の要点は、証明の対象となる要件事実に該当する事実は、
権利の発生を根拠づける権利根拠事実、権利根拠事実による権利発生を妨げる権利障害事
実、すでに発生した権利を事後的に消滅させる権利滅却事実の三つに分けられる。権利の
主張者は権利根拠事実につき、権利を争う者は権利障害事実と権利滅却事実につき「挙証
責任」を負うところにある。 
 「民事証拠規定」5 条 1 項によると、「契約関係が成立し、かつ、効力が生じた旨を主張
する一方の当事者は、契約の締結及び発行の事実について挙証責任を負う」。つまり、権利
の発生を主張する者が権利根拠事実について「挙証責任」を負う。5条 1項の後半によると、
「契約関係の変更、解除、終止、撤回を主張する当事者が契約関係が変動した事実につい
て挙証責任を負う」というのが、権利の発生を争う者は権利滅却事実について「挙証責任」
を負う。以上の解釈は確かに法律日本で言われる要件分類説の主張する挙証責任分配に似
ている。 
 要件事実を三つ分る面で法律要件分類説に似ているものに規範説がある。日本において
規範説を法律要件分類説と同様に扱うのが一般的であるが、それを法律要件分類説と区別
すべきであると主張する学者もいる。すなわち、規範説が法律要件分類説と区別されると
ころは、法条の構造、法条適用の順序などの実体法の法文の表現方法に基づくことである215。
最高人民法院の解釈内容からみると、解釈における「挙証責任」分配は、法律要件分類説
より規範説に近いものであるとういう216。 
 最高人民法院は「民事証拠規定」5 条 3 項において、「代理権に対する紛争は、代理権を
                                            
214 梁书文編『「关于民事诉讼证据的若干规定」新释解』（2006 年）131 頁。 
215 松本博之『証明責任の分配』信山社（1991 年）40 頁以下。 
216 肖建华『民事证据法理念与实践』法律出版社（2005 年）24 頁。 
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有すると主張する一方当事者が挙証責任を負う」と解釈する。 
 代理権に対する紛争には主に、代理行為が有効かどうかをめぐって争われる。原告が代
理行為が有効であることを根拠に被告の契約履行を請求し、被告は代理行為無効であるこ
とを主張する場合、代理権のあることを主張する当事者が代理権存在の要件、すなわち授
権されたこと、それが書面による授権なのか、口頭による授権なのか、授権の範囲などに
ついて「挙証責任」を負う。「中国契約法」によれば、この解釈は法律要件分類説に従って
いる。 
 表見代理が争われる場合、すなわち、原告は表見代理（代理行為有効）を主張し、被告
は代理行為の無効を主張する場合がある。「中国契約法」49 条の「行為者に代理権なし、代
理権を超えた場合又は代理権消滅後、被代理人の名で契約を締結した場合、相手方がその
行為者に代理権を有することを信じる理由がある場合、当該代理行為が有効である」とい
う規定によれば、「相手方がその行為者に代理権を有することを信じる理由がある場合」は、
表見代理が成立する要件である。この場合、表見代理を主張する当事者が「相手方がその
行為者に代理権を有することを信じる理由がある」事実について「挙証責任」を負うとい
う217。この解釈も法律要件分類説に従うものである。 
  
 ２、法律要件分類説による「挙証責任」分配なのか、その転換なのか 
 
 「民事証拠規定」5 条 2 項によると、「契約が履行されたか否かに対する紛争が生じた場
合には、履行義務を負う当事者が挙証責任を負う」。この解釈は、「挙証責任」転換を行っ
ているという見解がある218。これに対して、この解釈は当事者の挙証難易を考慮した「挙
証責任」分配であり、「挙証責任」転換を行っている解釈でもない。当事者の挙証難易をは
かる「挙証責任」分配すべてが法律要件分類説による挙証責任分配の反対・挙証責任転換
ではないと強く批判する者がいる219。 
 筆者の当該解釈に対する理解は以下のようである。 
 解釈に基づくと、たとえ、原告は、○○という契約を根拠に○○と請求し、これに対し
て被告は当該契約をすでに履行したと主張する場合、被告は、履行義務を果たした事実に
ついて「挙証責任」を負う。ここで、被告は、原告と被告間に有効な契約が存在すること
を争わない、つまり、この解釈は、原告と被告が契約の有効について争いのないことを前
提とするものである。原告が権利根拠事実・契約が存在することを主張するのは法律要件
分類説に該当し、被告が「履行義務を果たした」という権利の事後的に消滅する事実につ
いて「挙証責任」を負うことも法律要件分類説に合致している。つまり、被告がその権利
                                            
217梁书文 前掲注 167 頁。 
218 毕玉谦主编『「最高人民法院关于民事诉讼证据的若干规定」解释与适用』中国民主与法
制出版社（2002 年）23 頁。 
219 张卫平 前掲注 266 頁。 
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抗弁事実について「挙証責任」を負うことは、法律要件分類説に従った結果である。 
 法律要件分類説を「挙証責任」分配の一般規則とする前提のもとで、「民事証拠規定」5
条 2項のことを法律要件分類説に反する「挙証責任」転換とは言えない。 
 
 ３、契約紛争事件における「挙証責任」分配の問題 
 
 法律要件分類説であれ、規範説であれ、実体法の要件事実を権利発生、権利消滅、権利
障害事実の三つに分ける。しかし、最高人民法院は、権利発生又はすでに発生した権利を
事後的に消滅させる権利滅却につい解釈したが、権利障害つまり、権利発生を妨げる事実
について触れていなかった。日本においては、権利発生事実と権利滅却事実を容易に区別
できるが、権利発生事実と権利障害事実の区別は不明確であるという議論があり、このよ
うな議論が法律要件分類説に対する疑問をなしている。 
 権利発生事実と権利滅却事実は一つの事実の主と裏であり、一つの事実について一方当
事者が権利発生事実について客観的挙証責任を負い、その相手方当事者が権利障害事実に
ついて客観的挙証責任を負うことになる。このような分配規則は、ただ一方当事者に負わ
せるべき客観的挙証責任分配の問題を解決できない。 
 中国契約紛争訴訟における「挙証責任」分配の解約は、実体法における要件事実を権利
発生事実と権利滅却事実のように二つ分ける考え方をしている。しかし、権利障害事実を
権利発生事実と権利滅却事実から区別しないからといって、実務において権利発生事実と
権利障害事実を区別にくい問題が起こらないわけではない。 
 
 ４、労働紛争訴訟における挙証責任分配の特徴 
  
「労働紛争事件において、雇用機関の解雇、除名、辞退、労働契約の解除、労働報酬の減
少、労働者の働く年限を計算などをめぐって紛争が発生した場合、雇用機関が挙証責任を
負う」。 
 労働紛争訴訟において特別な解釈をする理由は以下のとおりである。 
 労働法律関係は民事法律関係と行政法律関係に分かれる。労働契約の締結、労働契約の
履行において雇用機関と労働者が平等的な地位に立つ面で、民事法律関係と似ている。他
方、労働期間において雇用機関は管理者であり、労働者は被管理者である面で、行政法律
関係に似ている。労働法律関係がこのような特徴を有するため、労働紛争訴訟における「挙
証責任」分配もその特徴を有する。 
 労働契約の成立又はその履行についての紛争は、契約紛争訴訟における「挙証責任」分
配規則を適用するが、管理者と被管理者間の紛争、たとえば企業が労働者を除名すること
などに関する紛争訴訟における「挙証責任」分配は契約紛争訴訟における「挙証責任」分
配と異なる。つまり、雇用機関の解雇、除名、辞退、労働契約の解除、労働報酬の減少、
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労働者の労働年限の計算などによって紛争が発生した場合、雇用機関が「挙証責任」を負
う。雇用機関は、その除名などの処分をした理由について説明し、証明しなければならな
い。220
 
 三、いわゆる「挙証責任」の転換 
    
 １、「挙証責任」転換の意味 
 
 中国では、「挙証責任」転換について様々な解釈がなされている。裁判官は「挙証責任」
転換を以下のように説明している。「挙証責任」転換とは、法律要件分類説の例外である221；
「挙証責任」転換とは、一方当事者が提出する権利主張について、その主張を否定する相
手方当事者は「挙証責任」を負う分配方式である222；「挙証責任」転換とは、原告はその提
出した主張について証拠提出して説明せず、被告が「挙証責任」を負うことである223；「挙
証責任」転換とは、主張する者の相手方当事者が「挙証責任」を負うことである224。 
 日本民事訴訟理論においても「挙証責任」転換の概念があるが、それは、「一般の場合の
証明責任の分配とは異なり、特定の場合に、相手方に反対事実の証明責任を負わせる法技
術である」225。中国にもこの解釈に似たような解釈があり、「挙証責任転換の前提には挙証
責任分配の一般の場合があり、この一般原則による分配を改めて、例外状況のように分配
することは挙証責任転換である」という226。この解釈のほうが妥当であろう。 
 ２、中国民事訴訟における「挙証責任」転換の状態 
 
 （１）「『民事訴訟法』の適用に係る若干の問題に関する最高人民法院の意見」74 条 
 「挙証責任」転換の状態に対する議論は最高人民法院の 1992 年の解釈から始まった。 
 民事訴訟における「挙証責任」分配の一般原則は、「主張した者が挙証する」。しかし、
主張を提出した一方当事者が客観的原因により、又は証拠を提出して自らの主張を証明す
ることができない場合がある。このとき、主張を提出した当事者が挙証責任を負わず、そ
                                            
220 梁书文 前掲注 168－169 頁。 
221 刘振辉「论举证责任倒置适用的范围」丁巧仁编『民事诉讼证据制度若干问题研究』人民
法院出版社（2004 年）15 頁。  
222 郜军「对举证责任倒置的基点法律思考」同上『民事诉讼证据制度若干问题研究』人民法
院出版社（2004 年）71 頁。  
223 陈继元「民事诉讼中举证责任倒置问题研究」同上『民事诉讼证据制度若干问题研究』人
民法院出版社（2004 年）80 頁。 
224 张卫东「民事诉讼中举证责任倒置问题研究」同上『民事诉讼证据制度若干问题研究』人
民法院出版社（2004 年）86 頁。 
225 高橋宏志『重点講義民事訴訟法』（新版）有斐閣（2000 年）478 頁。 
226 程春华「举证责任分配、举证责任倒置与举证责任转移——以民事诉讼为考察范围」『現
代法学』（2008 年）第 30 巻 2 期 103 頁。 
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の相手方が「挙証責任」を負う。これが、「挙証責任」転換のことである。「挙証責任」転
換について民事訴訟法は規定を設けなかったため、最高人民法院は「『民事訴訟法』の適用
に係る若干の問題に関する意見」の 74 条において「挙証責任」転換について解釈を下した
227 。つまり、74 条を「挙証責任」転換の解釈としたのである。 
 74 条の内容は以下のとおりである。 
 「訴訟において、当事者は、自己の提出する主張について証拠を提出する責任を負う。
但し、次の各号に掲げる権利侵害訴訟において、原告の提出する権利侵害事実に対して被
告が否認する場合は、被告が挙証する責任を負う。」 
 ①製品の製造方法の発明特許により引き起こされる権利侵害訴訟 
 ②高度危険作業により人に損害をもたらす権利侵害訴訟 
 ③環境汚染により引き起こされる損害賠償訴訟 
 ④建築物その他の施設および建築物上に置かれた物又は掛かれた物に倒壊、脱落又は墜  
落が発生し、人に損害をもたらす権利侵害訴訟 
 ⑤飼育動物が人に損害をもたらす権利侵害訴訟 
 ⑥関する法律の規定により被告が挙証責任を引き受けるべき訴訟 
 74 条は、「原告は挙証責任を負う」という意味に対する転換であると言われる228とおり、
本解釈は、「主張するものが挙証する」原則における「主張」を「原告の訴訟請求を支持す
る事実の主張」と理解する時代におけるものである。 
 （２）「民事証拠規定」4条  
 最高人民法院が「民事証拠規定」を公布した以来、その 4 条を「挙証責任」転換の解釈
とする229し、この解釈を「挙証責任」転換の規定とする学者もいる230。 
 4 条において「次の各号に掲げる権利侵害訴訟については、当該各号の規定に従い挙証責
任を負う」。 
 ①「新製品の製造方法の発明特許により引き起こされる特許に係る権利侵害訴訟につい
ては、同様の製品を製造する単位又は個人がその製品の製造方法が特許方法と異なること
について挙証責任を負う」。 
 ②「高度危険作業により人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、加害者が、被
害者が故意に損害をもたらした事実について挙証責任を負う」。 
 ③「環境汚染により引き起こされる損害賠償訴訟については、加害者が法律所定の免責
事由及びその行為と損害の結果との間に因果関係が存在しないことについて挙証責任を負
                                            
227 梁书文『最高人民法院司法解释理解与适用——民事诉讼法适用意见新释』中国法制出版
社（1992 年）132 頁。 
228 张卫平 前掲『民事证据制度研究』清华大学出版社（2004 年）254 頁。 
229 最高人民法院民一庭『民事诉讼证据司法解释的理解与适用』最高人民法院出版社（2002
年）2 頁。 
230 毕玉谦『「最高人民法院关于民事诉讼证据的若干规定」解释与适用』民族与法制出版社
（2002 年）2 頁。 
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う」。 
 ④「建築物その他施設及び建築物上に置かれた物又は吊された物に倒壊、脱落又は墜落
が生じて人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、所有者又は管理者が自己に故意
及び過失がないことについて挙証責任を負う」。 
 ⑤「飼育の動物により人に損害をもたらした権利侵害損害訴訟については、動物飼育者
又は管理者が被害者に故意もしくは過失があり、又は第三者に故意もしくは過失があるこ
とについて挙証責任を負う」。 
 ⑥「欠陥製品により人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、製品の製造者が法
律所定の免責事由について挙証責任を負う」。 
 ⑦「共同危険行為により人に損害をもたらした権利侵害訴訟については、危険行為を実
施した者がその行為と損害の結果との間に因果関係が存在しないことについて挙証責任を
負う」。 
 ⑧「医療行為により引き起こされた権利侵害訴訟については、医療機構が医療行為と損
害結果との間に因果関係が存在せず、及び医療過誤が存在しないことについて挙証責任を
負う」。 
 「関する法律に権利侵害訴訟の挙証責任について特段の定めがある場合には、当該定め
に従う」。 
 74 条と 4 条における訴訟類型を一つずつ分析することによって、そのなか挙証責任転換
に当たらないものもあると強く批判する学者が多い231。これらの列挙された訴訟における
挙証責任に関する解釈が挙証責任転換の解釈であるかどうかのことを分析するより、それ
らの訴訟における挙証責任分配の解釈が妥当かどうかに対する分析のほうが有益であろう。 
 （３）私見 
 「挙証責任」分配の一般原則は、「当事者は、自ら提出した訴訟請求が依拠する事実また
は相手方当事者の訴訟請求が依拠する事実を反駁する事実に対して証拠を提出して証明す
る責任を有する」という解釈であるとこについてすでに検討した。以上の解釈を挙証責任
の一般原則とすれば、「当事者は、自ら提出した訴訟請求が依拠する事実または、相手方当
事者の訴訟請求が依拠する事実を反駁する事実に対して挙証責任を負わず、その相手方当
事者が反対事実について挙証責任を負う」ことになる。これは、中国民事訴訟における挙
証責任転換である232と言われる。 
  
 四、裁判官の裁量による「挙証責任」分配          
 
                                            
231张卫平 前掲『民事证据制度研究』 251 頁以下。 
  梁书文 前掲『「关于民事诉讼证据的若干规定」新释解』89 頁以下。 
  李国光 前掲『最高人民法院关于「民事诉讼证据的若干规定」的理解与适用』54 頁以下。 
232 翁晓斌「论我国民事诉讼证明责任分配的一般原则」『现代法学』（2003 年 8 月）79 頁。 
 58
 最高人民法院は、「挙証責任」分配の一般原則および「挙証責任」転換と法律要件分類説
の部分的導入について解釈を示した。また、実務における証明責任問題の複雑さを予想し
て、法律と司法解釈が「挙証責任」を負担する当事者を確定できない場合、裁判官がどの
ような原則と要素を考量にして「挙証責任」を分配するのかという問題についても考察を
加えた。その結果、「民事証拠規定」7 条は「法規に具体的規定がなく、本規定及びその他
の司法解釈により「挙証責任」の負担を確定するすべのない場合には、人民法院は、公平
の原則及び誠実信用の原則に基づき、当事者の挙証能力等の要素を総合して挙証責任の負
担を確定することができる。」との解釈を下した233。この規定は、司法裁量または自由裁量
による挙証責任分配規則とされる。このような「挙証責任」分配は、日本において言われ
る「利益衡量」説による挙証責任分配に似ている。 
 実体法および民事訴訟法において「挙証責任」分配に関する規定が存在しないか、また
は不明確である場合、司法解釈によって「挙証責任」に関する規定があるかどうかを考慮
する。司法解釈に「挙証責任」分配の規定がない場合、自由裁量による「挙証責任」分配
を考える。実体法において「挙証責任」に関する規定がある場合、自由裁量によってそれ
に反する「挙証責任」分配をしてはならないという234。 
 裁判官が自由裁量によって「挙証責任」分配をすることが許されるが、何の制約も受け
ないわけではない。裁判官が自由裁量によって「挙証責任」分配するに当たって、誠実信
用の原則と公平の原則、それに経験法則による制限を受ける。 
 誠実信用の原則というのは、民法の原則である。その内容としては、市場経済活動にお
いて形成された道徳規範であり、人々がお互いに信用し、約束を守り、詐欺をしないこと、
他人の利益を損害しない条件のもとで自分の利益を守ることである。この原則は民事訴訟
手続においても適用されるという。例えば、悪意をもって証拠を壊滅したり、証人を証明
させるようまたは証明させないように脅迫したり、意図的に訴訟を遅延させたりすること
は、誠実信用の原則違反に当たる。誠実信用の原則のもとで、裁判官は挙証責任分配の原
因および根拠について当事者に十分と説明する必要があり、場合によって当事者が挙証す
るに当たってそれを指導する。裁判官は勝手に「挙証責任」分配をなすと、自由裁量権の
乱用とされる。235
 公平の原則には、事件の具体的事実および当事者の経済的能力によって「挙証責任」を
分配する内容が含まれる。例えば、損害事実がすでに発生したが、双方当事者とも過失責
任がないか、あるいは過失責任を負う当事者を特定できない場合、公平の原則によって「挙
証責任」分配をするという。236  
                                            
233 肖建华『民事证据法理念与实践』法律出版社（2005 年）166 頁。 
234 彭惠英「法官分配证明责任的实证性思考」『法制与社会』（2008 年 5 期上）128 頁。 
235 常淑静 韩玲「举证责任分配自由裁量规则在民事诉讼中的适用」『山东审判』（2009 年）
总 1期 78 頁。 
236 陈晓瑛 许颖越「司法裁量在民事诉讼证明责任分配中的适用」『法制与社会』（2009 年）
10 期（中）148 頁。 
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 裁判官が自由裁量によって「挙証責任」を分配するに当たって考慮しなければならない
のが当事者の挙証能力である。当事者の挙証能力というのは主に証拠との距離と証拠収集
の難易および経済的能力のことである。例えば、環境汚染による訴訟における建築素材の
環境に与える影響などの証拠について被害者は容易に証拠収集できないが相手は簡単にこ
れらの証拠収集をできる場合である。237
 裁判官の自由裁量による「挙証責任」分配について以上のような説明に類似する解釈が
数多くなされているが、いずれも誠実信用の原則と公平の原則および当事者の挙証能力に
ついて十分には議論してない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                            
237 同上 128 頁。 
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       第三章 実務における「挙証責任」の問題 
 
 
 前章で検討したように、中国民事訴訟において、「挙証責任」分配の一般原則と「挙証責
任」の転換、法律要件分類説による「挙証責任」分配および裁判官の自由裁量による「挙
証責任」分配規則が設けられた。しかし、「挙証責任」分配に関しては、学説上、裁判上見
解が分かれ、この問題は実務上も大きな影響を与えている。 
 裁判例を素材に挙証責任分配を検討したいが、中国における「挙証責任」制度は政治的
に批判された紆余曲折の歴史を持ち、正式に認められたのは最近のことであるため、それ
に関する事例はきわめて少ない。それに、中国民事訴訟でも職権主義の色彩を弱めて、当
事者主義の色彩を強めていく傾向があるが、それは職権探知の原則を変えるものではなか
った。したがって、実務においても「挙証責任」の概念などに関する用語が特徴的な意味
で使われる。「挙証責任」とは、職権探知原則のもとで行われる当事者の証拠を提出する責
任を指し、「挙証責任」制度はあくまでも職権探知原則のもとで論じられる。これは、弁論
主義に限り当事者の証拠提出責任の概念が存在するという日本民事訴訟の理論と大きく異
なる。民事訴訟法 64 条の「主張したものが挙証する」という「挙証責任」分配の一般原則
は、日本で知られる法律要件分類説による挙証責任分配と全く同じというわけではない。
「挙証責任」分配とは、あくまでも当事者の「証拠を提出する責任」の分配に限って存在
するものであり、日本において言われる客観的証明責任の意味を持たない。したがって、「挙
証責任」の転換も日本で言われる法律要件分類説に対する修正の意味と異なる。このほか
も様々な中国的な特徴があるが、ここで一々繰り返さないようにする。裁判例における「挙
証責任」分配を検討するに当たって、中国的な特徴に触れる場合、前内容を振り替えるこ
とによって、「挙証責任」制度の全体を説明することに役に立てれば幸いである。 
 中国民事訴訟における「挙証責任」に関する特徴的な面を前提としたことを約束した上
で、実務における「挙証責任」分配の状態を検討する。 
 実務においては、当事者に証拠を提出させるという考えは、そもそも法院の職権証拠調
べの仕事を軽減する目的からくるものであって、それが事件を早めに落とす手法として認
識されてきた。このため、法院は当事者に証拠を提出させることによって事件を処理する
に当たって、当事者の正当な権利を保護することを念頭においているかどうかが注目され
る。特に、「主張した者が挙証する」という「挙証責任」分配の一般原則がどこで通用され
るのかは侵権行為によって引き起こされる損害賠償訴訟の領域において問題となる。「挙証
責任」制度が新設されてから、充実化されていく段階において、証拠収集の困難さを避け
て当事者の証拠提出を促すため、「挙証責任」の転換理論が導入された。果たして、「挙証
責任」の転換は実務においてどのように運用され、被害者救済に役に立っているかどうか
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が検討に値する。証拠制度の改革、特に「挙証責任」制度の改革が行われてきた現在、「挙
証責任」分配のテクニックによって事件を落とすという大環境の中、救済されるべき被害
者の利益が無視されないように少しでも役に立つ示唆をしたい。 
 中国では、日本のような判例集といった全国裁判所のあらゆる判決の本文を調べられる
資料が未だにない。月刊の「最高人民法院公報」には 2、3件の事例が掲載さられているが
それが民事判決に限らないし、最高裁まで行ってない事件を掲載するものではない。この
ほか、各人民法院から寄せられた部分的な事件を編集した形で掲載する「人民法院事例選」
というものがある。環境汚染による紛争は行政事件として受理される場合もあるが、筆者
は、1992 年から発行し始めた「人民法院事例選」の 2003 年以降の「民事編」に限って調べ
た結果、典型的な「挙証責任」の事例を 20 件程手に入れた。その中から不法行為の領域に
おけるいくつかの事例を中心に「挙証責任」の分配に対する検討を加える。 
 
     第一節 環境汚染による損害賠償訴訟における「挙証責任」 
 
 全国法院の環境汚染による損害賠償訴訟の受理件数は 2007 年において 1200 件であった
が 2008 年に 1400 件まで増えた。受理件数は他の類型の事件に比べて決して多くないが、
経済発展を何よりも優先させる現段階にある中国においては、産業の発展と都市化の急激
な進展は、環境問題を深刻化させる可能性が高い。環境汚染による被害者の被った損害を
救済する制度の中、民事裁判は大きな役割を果たすことになっている。果たして、民事裁
判が環境汚染による被害者の損害を救済することができているかどうかは問題になる。「挙
証責任」分配が環境汚染損害賠償訴訟において勝負の決め手になった場合が多い。しかし、
環境汚染訴訟における「挙証責任」分配に対してはさまざまな議論がある。被害者の損害
事実を否認する加害者に「挙証責任」があるという見解238から来る被害者が損害事実を証
明すれば損害事実と加害行為との間に因果関係が存在しないことに対する「挙証責任」が
加害者にあると加害者の「挙証責任」を一方明確にする解釈がある239。これに対して、環
境汚染による損害賠償訴訟では、被害者が損害事実と加害行為との間に形式上の因果関係
が存在することについて「挙証責任」を負い、加害者が加害行為と損害事実との間に因果
関係が存在しないこと、つまり他原因が存在することについて「挙証責任」を負うと被害
者の「挙証責任」を同時に考える見解がある240。実務のほうもこのような影響を受け同一
な事件に対する判断は法院によって異なるケースが少なくない。特に、損害事実と加害行
為との間の因果関係の存否が判断し難い要件であり、ここで訴訟が行き詰まる241ことにも
                                            
238 吕忠梅『环境法新视野』中国政法大学出版社（2000 年）286 頁。  
239 作者不明「从环境污染损害赔偿看举证责任分配」『农林技术』（2009 年）2 期 44 頁。 
240 顾尧「对我国环境侵权证明责任分配原则的再认识」『职业技术』（2009 年）88 頁。 
241 事件の事実は、はっきりとしないままの状態を指しているようである。 
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なっている242。筆者は次の四件の事例を題材にして損害事実と加害行為との間の因果関係
に対する「挙証責任」の所在の判断を中心に検討する。 
 
 一、煙塵による環境汚染損害賠償事例243
 
 １、事案の概要 
 
 Ｙ（被告、上訴人）は自分の家を浴室にし銭湯を経営した。2003 年 9 月 19 日、Ｙが経営
する紫東と名づける当該浴室が瀝青炭を燃やして環境を汚染していると告発された。滁州
環境保護局が現場において監督管理を行い、無煙炭を使うように促した。Ｙは 2003 年 10
月 8 日に 500 元の煙とほこりを排出する費用を納めた。 
 Ｘ（原告、被上訴人）は、Ｙの銭湯で環境保護防塵措置のないボイラを使ったため、大
量の煙とほこりが居住する家の屋上それに庭と周りに落ち、長い間窓とドアを開けること
ができず、衣類を干すこともできないし、毎日数回の掃除を重ねなければならないので通
常の生活を送ることができないという理由で、Ｙが侵害を停止し、妨害を排除して、それ
による経済的損害 14,400 元と精神的損害 2,000 元の賠償をＹに求める。 
 これに対して、被告は、銭湯を経営するため石炭を燃やして煙塵を排出することは当然
であり、それに煙塵を除去するための費用もすでに納めている。Ｘには経済的損害と精神
的損害を求める証拠がない。このため、Ｘの訴訟請求を棄却するように求めた。 
 
 ２、第一審判決の要旨（安徽省滁州市琅玡区人民法院（2003）琅民一初字第 649号判決244） 
 
 原告Ｘが被告Ｙの経営する浴室による侵害を受けたと主張している。しかし、原告は、
被告が経営する浴室の排出する廃棄物は環境基準を上回ることに関する証拠を提出するこ
とができなかった。また、その求める損害額 14,400 元についても証拠を提出することがで
きなかった。これを理由に「民法通則」83 条245の規定に基づいて原告の訴訟請求を棄却す
る。 
 Ｘは第一審判決に不服のため、安徽省滁州市中級人民法院に上訴した。 
 
                                            
242 傅剑清「论我国诉讼证据制度改革对环境民事诉讼的影响」『当代法学』（2003 年）1 期 78
頁。 
243 柳冰安（徽省滁州市中级人民法院）「陈仁霞诉尹红霞环境污染损害赔偿案（举证责任、
受害人损害的计算）」『人民法院案例选』（民事专辑 2005 年）290 頁以下。 
244 柳冰 同上『人民法院案例选』290 頁以下。 
245 「中国民法通則」83 条の内容は、「不動産が相隣接する各当事者は、生産に有利、生活
に便利、団結互助及び公平合理の精神にそって、流水、排水、通行通風、採光等の相隣関
係を正しく処理しなければならない。相隣する当事者に、障害または損害を与えている場
合は、侵害を停止し、障害を排除して、損害を賠償しなければならない」である。 
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 ３、終審判決246 （安徽省滁州市中級人民法院（2004）滁民一終字第 120 号判決247） 
 
 （１）被上訴人Ｙは、2000 年浴室を経営してから、長期的に環境基準を上回る煙塵を排
出し、また環境保護部門の指示に従わず、無煙炭に変えなかった。煙塵を排出する費用を
納めたことがその煙塵の排出による責任を免れるものではない。Ｙによる環境汚染の事実
を認める。上訴人Ｘの健康状態には異変が生じなかったし、その損害額について具体的な
証拠を提出することができなかった。しかし、大量の煙塵がその家の中まで入り込みＸに
余計な掃除の負担をかけた。以上の点から、「民事訴訟法」153 条 1 項 3号248、「民法通則」
83 条、124 条249、「環境法」41 条 1 項250の規定に基づき（一）第一審判決を破棄する。（二）
Ｙに侵害を停止するよう命じた。（三）判決が効力を発生後 10 日以内に、Ｙは上訴人Ｘに
6,000 元の損害を賠償するよう命じた。（四）Ｘのその他の訴訟請求を棄却する。 
 （２）本件における「挙証責任」分配に対する安徽省滁州市中級人民法院（終審）合議
廷の考えは以下のとおりである。 
 「民事証拠規定」4 条 3 項は「環境汚染により引き起こされる損害賠償訴訟については、
加害者が法律所定の免責事由およびその行為と損害の結果との間に因果関係が存在しない
ことについて挙証責任を負う。」と規定している。この規定は、事件に関する基礎事実に対
して原告に「挙証責任」を負わせるように要求するものである。すなわち、環境訴訟事件
における「挙証責任」のすべてを加害者に負担させるわけではない。加害者が「法律所定
の免責事由およびその行為と損害の結果との間に因果関係が存在しないことに限り挙証責
任を負う」だけである。このため、被害者が加害者に加害行為があることおよび損害事実
が存在することについて証明しなければならない。被害者が以上を証明出来なかった場合
に敗訴結果を招く可能性がある。 
 本件における被害者Ｘは、加害者Ｙの汚染状態および自分地の汚染された状態を写真に
撮り証拠として提出した。このほか、環境保護局の環境監督管理現場調査記録がある。こ
の記録に基づいて、加害者が瀝青炭を燃やすことによって環境を汚染したことを認定でき
る。被害者が、以上の証拠を持って、加害者に加害行為があることおよび被害者の損害事
                                            
246 中国民事訴訟は二審終審制を採用している。 
247 柳冰 前掲注『人民法院案例选』292 頁以下。 
248 「民事訴訟法」153 条 1 項 3 号の内容は「原判決の事実認定が誤りであり、又は原判決
の事実認定が明確ではなく、かつ、証拠が不足である場合には、原判決を取り消す裁定を
し、原審人民法院に差し戻して再審理させ、又は事実を調査して明らかにした後に改めて
判決する」である。 
249「中国民法通則」124 条の内容は「国家の環境保全及び汚染防止規定に違反して、環境を
汚染し、他人に損害を与えた者は、法に基づいて、民事責任を負わなければならない」で
ある。 
250 「中国環境汚染法」41 条の内容は「環境汚染による危害をもたらした場合には、企業事
業単位は、危害を排除する責任を負い、かつ、直接損害を受けた単位又は個人に損害を賠
償する」である。 
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実が存在することを証明した。加害者の排出した廃棄物が環境基準を超えていないことは、
加害者にとって免責事由であり、これに対して加害者が「挙証責任」を負うべきであり、
被害者が「挙証責任」を負わない。 
 しかし、原審法院は、「Ｙが経営する銭湯の排出する煙塵は環境基準を上回ること」に対
する「挙証責任」を被害者Ｘに負わせた。原審法院がこれを理由に被害者Ｘの訴訟請求を
棄却したことは、「挙証責任」分配不当の結果である。 
 ＸがＹの加害行為および自分の損害事実に対して「挙証責任」を果たしており、Ｙの排
出した煙塵は環境基準を超えているかどうかを問わず、Ｙが環境汚染を引き起こしたこと
およびＸの損害事実が存在する限りＹがＸに損害賠償をしなければならない。 
 
 ４、本件における「挙証責任」分配の状態に対する筆者のまとめ 
 
 第一審判決は、加害者Ｙが経営する浴室の排出する煙塵は環境基準を上回ることに関す
る証拠とＸの求める損害額 14,400 元に対する「挙証責任」をＸに追わせた。その結果、Ｘ
を敗訴させた。 
 これに対して、終審判決は、Ｙの浴室の排出した煙塵が環境基準を超えていないこと（環
境基準を上回ることの反対事実）は、加害者にとって免責事由であり、これに対してＹが
「挙証責任」を負うべきであり、Ｘが挙証責任を負わないとし、Ｙを敗訴させた。 
 要するに第一審法院と終審法院は、加害者の排出した煙塵が環境基準を超えているかど
うかに対する「挙証責任」の分配について異なる意見を持っている。排出した煙塵が環境
基準を超えているかどうかは、不法行為の要件の一つ加害行為の違法性であろうと思われ、
一審と終審法院は環境汚染における加害行為の違法性に対する「挙証責任」分配について
反対意見を持っているわけである。 
 
 二、臭気による環境汚染損害賠償事例251
    
 １、事案の概要 
 
 Ｙ（被告、上訴人）は、北京市朝陽区丝竹园団地 8号棟 5－302 号室の所有者である。Ｘ
（原告、被上訴人）は、当該棟の 5－402 に住んでいる。Ｙは、2003 年 6 月から 7月にかけ
てその 302 号室の内装を行うため、塗料を用いた。Ｘは、Ｙの内装塗料が揮発した臭いに
よって、7月 28 日から 8月 26 日にかけて頭痛および眩暈やだるさを起こし北京大学第三病
院に 4回通った。当該病院によって「有機溶剤に接触した反応」であると診断された。 
 Ｘは 2003 年 7 月 20 日、Ｙは家の内装を行い、強烈な塗料の臭いを揮発させため、本人
                                            
251 胡健勇（北京市第二中级人民法院）「张文建诉郭国强人身损害赔偿（证明责任的分配）」
『人民法院案例选』（民事专辑 2005 年）560 頁。 
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は頭痛および眩暈とだるさを起こし、病院による診断で塗料溶剤の揮発物による症状であ
ることを知ったという理由で、Ｙを起訴し、2005 元の医療費（2696．74 元のうち 691 元は
Ｘの所属する機関が清算した）の賠償と精神的損害 1000 元の賠償を求めた。 
 被告は、内装に用いたのは内装会社と契約した環境にやさしい塗料である。2003 年 7 月
29 日内装完了後間もなく入居し、今まで体に異変がなかったし、Ｘの主張は証拠が乏しい
ものであり、その身体に起こった異変と本人の用いた内装塗料との間に因果関係が存在し
ないと主張し、Ｘの訴訟請求に対する棄却を求めた。 
 
 ２、第一審判決の要旨（北京市長陽区人民法院（2004）朝民初字第 14534 号判決252） 
 
 Ｘ（原告、被上訴人）の身体に起こった異変は、病院によって「有機溶剤に接触した反
応」であると診断された。Ｙは、原告の身体に異変を起こったことが自分の用いた内装塗
料と因果関係がないことについて証明できなかったため、原告に対して損害賠償責任を負
うべきである。原告の被った侵害は精神的損害に至る程度のものではなかったため、その
精神的損害賠償請求を棄却する。このため「民法通則」119 条253に基づ、被告は判決の効力
が発生後 7日以内に原告に 1,940.41 元を賠償するように命じた。 
 Ｘが原審判決に服したことに対して、Ｙが第一審判決に不服のため北京市朝陽区第二中
級法院に上訴した。Ｙの上訴理由は以下のとおりである。原審の事実認定が不明確である。
Ｘは、Ｙが内装行為において大量な有害気体を発散し、周囲の環境を汚染し損害を与えた
ことについて証明できなかった。Ｙが内装に用いた塗料は立邦という環境にやさしい製品
であり、国家の環境保護基準に達しているものである。原審法院は、ＹがＸの損害が他の
原因による結果であることについて証明できなかったという理由で賠償責任をＹに負わせ
た。これは法的根拠が欠けるため、原審判決を撤回し、Ｘの訴訟請求を棄却することを求
めた。 
 
 ３、終審判決の要旨（北京市朝陽区第二中級法院（2004）二中民終字第 9040 号判決の旨
254） 
 
 （１）Ｘ（被上訴人）の被った損害とＹ（上訴人）の行為との間に因果関係が存在する
場合に限ってＸの損害賠償請求を認める。しかし、Ｘの身体に起こった異変が多種な原因
による可能性がある。病院の「有機溶剤に接触した反応」であるとの診断はＸの陳述に基
                                            
252  胡健勇 同上『人民法院案例选』560 頁以下。 
253 「中国民法通則」119 条は「公民の身体を侵害して、障害を招いた場合は、侵害者は医
療費、休業による減収、身障者の生活補助費等の費用を賠償しなければならない。死亡を
招いた場合は、侵害者は更に葬儀費、生前の扶養者に必要な生活費等の費用を支払わなけ
ればならない」と規定する。 
254 前掲『人民法院案例选』562 頁以下。 
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づくものであり、その身体に異変が起こった原因に対する診断ではない。このため、Ｘの
身体に起こった異変がＹの内装行為によると認めることができない。Ｙの内装工事に用い
た塗料の揮発した臭気がＸの身体に侵害を及ぼしたというＸの主張には証拠が不足してい
る。Ｘは、Ｙが環境に関する規定を違反し環境を汚染したことを証明できなかった。「民事
訴訟法」153 条 1 項 2号255に基づき、ＸのＹに対する損害賠償の請求を支持することができ
ないとし、第一審判決を破棄した。 
 （２）終審法院の胡建勇は本件挙証責任分配について以下のように解説した。「挙証責任」
とは、当事者が自ら主張した事実に対して証拠を提出して証明する責任を負うことである。
事件を受理した法院が「挙証責任」分配規則に基づいて挙証責任を双方当事者に分配する。
中国における「挙証責任」分配の一般原則は、「主張した者が挙証する」ことである。すな
わち、証明の対象を主張した者が「挙証責任」を負う。しかし、法律が「挙証責任」転換
における規定を置き、例えば環境汚染損害賠償訴訟がそれに当たる。「挙証責任」転換とは、
原告が提出した主張について被告が「挙証責任」を負うことである。「挙証責任」転換は過
失推定と因果関係推定が含まれる。特殊的な侵害事件において」挙証責任」の転換又は過
失推定或いは因果関係推定を適用する。このため、環境汚染損害賠償訴訟の審理に当たっ
て、加害者が環境汚染行為と損害結果との間に因果関係が存在しないことおよび過失が存
在しないことについて「挙証責任」を負う。つまり、環境汚染損害賠償訴訟では因果関係
推定および過失推定が行われる。 
 まず、環境汚染行為と損害事実との間に因果関係が存在するかどうに対する「挙証責任」
を被害者に負わせることは困難である。科学技術が高度に発展し、生産技術が特に複雑な
状況のもとで、技術や装備を持たない被害者に加害者がどのような加害行為を行ったこと
について、加害行為と損害事実との間にどのような因果関係が存在するのかについて、加
害者に主観的な故意や過失があったかどうかについてすべて証明させることは困難なため
である。被害者の環境汚染による損害が法律による救済を受けることを保証し、実際的な
裁判の公正を実現させるため、中国は環境汚染訴訟において「挙証責任」転換規則を設け
た。 
 「挙証責任」転換規則には、「民事訴訟法適用意見」74 条 3 項があり、この規定に基づく
と、被害者が加害者に侵害されたと主張するだけで、加害者が侵害していないことに対し
て証明しなければならない。被害者が損害結果とこの損害が加害者の汚染行為による可能
性を証明するだけで、加害者が十分な証拠を提出しこの可能性を徹底的に覆さない限り賠
償責任を免れない。これはすべての「挙証責任」を被告に負わせたことになる。 
 これに対して、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号は加害者に、免責事由および損害結果と加
害行為との間に因果関係が存在しないことについて「挙証責任」を負わせる。本規定は、
被害者に何の「挙証責任」も負わせる必要がないことを意味しない。従って、本案の被上
                                            
255 「中国民事訴訟法」153 条 1 項 2 号は「原判決の法律の適用が誤りである場合には、法
により改めて判決する。」と規定する。 
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訴人はＹの内装行為が環境汚染行為であることおよび自分の身体が侵害を被った事実につ
いて証明しなければならない。しかし、被害者（Ｘ）が加害者（Ｙ）の内装行為が環境汚
染行為であることについて証拠を提出することができなかった。すなわち、加害者の内装
行為は環境保護の要請に適しない違法行為であることについて証明できなかった。第一審
は被害者の以上のような「挙証責任」を無視し、加害者被告の「挙証責任」を重くし、損
害結果にその他の原因があることについて証明できなかったという理由をもって被告を敗
訴させたことは誤判である。これは、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号における挙証責任分配
を合理的に把握していなかった結果である。これに対して、終審法院が 4 条 1 項 3 号にお
ける「挙証責任」を合理的に把握することができ、それに基づいて被害者の訴訟請求を棄
却したことが正当である。 
  
 三、廃水による環境汚染損害賠償訴訟における「挙証責任」（事例１）256
  
 １、事案の概要  
  
 2004 年 7 月 18 日、Ｙ（被告、上訴人）食品有限会社の排出した汚水がＸの養殖池を汚染
したことによって、Ｘの養殖している魚と蝦が大量に死亡した。Ｙは、死んだ魚と蝦を低
価格で売ることによって発生した通常の販売価額との差額を賠償することを認めた。その
当日、Ｘは死んだ魚と蝦を一斤 2元の価額で 666．6 斤売り出した。2004 年 8 月 5日、Ｘは
蚌埠市環境監視センターに 500 元の監視測定費を支払い、養殖池の汚染状態に対する監視
測定を求めた。その結果、養殖池のアンモニアと窒素が基準を超えていることが判明した。
8 月 23 日、蚌埠市魚政魚港魚船監督管理センターの職員がＹと相談したところ、会社Ｙは
すでに関する人を現場に派遣しており、その差額を賠償することに応じた。 
 しかし、その後Ｙは賠償しなかったため、Ｘは安徽省蚌埠市龍子湖区人民法院に起訴し、
魚と蝦を低価格で売り出したことによって発生した通常の販売価額との差額および監視測
定費用、調停費用、交通費用合計 1,3261．62 元の賠償を求めた。 
 Ｙは、Ｘの養殖池に流入しているのが当社の汚水だけではなく、ほかの生活汚水もある
こと。および、当社の汚水は一応排水溝に沿って排出されており、その日Ｘの池に流入し
たのが豪雨という不可抗力によるできことであると主張した。さらに、ＹがＸに対して堰
きを高くするように要求したがＸは応じなかったという理由で損害について原告に責任を
負わせると主張した。 
 
 ２、第一審判決の要旨（第一審判決 徽省蚌埠市龍子湖区人民法院（2005）龍民一初字
                                            
256 谭福英（徽省蚌埠市龍子湖区人民法院）「陆开文诉蚌埠市园味园食品有限公司环境污染
损害赔偿案」『人民法院案例选』（2006 年总第 57 辑）179 頁以下。 
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第 429 号判決257） 
 環境汚染が引き起こした損害賠償訴訟において、加害者は法律に基づく免責事由および
自分の行為と損害との間に因果関係が存在しないことについて「挙証責任」を負う。Ｙは、
Ｘの養殖池に流入したのが自分の会社だけの汚水ではなく、ほかの生活汚水もあったため、
養殖池の魚と蝦が死んだと主張しているが、自分の行為と魚と蝦の死んだこととの間に因
果関係が存在しないことを証明できる証拠がなかった。これ故に、ＹがＸの魚と蝦が死ん
だ結果について責任を負わなければならない。「民法通則」106 条 2 項、124 条、134 条 7 項
の規定に基づいて、判決が効力発生後の 3日以内、原告に 993.29 元の賠償をするように被
告に命じた。 
 被告が第一審判決に不服のため、安徽省蚌埠市中級人民法院上訴した。 
 
 ３、終審判決要旨（安徽省蚌埠市中級人民法院（2005）蚌民終字第 285 号判決の旨258） 
  
 （１）本件は環境汚染が引き起こした損害賠償訴訟である。最高人民法院の「民事証拠
規定」4条１項の 3に基づくと、加害者が法律によって定める免責事由およびその行為と損
害結果との間に因果関係が存在しないことについて「挙証責任」を負う。しかし、上訴人
（被告、加害者）は、自分の行為が被上訴（原告、被害者）人の魚と蝦が死んだこととの
間に因果関係が存在しないことを証明する証拠を提出しなかった。このため、「民事訴訟法」
153 条 1 項 1号の規定に基づいて、被上訴人の魚と蝦が死んだことは上訴人の汚水を排出し
た行為によると認め、第一審判決を維持した。 
 （２）終審法院の譚福英裁判官が本件「挙証責任」分配の理由について以下のように解
説している。伝統的な民事責任の構成要件は、（1）加害者に主観的な過失があること；（2）
加害行為に違法性があったこと；（3）損害結果が存在すること；（4）加害行為と損害結果
との間に因果関係が存在することの四つである。従って伝統的な「挙証責任」規則は、主
に被害者にその主張する事実に対する「挙証責任」を負わせる。 
 しかし、環境における民事責任は、主観的に過失があることと違法性を要件としない。
このため、加害者の行為に過失があるかどうか、違法性があるかどうかを問わず、加害者
の環境汚染行為が被害者に損害を及ぼした限り民事責任を負わなければならない。環境汚
染による民事責任は、加害行為と損害結果との間に因果関係が存在するかどうかに重点を
置く。 
 環境汚染訴訟において、被害者に主な「挙証責任」を負わせると様々な困難が出てくる。
例えば、被害者に科学文化に対する知識の制限があり、汚染物に対する監視測定や科学検
査の手段による証拠が得られなかったり、加害者の汚染物排出に関する証拠はその生産技
術、商業秘密などの高度の専門知識におよんだりして、被害者が手に入れるのが困難であ
                                            
257 谭福英 同上『人民法院案例选』180 頁以下。 
258 谭福英 同上『人民法院案例选』182 頁。 
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る。このため、「民事証拠規定」（4条 1項 3号）は、加害者に法律によって定める免責事由
および損害行為と損害結果との間に因果関係が存在しないことについて「挙証責任」を負
わせる。本件第一審における「挙証責任」分配が正確である。 
 民事訴訟法は「主張した者が挙証する」と規定しているが、環境汚染における証拠を提
出する困難さを避けるため、最高人民法院は「民事訴訟法適用意見」74 条と「民事証拠規
定」4条を設けた。これらの規定に基づき、本案における挙証責任を加害者に負わせなけれ
ばならない259。 
 
 四、廃水による環境汚染損害賠償訴訟における「挙証責任」（事例２） 
 
 １、事案の概要 
 
 2002 年 3 月 20 日、Ｘ（原告、上訴人）は新沂市港頭鎮戴沟村民委員会と請負契約を締結
し、ＸがＡ川の堰の側に位置する排水溝を養殖池にすることを約束した。Ｘの養殖地はＹ
製紙会社の南側に位置する。Ｙ（被告、被上訴人）工場は 2004 年 4 月中旬から生産し始め、
その廃水が指定された通りの場所へ排出される。Ｙの廃水がパイプを通してその東南側に
位置するＢ川に流される。この廃水パイプの排水口がＸの養殖地より 1500 メートル離れて
いる場所に位置する。Ａ川とＢ川が合流し、Ａ川がＸの養殖池につながる。2004 年 5 月中
旬から下旬にかけてＸの当該養殖池の魚が死んでいく一方であった。そのときＸは死んだ
魚を持って関連部門の鑑定を申請しなかったし、死んだ魚の保存もしなかった。Ｘは同年 5
月 31 日江蘇徐州の弁護士事務所を通して新沂市価額認定センターに魚が死んだことによる
損失価額に対する認定を依頼した。このため、Ｘは 1,000 元の鑑定費を支払った。当該価
額認定センターは、Ｘの提供した資料に基づいて損失価額が 113,900 元であると認定した。 
 2004年 6月 29日、ＸはＹ工場を起訴し、Ｙの汚染によって113,900元の損害を受け、1,000
元の鑑定費がかかったという理由でＹ工場に 113,900 元の損害と鑑定費 1,000 元の賠償を
求めた。Ｙは、Ｘの魚が死んだことは当該工場の排水行為によるものではない。このため、
Ｘの損害等を賠償しないと主張した。 
 
 ２、第一審判決の要旨（江苏省新沂市人民法院（2004）新民初字第 1273 号判決260） 
 
 第一審法院は、原告Ｘの魚が死んだ事実および被告ＹがＢ川に廃水を流した事実を認め
る。 
 Ｘの魚が死んだことは被告工場の廃水によることであるという主張を証明するために、
                                            
259 谭福英 同上『人民法院案例选』183－184 頁。 
260 葛文（江苏省徐州市中级人民法院）「孙大年诉新沂市通力氨基酸厂环境污染损害赔偿纠
纷案」『人民法院案例选』2007 年 3 期（总第 63 辑）149 頁以下。 
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Ｘが数人の証人を申請しているが、これらの証人による証言は、Ｙ工場の廃水がＸの養殖
地に流れ込んだことを証明するものである。また、これらの証人は被告の周辺に居住しそ
の影響をある程度受けている住民であり、その証言には偏向性がある。それ故に、これら
の証人による証言を判決の基礎にすることはできない。Ｘは死んだ魚を持って関連部門の
検査を受けなかったし、関連部門に対して報告もしなかった。Ｘが死んだ魚を保存しなか
ったことは、Ｙがその排水行為と原告の魚が死んだこととの間に因果関係が存在しない事
実を証明することを不可能にした。ＸはＹの排水行為と魚が死んだ事実との間に因果関係
が存在することについて蓋然性に達するまで証明すべきである。Ｘの証明が成功しつつあ
るのにＹが反証を提出することができなかった場合に限り、Ｘの損害とＹの行為とに因果
関係が存在することを認める。結局、Ｘはその魚が死んだ原因について挙証できず、本件
は証拠不十分となった。「民法通則」124 条、「民事証拠規定」4条 1項 3号の規定に基づい
てＸの訴訟請求を棄却する。 
 Ｘは第一審判決に不服のため、江蘇省徐州市中級人民法院に上訴した。 
 
 ３、終審判決の要旨 
 
 （１）「民事訴訟の証拠に関する最高人民法院の若干の規定」4 条 1 項 3 号の規定を適用
する前提条件は、環境汚染が客観的に存在し、比較的明確な加害者が存在することである。
つまり、被害者は、環境汚染および加害者が存在することを蓋然性に達するまで証明しな
ければならない。本件において、上訴人（一審原告）には自ら権利を守る意識があり、損
害額に対する鑑定も依頼した。このことからみて、上訴人に死んだ魚を保存する意識と能
力があったにもかかわらず死んだ魚を保存しておかなかったため、鑑定が不可能になった。
本件において「挙証責任」の転換を行うことは被告に対して不公平であるし、最高人民法
院の当該規定の趣旨に反することでもある。上訴人の自らの主張を証明する証拠が不足し
ているため、「挙証責任」の転換は適用されない。したがって第一審判決の事実認定が明確
であり、法適用も正しい。このため第二審法院は、「民事訴訟法」153 条 1 項 1 号の規定い
基づき第一審判決を維持するとした。 
 （２）本件における「挙証責任」分配の理由は終審法院の裁判官の解説によると以下の
とおりである。「挙証責任」分配規則を設けた目的は、双方当事者の責任分担のバランスを
とることによって裁判の公正と順調な訴訟進行を図ることを求め、双方当事者の実体法に
おける権利が保護される機会と手段を平等的に保障するためである。「挙証責任」転換は、
「挙証責任」分配の一般規則に基づいて主張者に負わせる挙証責任をその相手方当事者に
負わせることである。しかし、「挙証責任」転換は、主張者の事件におけるすべての事実に
対する「挙証責任」を免除するものではなく、法律に特別な定めがある場合に限り相手方
が部分的要件事実に対して「挙証責任」を負う。法律に特別な定めがない限り、主張者が
「挙証責任」分配の一般原則によって「挙証責任」を負う。 
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 「民事証拠規定」4条 3項の規定によれば、環境汚染により引き起こされる損害賠償訴訟
では、加害者が法律に定める免責事由およびその行為と損害結果との間に因果関係が存在
しないことに対して「挙証責任」を負う。このため、本案において、加害者が証明しなけ
ればならないのが（1）法定免責事由；（2）自分の排水行為と被害者の損害事実との間に因
果関係が存在しないことの二つである。被害者が証明しなければならないのが（1）加害者
が汚水を排出した事実；（2）損害を受けた事実、すなわち加害者の汚水を排出した行為に
より魚が死んだ事実と損害の程度である。従って、本案の「挙証責任」分配に当たって、「挙
証責任」転換を適用するが被害者は部分的な要件事実に対して「挙証責任」を負うことを
要する。被害者が環境汚染と加害者の存在を蓋然性に達するまで証明しなければならない。 
 「挙証責任」転換の規定によって、主張者の相手方当事者は部分的な「挙証責任」を負
う。しかし、主張者が先に一般的な「挙証責任」分配規則に基づく挙証義務を果たさなけ
れば、加害者が挙証義務を履行する必要がなくなる。本案の被害者は死んだ魚を鑑定しな
かったし、保全もしなかったことは、被害者の損害と加害者の行為との間に因果関係が存
在するかどうかを鑑定によって判断することを不可能にした。死んだ魚を鑑定したときに
限り、魚の死体に有毒有害物質が含まれているかどうか、どのぐらい含まれているかどう
か、この有毒有害物質が被害者の廃水に含まれているかどうかを知ることが可能である。
被害者が魚は死んだ損害事実の存在を証明できなかったため、加害者の「挙証責任」を問
うまでもなく、敗訴結果を招く。このため、被害者の訴訟請求を棄却すると終審法院の裁
判官が解釈した。 
 
 五、環境汚染損害賠償訴訟における「挙証責任」に対する検討  
  
 以上、四件の環境汚染による損害訴訟の事例を挙げた。四件とも終審を経て、一審と終
審合わせた 8回の裁判がなされた。8回の裁判のうち 4回は被害者を敗訴させ、他の 4回は
被害者を勝訴させた。これらの事件における被害者の勝負を基準に、古い順に並べると第
一節に挙げた事件において、2003 年第一審敗訴、2004 年終審勝訴；第二節に挙げた事件に
おいて、2004 年一審勝訴、2004 年終審敗訴；第三節に挙げた事件において、2005 年一審勝
訴、2005 年終審勝訴；第四節に挙げた事件において、2005 年第一審敗訴、2006 年終審敗訴。
第一審と終審の結果が一致しないのが 2 件あり、一致しているのが 2 件ある。一審と終審
とともに勝訴させたのが 1件あり、ともに敗訴させたのが 1件ある。 
 これらの裁判は、「挙証責任」分配に関する同様な解釈（「民事証拠規定」4条 1項 3号）
に基づくものの、結果は異なる。「挙証責任」分配の解釈についての各法院の理解は一致し
ていないように思われる。他方、注目されるのが、一審と終審ともに被害者を敗訴させた
一番新しい事例であり、最近では実務において被害者側の「挙証責任」を厳しくする傾向
が現れているのではないかと考えられる。 
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 １、環境汚染損害賠償訴訟における証明の対象 
 中国では、不法行為のことを侵権行為と呼ぶ。一般（通常）の侵権行為の構成要件は、
①加害行為に違法性があること；②損害事実が存在すること；③加害行為と損害事実との
間に因果関係が存在すること；④加害行為に故意または過失があることの四つである261。 
 環境汚染行為が侵権行為の一種類とされ、企業生産による汚染と相隣関係の汚染とが区
別される。相隣関係にある住民による汚染行為は、一般侵権行為とされ、過失責任が問わ
れるが、これに対して、環境汚染の侵権行為は、特殊な侵権行為とされ、無過失責任を適
用する262。その結果、企業生産による環境汚染訴訟においては、「主張した者が挙証する」
という「挙証責任」分配の一般原則でいくと、原告（被害者）が①加害行為に違法性があ
ること；②損害事実が存在すること；③加害行為と損害事実との間に因果関係が存在する
ことに対して「挙証責任」を負うことになる。 
 しかし、最高人民法院は二回にわたって、すなわち（1992 年）「民事訴訟法適用意見」74
条および「民事証拠規定」4条において、環境汚染による損害賠償訴訟について「挙証責任」
を転換する解釈を示した。すなわち、被害者（原告）の「挙証責任」を軽減し、加害者（被
告）の「挙証責任」を重くしたのである。 
 
 ２、第一節で挙げた煙塵汚染事例における「挙証責任」に対する検討 
 
 本件において原審法院は被害者Ｘに、加害者Ｙの経営する浴室の排出する煙塵は環境基
準を上回ることに関する証拠と、Ｘの求める損害額 14,400 元に対する挙証責任をＸに負わ
せて敗訴させたことに対して、終審法院は被害者を勝訴させた。 
 （１）環境汚染訴訟における免責事由 
 第一審判決は、加害者Ｙが経営する浴室の排出する煙塵は環境基準を上回ることに関す
る証拠とＸの求める損害額 14,400 元に対する挙証責任をＸに負わせた。その結果、Ｘを敗
訴させた。 
 これに対して、終審判決は、Ｙの浴室の排出した煙塵が環境基準を超えていないこと（環
境基準を上回ることの反対事実）は、加害者にとって免責事由であり、これに対してＹが
「挙証責任」を負うべきであり、Ｘが「挙証責任」を負わないとし、Ｙを敗訴させた。 
 要するに第一審法院と終審法院は、加害者の排出した煙塵が環境基準を超えているかど
うかに対する「挙証責任」の分配について異なる意見を有した。排出した煙塵が環境基準
を超えているかどうかは、不法行為構成の要件の一つ加害行為の違法性をなす。一審と終
審法院は、環境汚染における加害行為の違法性に対する「挙証責任」分配について互いに
異なる見解に立った。 
 原審法院の判決からは、その「挙証責任」分配の理由が明確でない。すなわち、加害者
                                            
261 隋彭生『中法网司法考试名师铺导课堂笔记  民法』世界知识出版社（2006 年）560 頁。 
262 隋彭生 同上 568 頁。 
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Ｙの放散した煙塵は環境基準を上回っていることに対する「挙証責任」を被害者Ｘに負わ
せた理由について説明していない。おそらく「主張した者が挙証する」という「挙証責任」
分配の一般原則に従ったのだろう。 
 終審法院は、加害者Ｙの放散した煙塵は環境基準を上回っているかどうかは、被告Ｙに
とって免責事由であると考え、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号に基づいた結果、免責事由に
ついて加害者に「挙証責任」を負わせた。 
 問題は、たとえ環境汚染があったとしても、廃棄物が環境基準を上回っていない場合、
加害者の賠償責任を免除することに関して実体法に定めがないことである。つまり、煙塵
が環境基準を上回っていないことが「民事証拠規定」4条 3項における法律所定の免責事由
に該当するかどうか疑問である。民法における法律所定の免責事由とは、抗弁事由であり、
それは民法通則 128 条、129 条において定められた正当防衛と緊急避難に限られる。「環境
保護法」41条3項における免責事由も自然災害など不可抗力と合理的な措置を講じたこと、
第三者の責任或いは被害者の故意に限られる。明らかに、汚染のもとになる廃棄物が環境
基準を超えてないことは免責事由にはあたらない。 
 汚染物が環境保護基準を超えているかどうかは、国家または地方行政が規定する汚染物
排出基準であり、これは環境を管理する行政部門が廃棄物排出費用を納める必要があるか
どうかを決めるためのものであり、環境管理をする手段に過ぎない。この基準は環境汚染
行為の賠償責任を免れる基準ではない263という見解がある。しかし、環境保護基準は環境
汚染行為による損害賠償責任と無関係のものではない。環境保護基準を超えているかどう
かは、汚染行為者の免責事由であるというより、むしろ汚染行為の違法性に関する問題で
あると思われる。日本においても、行政取締り法規上、環境保護基準が確立されている場
合は、加害行為の違法性の認定が容易にできるが、確立されていない場合に、諸条件の比
較検討が必要であると言われる264。つまり、環境保護基準を超えているかどうかは違法性
の問題である。 
 終審法院の判決結果は正しいが判決の基礎になった「挙証責任」分配の理由には説得力
が欠けているとした場合、その正しい結果を裏付ける理論が必要である。しかし、中国に
おいて環境汚染行為の違法性に対する「挙証責任」分配はほとんど論じられていない。 
 （２）汚染行為の違法性に対する「挙証責任」 
 本件はＹの正当な経営活動に基因する環境汚染である。日本の学者によると、このよう
な正当な経営活動による環境汚染行為の違法性の判断には、被害者側の事情と加害者側の
事情を総合的に検討しなければならないという。すなわち、被害の態様、程度、継続性お
よび汚染発生原因をなす行為の社会的価値、汚染加害からの損害発生を避け得なかったか、
避けるための努力はなされたか、加害行為の故意または過失の内容について検討しなけれ
                                            
263 王胜明『中华人民共和国侵权行为法解读』中国法制出版社（2010 年）325－326 頁。 
264 山口和男「公害訴訟」『実務民事訴訟講座 10』日本評論社（1970 年）214 頁。 
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ばならない。265日本は中国と違って、不法行為領域において原則的に過失責任を採用する
ため、加害行為の違法性の判断には、加害行為に過失があるかどうかについても検討する
必要がある。 
 環境汚染加害行為の違法性の判断にあたってまず、被害が当該地域における保護基準を
超えているかどうかを確定しなければならない。これを確定する決定的な要素になるのが
侵害の態様、被害の内容、被害の程度、継続性の有無などである。266日本の裁判例におい
て環境汚染行為の違法性が被害者への生活妨害として取れえ、煙塵放散も外部からの物理
的生活妨害の一種類であるとされる267。このため、被害者側が煙塵の放散（侵害の態様）、
財産的損害を受けたのか精神的損害を受けたのか（被害の内容）、損害額（被害の程度）、
汚染し始まった具体的時間（被害の継続性）などの生活が妨害された事実を主張し、立証
すれば、汚染行為による被害が客観的環境保護基準を超えたことになり、形式的に一応汚
染行為に違法性がありと判断せざるをえない。このような判断ができている状態のもとで、
次に加害者が加害行為の社会的価値および汚染防止設備の設置などの加害行為の適法性を
強調する抗弁事実を主張し立証しない限りその敗訴結果は免れない。 
 本件における原審法院が、Ｙの放散した煙塵が環境保護基準を超えることに対する挙証
責任を原告に負わせたことが正しいであろう。しかし、それを証明するために提出した原
告の証拠（煙塵放散状態を取った写真・被害の態様）、環境管理行政取締り部門の関する記
録（汚染行為の継続性があること）を無視して、Ｙの煙塵放散行為の違法性を認めなかっ
た。終審法院は、煙塵放散の環境保護基準を超えてないことをＹの免責事由と考えた点が
不合理であるが、Ｙの煙塵放散は環境保護基準を超えてなくても、その煙塵放散行為がＸ
に被害を及ぼした限り、賠償責任を負わなければならないという考えに賛成である。加害
行為に違法性がなくても、加害者が被害者に対して損害賠償責任を負うとすれば、加害行
為と損害事実との間に因果関係が存在するかどうかのところで決着をつけるべきである。 
 
 ３、第二節において挙げた臭気による汚染事例の「挙証責任」に対する検討 
 
 原審法院がＹの内装行為とＸの損害との間に因果関係が存在しないことに対する「挙証
責任」はＹにありと考えそれを敗訴させた。 
 終審法院が、Ｙの内装工事による臭気は環境基準を上回っていることに対する「挙証責
任」をＸに負わせた。つまり、加害行為の違法性に対して被害者が「挙証責任」を負うと
考えている。煙塵による汚染の事例における「挙証責任」を検討したとおり、臭気も煙塵
と同様な外部からの物理的侵害であるため、その違法性の証明に当たって、被害者側が被
害の態様、内容、程度、継続性について主張し立証しなければならない。本件において、
                                            
265 山口和男「建築構造に伴う日照通風の紛争」『日本法学』32 巻 1 号 149 頁。 
266 山口和男 同上 215 頁。 
267 山口和男 同上 213 頁。 
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Ｘが 7月 28 日から 8月 26 日の間（継続性あり）Ｙの内装塗料の放散した臭気によって（被
害の態様）頭痛と眩暈およびだるさを起こした（被害の内容）ことによって医療費が発生
した（被害の程度）と主張した。Ｙが以上の時間帯に内装工事のため塗料を用いたことに
ついて争いがない。Ｘがかかった病院の診断書と医療費の領収書を提出して被害の内容お
よび程度について証明した。次に、Ｙが内装工事に用いたのが環境にやさしい塗料であり、
環境保護基準に達していると主張した。すなわち、Ｙが自分の内装行為の適法性を主張し
ている。この状況のもとで、Ｙに内装に用いた塗料を関する鑑定部門に提出するなどの方
法によってその中に人身を損害する有毒有害物質が入っていないことについて証明する責
任がある。終審法院は、Ｙが内装行為の適法性に対する証拠を提出していないにもかかわ
らず、加害行為の違法性に対する「挙証責任」がＸにあると判断にたことに賛成できない。 
 終審法院が違法性に対する「挙証責任」のところでＸとＹの勝負を決めたようにみえる
が、終審法院が最後に、Ｘの身体に異変が起こったのが他の原因による可能性があると判
断しことからみると、そうでもない。終審法院がＸの身体に異変が起こったのが他の原因
による可能性があると判断しことは、まず加害行為の違法性に対する「挙証責任」をＸに
負わせ、ＸがＹの行為の違法性に対して証明できない場合Ｙの内装行為とＸの損害との間
に因果関係が存在しないことが推定されると考えているように思われる。本件における終
審法院も結局のところ、因果関係に対する「挙証責任」でＸとＹの勝負を決めたことにな
る。 
 
 ４、第三節において挙げた水汚染の事例（1）における「挙証責任」に対する検討 
 
 本件においてＹは、Ｘの養殖池に流れ込んだのがうちの会社の廃水だけでなく、他の生
活廃水もあると主張している。つまり、加害行為と損害事実との間に因果関係が存在しな
いことを主張している。 
 終審法院は、環境汚染が引き起こした損害賠償訴訟において、加害者は法律に基づく免
責事由および自分の行為と損害との間に因果関係が存在しないことについて「挙証責任」
を負うと考え、最高人民法院の「民事証拠規定」4条１項の 3号を参照にして、ＹがＸの損
害が自分の廃水行為との間に因果関係が存在しないことに対して証明することができなか
ったという理由でＹを敗訴させた。終審法院が原審法院の判旨を賛成してその判決を維持
した。 
 終審法院は、環境汚染行為による責任は、過失と違法性を要件とせず、加害行為と損害
結果との間に因果関係が存在するかどうかに重点を置くという見解に筆者も賛成している。
加害者が加害行為と損害事実との間に因果関係が存在しないことについて証明しない限り、
加害行為と損害事実との間に因果関係が存在することと加害行為の違法性が共に推定され
るため、加害者が敗訴責任を負うことになる。 
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 ５、第四節において挙げた水汚染事例（2）における「挙証責任」分配に対する検討 
 
 第一審法院は、排水行為と魚が死んだ事実との間に因果関係が存在することに対するＸ
の証明が成功しようとしているのにＹが反証を提出することができなかった場合に限り、
Ｘの損害とＹの行為との間に因果関係が存在することを認める。つまり、排水行為と魚が
死んだ事実との間に因果関係が存在することについて蓋然性に達するまで証明すべき責任
をＸに負わせて、Ｘを敗訴させた。これは、損害事実と加害行為との間に因果関係が存在
することについて被害者に「挙証責任」を負わせたことになろう。 
 終審法院の判決結果も原審法院と同様であるが、その理由は原審法院のと異なる。終審
法院は、Ｘに自らの主張を証明する証拠が不足しているため、「民事証拠規定」4 条 3 項 1
号による「挙証責任」の転換が行われないという理由でＸを敗訴させた。すなわち、「主張
した者が挙証する」という「挙証責任」分配の一般原則によってＸが先に死んだ魚を証拠
として提出しない限りＹが挙証する必要がないと判断した。死んだ魚というのが損害事実
に対する証拠であると思われるが、終審法院が以上のように判断したのが、おそらくＸが
損害事実を証明できなかったため、Ｙの（因果関係が存在しないということを証明する）
証拠を待つまでもなく敗訴すると考えたからであろう。 
 
 ６、以上の四つの環境汚染事例における「挙証責任」の総合検討 
 
 （１）煙塵汚染事例と臭気汚染事例では、加害行為の違法性が争点となったが、各法院
は加害行為の違法性に対する挙証責任の分配について様々な考え方をしている。安徽省滁
州市琅琊区人民法院は加害行為の違法性に対して被害者が「挙証責任」を負うと考えてい
るのに対して、安徽省滁州市中級人民法院と安徽省蚌埠市龙子湖人民法院および安徽省蚌
埠市中級人民法院は加害行為の違法性に重点を置かない、つまり、加害行為に違法性があ
ってもなくても、損害事実と加害行為との間に因果関係が存在する限り加害者が賠償責任
を負わなければならないと考えている。北京市第二中級人民法院も加害行為に対する「挙
証責任」は被害者にあると考えているが、特徴的なのは、被害者がそれを証明できなかっ
た場合、他原因（損害事実と加害行為との間に因果関係が存在しないこと）が存在するこ
とが推定されると考えていることである。 
 加害行為の違法性を重点に置くのか、損害事実と加害行為との間に因果関係が存在する
かどうかに重点に置くのかは、具体的事案における当事者の主張によるべきものであり、
法院の職権による判断ではない。加害行為の違法性が争点となった場合に、被害者に「挙
証責任」があることについて争いない。 
 （２）問題になるのは因果関係に対する「挙証責任」分配である。この問題を検討する
前にまず、北京市第二中級人民法院が、違法性が争点となっているのに、違法性の不存在
から当事者が主張していない他原因の存在を推定したことにつき、その不合理性を指摘し
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ておく。 
 因果関係の存否が争いになった事例では、北京市朝陽区人民法院と安徽省蚌埠市龙子湖
人民法院および安徽省蚌埠市中級人民法院が、損害事実と加害行為との間に因果関係が存
在しないことについて加害者に「挙証責任」があると判断し、他方、江蘇省新沂市人民法
院は加害行為と損害事実との間に因果関係が存在することについて被害者が蓋然性に達す
るまで挙証しなければならないと考えている。江蘇省徐州市中級人民法院は、因果関係の
不存在に対する「挙証責任」が加害者にあるという「民事証拠規定」4条 1項 3号に賛成し
ながら、この規定を適用することに前提条件をつけて、結局のところ原告に「挙証責任」
があると判断した。環境汚染行為、特に企業の汚染行為による被害者の救済は難しくなっ
ているように思われる。 
 （３）環境汚染損害賠償訴訟における因果関係に対する「挙証責任」が被害者にあると
いう考えは被害者救済を不可能にすることに等しいのである。日本においても加害行為と
損害事実との間に因果関係が存在することは被害者である原告に挙証責任があると一般的
に解されている268が、公害による被害者の救済を可能とするめたに因果関係が必ずしも厳
密的に科学的に証明されることを要しないという証明度を下げる蓋然性の理論や因果関係
の挙証責任の事実上の転換を図る見解が多い269。 
 これらの見解の実質的根拠には、①技術的に容易な調査でも原告の個人的経済能力では
その費用を持つ能力がない場合が多く、勝訴したとしてもその批正を償えることができな
い。②被害者は加害者が支配する工場などの領域に立ち入れなければ、加害原因を確実に
把握することが不可能であり、しかし被害者に立ち入り権はない。③汚染観測機関がきめ
細かく調査データを集めれば容易に汚染原因を明らかにすることができるが、こうした機
関は整備されていない。もっとも、公的調査ないし公表に政治的配慮が働いている。④汚
染原因の探知技術は企業技術の発展に遅れているため、究明が遅れる。⑤汚染物質を放散
している以上、その無害性を証明することは社会的義務ととられるべきである。加害者企
業が被害者に比べて組織的に巨大であり、研究スタッフも揃っている場合が多い。または、
発生原因は自己の支配領域において由来するため、被害者の立証より加害者の証拠が挙げ
やすい270などが提言されている。このほか、加害者企業は汚染による損害賠償の負担を価
額などの手段を通して受益者に再分配することができる立場にあり、これに対して被害者
にこのような地位がない271という見解もある。つまり、これらの見解はすべて被害者の立
証困難を避けようとするものである。中国の「民事証拠規定」4条 1項 3号における「挙証
責任」分配についても以上のような理論で裏づけることが妥当であろう。 
 日本では、以上のような理論は、自由心証主義との関連が必ずしも明確ではなく、もし
                                            
268 村上博巳「公害訴訟における証明責任」『判例タイムズ』326 号 14 頁。 
269 牛山積「公害訴訟と因果関係論」『法律時報』40 巻 10 号 18 頁。 
270 沢井 裕『公害の私法的研究』一粒社（1968 年）223－224 頁。 
271 淡路剛久『因果関係』加藤一郎編『公害の生成と発展』（1971 年）岩波書店 417 頁。 
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自由心証の枠内で理解されているようであり、訴訟指揮上の効果はあるものの、実務的に
は何も語ったことにならないと指摘されている272。しかし、日本でも以上の理論を根拠に
した「民事証拠規定」のような明文で「挙証責任」の分配を規定すればよいのではないか
と思われる。 
 日本における公害の判例では、事実的因果関係の存在が認められば被害者の主張はすべ
て認められているようであり273被害者の救済は大分はかられる。学説においても損害の原
因である物質が何であるか科学的にこれを判断できなくても、当該企業からの排出物であ
れば、充分に損害を生じさせると認めてよいという見解がなされている。特に単独原因の
場合、因果関係の経路、すなわち、当該企業の排出物が被害者側に到達したということに
ついて相当はっきりした証明があれば、因果関係の立証があったと認めてよいと主張して
いる。本稿に挙げた廃水汚染事例（2）は、このような単独原因による汚染である。本件に
おいてＹは他原因を主張していない。Ｘの主張する魚が死んだこと、Ｙの廃水がＡ河に流
れ込み、Ｂ河を通してＸの養殖池に入っていることについてＹが争いなし。日本学者の単
独原因の因果関係に対する判断理論によると、Ｘが汚染の経路をはっきり説明したし、Ｙ
も認めているため、Ｙの廃水行為とＸの魚が死んだ事実との間に因果関係が存在すること
は認められるはずである。因果関係が認められようとしているのにＹが他原因の存在や免
責事由に対して証明していない限り敗訴する。この結果は、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号
に規定される「挙証責任」分配と一緒である。 
 （４）江蘇省徐州市中級人民法院は、「民事証拠規定」1 項 4 条 3 号の規定を適用するに
は前提条件があると考えている。もちろん被害者が汚染経路についても証明できていない
場合、例えば、企業の廃水は原告のところに到達する可能性すらないのに、企業の廃水に
よって損害を受けたという主張については企業側の証拠を待つまでもなく原告が敗訴する。
しかし、廃水事例（2）においては、Ｙの廃水はＸの養殖池に入っていることが既に判明し
ているにもかかわらず、終審法院は、「民事証拠規定」による「挙証責任」転換が行われな
いとしている。これこそ「民事証拠規定」に対する誤解ではないかと考えられる。 
 最高人法院の「民事訴訟法適用意見」74 条は、加害者が一般的に被告になっていること
を予想し、原告の損害事実に対して被告が否認している限り被告に「挙証責任」があると
解釈している。「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号は、被告となっている加害者の「挙証責任」
をいっそう明確かつ具体化するため、損害事実と加害行為との間に因果関係が存在せず、
免責事由に対する「挙証責任」が加害者にあると解釈したわけである。 
 「民事訴訟法適用意見」74 条と「民事証拠規定」4 条が、被害者救済のことを考えてい
るかどうかは別に、被害者の「挙証責任」の負担を軽減しようとしている目的ははっきり
している。「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号を適用するに前提条件があるとすれば、それは被
害者が損害事実を主張するに当たって廃棄物（煙塵、臭気、廃液）が自分のところに到達
                                            
272 平井宜雄『損害賠償法理論』（1971 年）東京大学出版社 500 頁。 
273 野村好弘『公害の判例』（1971 年）3 頁以下。 
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までの経路に対して明確に証明していることである。これは、被害者が廃棄物のなかどの
ような有害物質が入っているところまで証明しないとならないということと別な話である。
被害者は廃棄物が自分のところに到達までの経路に対して明確に証明している限り、加害
行為と損害事実との間に因果関係が形式的に存在することが推定されるから、廃棄物に有
害物質が入っていないという証拠はむしろ、加害者にとって因果関係が存在しないことを
証明する証拠になる。 
 経済の発展を何よりも目指している現代中国では、企業汚染による損害賠償を広く認め
ると、企業の負担を増加させ、その経営困難を惹起し破産に至らすことを恐れており、そ
うした政治的配慮が働いている274大環境のもとで、汚染損害結果と汚染行為との間の因果
関係に対する挙証責任は汚染者にあると解釈する「民事証拠規定」4条 1項 6号は非難の対
象になったこともある。しかし、環境汚染の特殊性から因果関係に対する挙証責任を被害
者に負わせると、被害者救済は困難になる。このため、「水汚染防止法」87 条、「固体廃物
汚染環境防止法」86 条、それに 2010 年 7 月 1 日から施行された「侵権責任法」66 条は、
それぞれ環境汚染訴訟において、損害結果と汚染行為との間の因果関係について汚染者が
「挙証責任」を負うと明確にした。これは、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号を立法化したこ
とになり、今後実務における被害者救済は期待できるだろう。 
 
       第二節 製造物による損害賠償訴訟における「挙証責任」 
 
 1980 年の半ばから経済の発展にともない中国の製造物責任訴訟は増える一方である。
1990 年代から外国企業の中国企業への進出が盛んになったことにともない、国内企業のみ
ならず外資系企業を訴える製造物責任訴訟が法院に持ち込まれた。例えば、ビール瓶の爆
発275や電気湯沸し器訴訟276、有毒な食品277と化粧品等による消費者の受傷や死亡事件が多
発し、深刻な社会問題になった。 
 環境汚染訴訟と同様に製造物責任訴訟においても、「挙証責任」分配によって当事者の勝
敗を決める場合が多い。しかし、製造物責任訴訟における「挙証責任」分配に対する議論
が激しい。原告が損害事実、損害と製造物の欠陥との間の因果関係に対して「挙証責任」
を負うという見解278があれば、原告が損害事実と因果関係のほか製品の欠陥についても「挙
証責任」があるという見解279がある。また、原告が製品を買ったことと損害事実を証明す
                                            
274 王胜明 前掲注 325 頁。 
275 中国高级法官培训中心＝中国人民大学法学院「中国审判判例要览」中国人民大学法学院
出版社（1994 年综合版）807-809 頁。 
276 本稿において挙げた湯沸かし器事件のほかもある。 
277 著名な粉ミルク事件。 
278 郭颖华「产品侵权案件举证责任的研析」『三江论坛』（2008 年）5 期。 
279 程雪梅「产品侵权案件的举证责任分析」『法制与社会』（2008 年）11 期（下）104 頁。 
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るだけで足りるという意見もあり、この意見が強く批判されている280。このような議論が
実務に与える影響も強くて、各法院の「挙証責任」分配の理解が異なり、従って一審と終
審判決が反対になっている場合が多いし、同一法院におけるほぼ同様な事件であるのに、
判決が異なるケースが少なくない。 
 
 一、「民事証拠規定」が出される前の事例 
     日本三菱ジープ損害賠償訴訟における「挙証責任」 
                
 １、事案の概要281
  
 1996 年 9 月 13 日、Ｘ（原告、上訴人）らの四人が日本三菱自動車に乗り、Ａ市からＢ市
に向かった。乗車中、当該自動車のフロンドガラスが突然爆破し、直径 300mm 大の穴がで
きた。この爆破による細かいガラスの破片がＸらの親族であるＺの胸に衝突することによ
ってＺが負傷し、病院で救護したが死亡した。交通管理部門が現場調査を行って、調べた
結果、本事件は交通事故ではないと認定された。Ｙがこの事故を知った後、輸入車会社の
許可を得て当該ガラスを取り外して封印した。その後、フロントガラスが爆破した原因を
調べるため、Ｙはガラスの破片をその製造者であるＣ株式会社に運送して鑑定を依頼した。
Ｃ会社の鑑定によって、当該フロントガラスの爆裂はガラス本体の質量によるものではな
く、確実に外部要因によるという鑑定結論が出た。Ｘらはこの鑑定結論に不服のため、自
動車輸入会社を通して、ガラスの破片に対する鑑定を中国国家質量検査センターに依頼し
た。このセンターは、フロントガラスが合わせガラスであり、外部からの作用を受けなか
った場合、この合わせガラスが爆裂しないはずであるという鑑定結論を出した。 
 Ｘは、Ｙ会社が製造した自動車のフロンドガラスが爆破したことによってＺが死亡した
ため、これにともなう製造物責任をＹ会社が負うべきであると主張し、Ｚの死亡によって
かかった喪葬費、旅費、鑑定費および慰謝料、子供の教育費と生活費合計 500,000 元の賠
償をＹに求めた。 
 Ｙが、フロントガラスの爆裂は外部からの圧力によるものであり、ガラス本体の原因に
よるものではない、したがってＺの死亡が自動車の欠陥に要因するものではない。このた
め、製造物責任を負わないと主張している。 
 
 ２、一審法院の判決要旨（北京市朝陽区人民法院の判決） 
 
 調べられた証拠は、Ｚの死亡に対してＹに過失があることを証明できない。Ｚの死亡と
                                            
280 陈芳浅「论产品质量侵权诉讼中的举证责任分配」『现代经济信息』338 頁。 
281 「陈梅金林德鑫诉日本三菱汽车工业株式会社损害赔偿纠纷案」『最高人民法院公報』（2001
年）2 期 59 頁以下。 
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Ｙとの間に必然的な因果関係が存在しない。ＸらにＺの死亡を理由に損害賠償を求める事
実的根拠と法的依拠がない。「民法通則」106 条 2 項を参照にしてＸらの訴訟請求を棄却す
る。訴訟費用 10,010 元をＸが負担する。 
 Ｘらは一審判決に不服のため、上訴した。 
 
 ３、終審法院の判決要旨（北京市中級人民法院の判決） 
 
 製造物責任は特殊な侵権行為責任として無過失責任である。製品の製造過程において、
製造者が主導的かつ積極的な位置に立ち、製造者に限り製品の欠陥を知ることができ、欠
陥を避けえる方法を知っているはずである。このため、製造物責任は無過失責任である。
すなわち、製品の欠陥に関連する人身または財産の損害がある限り、製造者が損害賠償責
任を負う。製造者が製品品質法 29 条（改正後の 41 条）において定める（1）製品を流通に
投入しなかったこと、（2）製品を流通に投入する際に損害を引き起こした欠損が存在して
いなかったこと、（3）製品を流通に投入する時の科学技術水準では欠陥の存在を発見する
ことができなかったことの中のいずれについて証明できた場合に限り賠償責任を負わない。 
 Ｘらは、民事訴訟法 64 条 1 項の「当事者が自己の提出した主張について証拠を提出する
責任を負う」という規定に基づいて、病院によるＺの死亡診断、死体検査結論、事故通知
書などを証拠として提出した。これらの証拠は、Ｚの死について鈍器または追突などの要
因を排除し、Ｚの死がフロントガラスの爆破によることを証明できた。これは、製品に品
質上の問題があること、人身の損害事実が存在すること、損害事実と製品の品質の問題と
の間に因果関係が存在することの三つを主張立証したことになる。 
 フロントガラスが爆破したことの原因は、本件の争点になった。製品品質法 29 条の立法
趣旨からみると、製造者がフロントガラスに欠陥が存在しないこと、つまり爆破はその他
の原因によることについて証明しない限り損害賠償責任を負う。 
 Ｙは、フロントガラスの製造者であるＣ会社による 2通の鑑定報告書を提出しているが、
このガラス製造者は「民事訴訟法」72 条によって定める鑑定機関に該当しないため、この
鑑定報告書を採用することができない。Ｘは、国家質量検査センターからの鑑定報告書も
提出している。しかし、今回の鑑定は、Ｙによって一度日本のフロントガラス製造者に送
られ、それに開封された後で戻ってきた既に鑑定条件を失った相当破損された破片とその
写真に基づくものであり、フロントガラスが外部からの圧力によって爆破したことを証明
でない。このため、本鑑定報告を採用することができない。 
 製造物に欠陥があるかどうかに対する唯一の物証は、爆破した直後封印されたガラスで
ある。封印されたガラスはＹに持って行かれ、その後輸入車会社が国家質量検査センター
にフロントガラスの鑑定を依頼することをＹに再三要求したが、Ｙが輸入車会社の許可を
得ず、爆破されたフロントガラスを日本の製造者に送って鑑定したため、Ｙは輸入車会社
の求めになかなか応じなかった。その後フロントガラスが中国に戻されたが既に開封され、
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それにも相当破損されたものであって、本来のガラスかどうかに対する証明がない。この
ため、その後の鑑定を不可能にした。国家質量検査センターの鑑定がこのように本来の形
を失ったガラスに対して行ったものであり、その結果が正確とは言えない。本件において
Ｙが挙証不能の責任を負うためＸの主張を認める。民事訴訟法 153 条 1 項 2号に参照し、（1）
原審法院の判決を取り消す。（2）ＹにＺの喪葬費、Ｘらの交通費、宿泊費、鑑定費、Ｚが
扶養義務を負う者の生活費と教育費の合計 496,901.9 元をＸらに賠償するように命じた。 
 
 二、「民事証拠規定」が公布された後の事例（１）282
    コカコーラによる損害賠償事件における「挙証責任」 
        
 １、事案の概要 
  
 1999 年 8 月から 9月 30 にかけて、Ｘら（原告、被上訴人）が 3回もＹ（被告、上訴人）
会社の製造したコカコーラ、ファンタなどの飲料合計 3 箱購入し、夫婦二人と子供二人の
四人で飲んでいた。相当瓶の飲料を飲んだあとそのうちの一本のファンタオレンジジュウ
ースの瓶にストローが入っていることを発見した。このためＸが不安で 10 月 14 日に、Ａ
病院で健康検査を受けたところ、二人の子供がＢ型肝炎ＨＢＶウイルスに感染されたこと
が判明した。Ｘは子供が肝炎に感染されたのがＹのコカコーラ、ファンタ等を飲んだこと
が原因であると考え、Ｙ会社に損害賠償を求めたが、拒否された。それで 2000 年 7 月 24
日にＹ会社と販売業者Ｂを相手に訴訟を起こし 357 元の健康検査費と慰謝料 100 万元の支
払いを求めた。これに対してＹが飲料とＸらの肝炎との間に因果関係がないと主張した。 
 
 ２、一審法院の判決要旨 
 
 一審法院は、Ｙは飲料とＸの肝炎との間に因果関係がないということを主張しているが、
法定の期間内に原告の肝炎をもたらすその他の経路の存在、および瓶に入っているストロ
ーは肝炎ウイルスの感染経路にならないことに対して証拠を提出することができなかった。
そのため、Ｘらの肝炎はＹの飲料を飲んだことに起因することが推定されるべきであると
し、Ｙに対してＸに 375 元の健康検査費、100 万元の慰謝料を賠償するように命じた。 
 Ｙが判決に不服のため上訴した。 
 
 ３、終審法院の判決要旨 
 
 終審法院は本件飲料について、開栓した瓶に少量の雑物が混入した以外、何れの瓶から
                                            
282 鮑栄振「立証責任の分配の相違により逆転が演じられたコカコーラ製造物責任訴訟事
件」『中国法令』（2005 年）8 月 21 頁以下。 
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も肝炎のウイルスは検出されなかったため、合格品であると判断した。終審法院は製品の
欠陥、欠陥と損害との間の因果関係についてＸに「挙証責任」があると判断した。しかし、
Ｘの証拠では肝炎の感染はＹの製品の欠陥によることを証明することができない。原審法
院が製品の欠陥の存在と因果関係に対する「挙証責任」がＹにあると判断したことはＹの
「挙証責任」を不当に重くしたことになる。これを理由に原審法院の判決を取り消し、被
上訴人Ｘの訴訟請求を棄却する判決を下した。 
 
 三、「民事証拠規定」が公布された後の事例（２） 
     湯沸かし器の爆発による損害賠償訴訟における「挙証責任」 
 
 １、事案の概要283
 
 2004 年 3 月 7 日午前 1時 15 分ごろ、Ｘはシャワーを浴びるため湯沸かし器をつけた。先
にタオルを洗おうとした時、ガス湯沸かし器が突然爆発した。これによってＸは負傷しＡ
病院に運ばれた。Ｘの加入している保険会社の現場調査によると、浴室のドアガラスは爆
発によって破裂した。浴室に置いてあったラップは全焼し、浴室の壁に貼られたタイルは
爆発の振動によりひび割れが入った。 
 Ｘの使ったガス湯沸かし器は 1997 年 11 月 9 日に購入した、Ｙ会社製造のものであった。
Ｙ会社はこの事件を知った後 9日午後Ｘの家族に 2000 元を支払い、爆発した湯沸かし器を
取り外し持っていった。10 日Ｘの弟がＸを代理してＹ会社と協議によって「Ｘの火傷事件
の経緯と双方の処理意見」という書類を作った。この意見書においてＸの負傷した経緯に
ついて詳しく記載したほか、Ｘの家族が湯沸かし器を通常に使用できることを考慮し、Ｙ
は無料で新品の湯沸かし器を取り付けた。湯沸かし器に対する鑑定が行われず、Ｘの家族
とＹは、Ｘが退院した後その医療費などについて話し合いによって解決することを約束し
た。 
 ＸはＡ病院に火傷が全身の 28%を超えると診断され、26 日間入院した。2004 年 4 月 1 日
退院するとき、Ａ病院に退院後両足、腰と背中の左側の火傷キズが広がって関節の動きに
障害が及ばないようにリハビリを行う必要があると注意された。このほか、Ａ病院は、Ｘ
が定期的に通院することによって繰り返し診査を受け、治療に栄養サポートをする必要が
あると言っている。Ｘの入院治療費は 35,460.92 元かかった。その後、Ｙは 2 回に分けて
合計 15,000 元をＸの治療費として払った。 
 2004 年 6 月 21 日、ＸはＢ大学の医学鑑定センターに鑑定を依頼したところ、高温による
火傷のキズは平らではないため、肢体の運動に悪影響を与え、Ｘの身体障害レベルは７に
該当するという鑑定報告がなされた。 
                                            
283 魏巍（广东省中级人民法院）「黄小玲诉中山华帝燃具股份有限公司人身损害赔偿纠纷案」
『人民法院案例选』（59）（2007 年）158－160 頁。 
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 ＸとＹの間でＸに対する損害賠償金額の話がまとまらなかったためＸが起訴し、Ｙに対
して医療費などを求めた。 
  
 ２、一審の判決要旨（広東省広州市東山区人民法院 2004 東法民一初字第 1436 号判決 2005
年 1 月 31 日）284
 
 一審法院は、Ｘの提出した証拠がＹの欠陥製品による侵害事実であることを証明できな
いため、本件における事故の原因を確定することができないと判断した。これは、Ｙが湯
沸かし器を取り外して持って行き、肝心の証拠を支配し、それに対する鑑定を不可能にし
たからである。ＸはＹが湯沸かし器を取り外すことに同意したため、事故の原因を調べる
ことが不可能になったことについて責任を負い、自ら部分的な損害を負担しなければなら
ないと考えているからである。「民法通則」106 条 2 項、119 条、134 条 7 項、「最高人法院
の人身損害賠償事件を審理する際の法律適用に関する若干問題に対する解釈」17条、19 条、
22 条、24 条、25 条の規定に参照し、（1）ＹがＸに 58,925．44 元（医療費 35,460．92 元、
交通費115元、入院中の食費750元、身体障害賠償費71,904元、鑑定費235元、合計108,464．
92 元の 70%から既に支払った 17,000 元を引く）の賠償をするように命じた。 
 ＸとＹはともに上訴した。 
 
 ３、終審法院の判決要旨 
  
 Ｙは、Ｘの火傷がＹの湯沸かし器を使用したためであるということについてＸは証明で
きていないと主張している。しかし、「民事証拠規定」4 条 1 項 6 号に基づくと、Ｙは湯沸
かし器の製造者としてその製品に欠陥が存在しないこと、および免責事由について証明し
なければならない。 
 ＹはＸが国に使用禁止とされた湯沸かし器を使ったため、本件の事故が起こったと主張
し、免責を求めている。しかし、Ｙの製造した当該湯沸かし器の排気仕組みには設計上の
欠点があり、湯沸かし器使用によって発生する可燃気体が浴室に滞積し、湯沸かし器を使
用するために点火すると爆発する危険性がある。このため、国は同タイプ湯沸かし器の製
造販売を禁止した。しかしこれは、既に購入した湯沸かし器の使用を禁止したわけでない。
購入者は使用期限がまだ切れてない湯沸かし器を使うことは予想される以上、Ｙはその製
品を製造し販売した者としての責任を負っている。Ｘの火傷に対するＹの責任が免れるも
のではない。 
 Ｘの提出した事故現場の写真、保険会社の現場調査記録およびＸとＹの間で作られた「Ｘ
の火傷事件の経緯と双方の処理意見」、医学鑑定結果に基づくとＸの火傷がＹの湯沸かし器
の爆発によることが認定されると判断した。 
                                            
284 魏巍 同上『人民法院案例』160 頁。 
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 原審法院が、Ｙが湯沸かし器を取り外して持っていったため製品の欠陥に対する鑑定が
不可能になったことに対する責任をＸにあると判断したことは不合理である。Ｙは肝心の
証拠を支配し、自らそれに対する鑑定を行い問題の湯沸かし器のすべては正常であるとい
う報告をしている。この鑑定結果には証明力がない。 
 「民事訴訟法」153 条 1 項 2 号、3 号の規定に参照し、原審法院の判決の（2）を取り消
し、（1）を変更して、ＹがＸに医療費 35,460．92 元、交通費 115 元、入院中の食費 750 元、
身体障害賠償金 71,904 元、医学鑑定費 235 元、介護費 780 元、欠勤給料 459 元、栄養補充
費 750 元の合計 110,453．92 元を一括的に賠償するように命じた。 
 
 四、製造物による損害賠償訴訟における「挙証責任」に対する検討 
 
 １、「製品品質法」における証明の対象 
 
 三菱ジープフロントガラス事件の原審法院は、Ｙに過失があること、Ｙの製品とＸの損
害事実との間に因果関係が存在することについてＸが証明できなかったという理由でＸを
敗訴させた。 
 原審法院は被害者が加害者の過失について「挙証責任」があると考えている。しかし、
中国における製造物責任は、製造者に過失があるかどうかを問わず、製品に欠陥が存在し、
この欠陥が他人の財産や人身に損害を与えている限り、損害賠償責任を負わなければなら
ないという無過失責任であることについて争いがない285。「製造物責任」法 29 条（改正後
41 条）によって明文で規定する無過失責任を理解せず、このような判決を下したことは批
判されている286。その理由は、製品の製造過程において、製造者は主導的かつ積極的な地
位に立っており、製造者だけが迅速に製品の欠陥を知って、それを防止することができる。
消費者らは専門知識と全体の製造過程の理解に欠け、製品の欠陥を迅速に発見し、自らの
行為で発生する欠陥を防ぐことは不可能に近いからである287。原審法院が過失責任はＸに
あると判断したことには賛成できない。 
 「製品品質法」41 条 1 項288によると、（1）製品に欠陥があること、（2）人身又は欠陥製
品以外の財産での損害の発生、（3）損害と製品の欠陥との間に因果関係が存在することが
証明対象になる。「主張した者が挙証する」という「挙証責任」分配の一般原則によれば被
害者は以上の三つの要件に対して「挙証責任」を負う。 
                                            
285 李文隆「由一起摩托车质量纠纷案想到的」『中国质量技术监督』（2009 年）6 期 32 頁。 
286 栗津光世「中国における自動車ＰＬ5例－欠陥の立証責任、懲罰賠償、準拠法を中心と
して－」『中国法令』（2005 年）10 月 3 頁。 
287 村上幸隆「中国の製造物責任訴訟における証明責任」『中国法令』（2007 年）11 月 3 頁。 
288 「製品品質法」41 条 1 項の規定は「製品に欠陥が存在することにより人身又は欠陥製品
以外のその他の財産に損害をもたらした場合は、生産者は、賠償責任を引き受けなければ
ならない」である。 
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 「製品品質法」41 条 2 項289によると、免責事由に対する「挙証責任」が製造者にある。
免責事由というのは抗弁事実のことであり、具体的には以下のことを指す。（1）製品を流
通に投入していないこと、（2）製品を流通に投入したときに、損害を惹起した欠陥が存在
しなかったこと、（3）製品を流通に投入したときの科学技術水準では、欠陥の存在を発見
することができなかったことの三つである。 
 製造者は抗弁事実としての（2）の人身又は欠陥製品以外の財産での損害の発生に対する
「挙証責任」は損害賠償を主張する被害者にあることについて議論がないが（1）の製品に
欠陥があることおよび（2）の因果関係に対して被害者に「挙証責任」があるかどうかは問
題となる。製品の欠陥と因果関係に対する「挙証責任」を検討する前に、証明妨害の効果
としての「挙証責任」転換に対して検討する。 
 
 ２、証明妨害による「挙証責任」の転換 
 
 （１）三菱ジープフロントガラス事件は、製品の欠陥と因果関係に対する「挙証責任」
が製品の製造者にあると（終審法院に）判断された事例であると紹介される場合が多いが、
実際は証明妨害による「挙証責任」転換と思われる。 
 本件においては、Ｙがフロントガラスを持ち出して当該ガラスを製造した日本会社に私
的鑑定を依頼した。ガラス製造会社はＹと同様な立場にあるため、その鑑定結果が法院に
認められなかった。事故当時のガラスの封印がガラス会社の鑑定のために破られ、しかも
日本から戻ってきたガラスは再鑑定ができないほど破損していた。これは一種の証明妨害
であると考えられるべきである。製品の欠陥と因果関係に対する「挙証責任」がＸにある
とされても、この証明妨害により、「挙証責任」がＹに転換されたケースである290。また、
本件は証明妨害の事例であることに賛成しながら、終審法院が立証妨害に当たって「民事
証拠規定」7条の「法律に具体的な定めがなく、この規定その他の司法解釈により「挙証責
任」の負担を確定するすべのない場合には、人民法院は、公平の原則及び信義誠実の原則
に基づき、当事者の挙証能力等の要素を総合して「挙証責任」の負担を確定することがで
きる」という規定に基づいて「挙証責任」をＹに負わせたと紹介する者がいる291。このよ
うに紹介した者が本件は「民事証拠規定」が出される前の事例であったことを知らないだ
ろう。それに、本件の場合は「挙証責任」に対する規定がないことに当たるものではない。
本件は、「製造物責任法」の要件が明確で、それに「挙証責任」分配の一般原則に該当する
                                            
289 「製品品質法」41 条 2 項は「生産者は次の各号に掲げる事由の一つがあることを証明す
ることができる場合は、賠償責任を引き受けない、（1）製品を流通に投入しなかったとき。
（2）製品を流通に投入する祭に、損害を引き起こした欠陥が存在していなかったとき。（3）
製品を流通に投入する時の科学技術水準では欠陥の存在を発見することができなかったと
き」と規定した。 
290 村上幸隆 前掲注 4頁。 
291 贺秋平「析民事诉讼中举证妨害行为」『法律适用』（2003 年）9 月 40 頁。 
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ものであり、証明妨害によって「挙証責任」が転換された典型的な事例である。 
 
 ３、証明度の軽減 
 
 湯沸かし器の爆発事例において原審法院は、Ｙが爆発した湯沸かし器を取り外し持って
いったことも証明妨害に当たると考えている。すなわち、原審法院はＹが肝心の証拠を支
配し鑑定を不可能にしたため、「民事証拠規定」75 条の「一方の当事者が証拠を保有するの
に正当な理由なく提供を拒絶する旨を証明する証拠がある場合において、相手い方当事者
が当該証拠保有者に不利である旨を主張したときは、当該主張が成立したものと推定する
ことができる」という規定に基づいて、Ｙが製造した湯沸かし器はＸを火傷させたことを
推定するとした。 
 原審法院は、Ｙが湯沸かし器を取り外すことにＸが同意したため、部分的な責任を負う
べきだと判断したが、このことは不合理であると指摘した終審法院の意見に筆者は賛成で
ある。 
 しかし、終審法院は、Ｙに証明妨害行為があるために「挙証責任」がＹに転換されると
考えてＹを敗訴させたわけではない。終審法院は、Ｘの提出した証拠は事故現場の写真、
保険会社の現場調査記録、ＸとＹの間で作られた「Ｘの火傷事件の経緯と双方の処理意見」、
医学鑑定書などによってＸの損害事実とこの損害がＹの湯沸かし器によると認定し、Ｘの
訴訟請求を認めたのである。これは決してＹの証明妨害行為によって挙証責任がＹに転換
されることによってＹが敗訴したわけではない。 
 終審法院は、原審法院がＸの証拠から損害事実と事故原因を確定できないと判断したこ
とに対して、原審法院は客観的真実を証明度にしたからであると考えている。引き続き、
客観的真実を証明度にしたら本件の事実は確かに不明になるが、民事訴訟においては、判
決は客観的真実より、法的真実を基礎にしたほうが合理的であると指摘している292 。終
審法院は証明度を軽減する考えから、Ｘの損害事実およびＸの火傷とＹの湯沸かし器の欠
陥との間に因果関係が存在することを積極的に容認したのである。 
 証明度を低くすることによって、事案が真偽不明に陥る半歩手前に事実認定をすること
は、被害者の証明困難を考慮した結果であろうと思われ、終審法院が被害者を救済できた
判決を下したことに賛成する。 
 
 ４、製品の欠陥の存在と因果関係に対する「挙証責任」 
 
 （１）「製品品質法」46 条によると「欠陥」とは、「製品に人身又は他人財産の安全に危
害を及ぼす不合理な危険が存在することをいう。製品に人体の健康及び人身又は財産の安
全を保障する国家標準又は業種標準がある場合は、当該標準に適合しないことを言う」。従
                                            
292 魏巍 前掲注 167 頁。 
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って、製品に人身又は他人財産の安全に危害を及ぼす不合理な危険が存在することおよび
製品に国家標準又は業種標準があり、当該基準に合致しないことは選択的な証明対象にな
る。欠陥の存在時期について「流通投入時」を持って抗弁事由とすることから、請求原因
事実としての「欠陥」の存在時期に関しては、「損害発生時」と解すことができず、もしろ、
「損害の原因たる事実発生時」と解すべきである293。また、「欠陥」の形式には、製品設計
上の欠陥、製造上の欠陥、警告上の欠陥がある294ので、損害の原因たる事実の発生時にお
いて、製品に以上の具体的な欠陥が存在することが証明の対象となる。欠陥の存否は、因
果関係領域における問題でもある。 
 「主張した者が挙証する」という一般原則でいけば、請求原因である事実に対する「挙
証責任」が被害者にあるから製品の不合理な危険性又は国家基準に合致しないこと、欠陥
と損害との間の因果関係に対する「挙証責任」が被害者にあることになる。 
 （２）コカコーラ事件の原審法院は、Ｙが原告の発病をもたらしたその他の経路の存在、
およびコカコーラ瓶に入っていたストローにＢ型肝炎のウイルスがなく、それが感染経路
にならないことを立証できる証拠を提出していなかったため、Ｘらの肝炎は、Ｙの不合格
飲料を飲んだことに起因すると推定されるべきであると判断した。これは、原審法院が、
製品の欠陥および損害事実と製品の欠陥との間に因果関係が存在しないことについての
「挙証責任」が製品の製造者にあると考えているからであろう。筆者も原審法院と同様な
考え方をしているが、終審法院は、製品の欠陥および欠陥と損害との間の因果関係に対し
て被害者に挙証責任があると判断し、これらの「挙証責任」をＹに負わせることはＹの「挙
証責任」を無断に過重化したことになると指摘した。 
 （３）製品の欠陥の存在および因果関係に対する「挙証責任」を製造者と使用者のどち
らに負わせたら合理的であろうか。 
 中国においては、民事訴訟制度における「挙証責任」が明確ではなく、また職権主義が
採用されているという事情から、製造物責任訴訟においても製造者が勝訴することが非常
に難しいということが295製造者の立場に立って指摘される場合がある。しかし、実際には
そうでもないと思われる。以上に挙げた事例からも分かるように、特に製品の欠陥おより
因果関係に対する挙証責任分配の結果で使用者を敗訴させた事例も少なくない。訴訟物が
900 万元の巨額で注目された「横浜ゴム製造責任訴訟事件」の一審法院も、製品の欠陥およ
び因果関係に対する「挙証責任」は使用者にあると判断して使用者を敗訴させた296。この
種の事例には事欠かない。 
 欠陥製品の使用者は被害者でもあり、欠陥の存在と因果関係に対する挙証責任を被害者
に負わせ、それを証明できなかったという理由で被害者を敗訴させることには不合理が感
                                            
293 村上幸隆 前掲注 2頁。 
294 左丹＝田柯＝ 朱宏＝ 耿仁文＝ 李雪芬「从一起医疗纠纷赔偿谈缺陷产品」『中华医院管
理杂志』（2005 年）5 期 332 頁。 
295 暁 琢也「中国市場における製品事故リスク」『中国法令』（2008 年）8 月 34 頁。 
296 鮑栄振「横浜ゴム製造物責任訴訟事件」『中国法令』（2005 年）7 月 19 頁以下。 
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じる。 
 日本においても、過失責任であった製造物責任は、「日本製造物責任法」の施行によって
無過失責任とされ、欠陥責任を原則とするようになった。そのうえ、被害者の立証負担の
軽減を図るために、行政庁および中立的な民間の検査機関による事故原因の究明機能の充
実化、または情報の保護と情報収集の確保との両方を配慮した事故情報の積極的提供など
の方法が採択された297。「日本製造物責任法」により過失責任が欠陥責任に変わったといっ
ても、訴訟審理の中心は製品の欠陥の存否、因果関係の存否に移っているため、被害者が
主張並びに証明の困難に曝される恐れがある298と言われている。ドイツの製造物責任の判
例も被害者の立証軽減を図るために、いわゆる危険領域説にもとづいて製造者の帰責事由
に関して「挙証責任」の転換を認め、因果関係については表現証明に基づいて被害者の立
証軽減を認めている299。 
 製造物責任の領域では、消費者は証拠に近くないため、挙証責任の転換を認める必要は
ある。ドイツでも因果関係の一部について挙証責任の転換が認められ、挙証責任理論の通
説である規範説が批判されている。300
 これらは、被害者の挙証責任を軽減しないとそれに対する救済が難しいからであろう。 
 （４）中国では製品の欠陥と因果関係の存否に対する挙証責任が製品使用者にあると考
える最大の理由は、消費者に対する保護が社会発展の足並みを超えてはならないし、企業
の資源には制限があるため、挙証責任による結果責任を企業に負わせると、企業は常に訴
訟に纏われ、技術発展や社会を豊かにすることを実現できない。消費者の製品の欠陥と因
果関係の存否に対する挙証責任が免れると、消費者は訴権を乱用する現象がエスカレート
し、企業の倒産を招く恐れがある301。これは、消費者を技術発展や社会発展、企業生存の
犠牲者にすることに等しいである。企業は製品の欠陥による損害賠償を負わないと、企業
が欠陥のない製品を製造しようと努力しなくなり、技術開発もしなくなる可能性が高くな
り、却って社会の発展によくない。欠陥のある製品を製造した企業は消費者に訴えられな
くても、企業同士の競争力によって破綻するだろう。 
 いわゆる規範説も含まれる法律要件分類説によるドイツや日本の挙証責任分配、分配原
理はそれに似ている「主張した者が挙証する」という中国民事訴訟挙証責任の一般原則は
製造物責任の領域において妥当されない。 
 （５）製造物責任を含む権利侵害訴訟における被害者の弱い立場や加害者の能力、裁判
                                            
297 春日偉知郎「証明責任」『ジュリスト』1051 号（1994）29 頁。 
298 松本博之「製造物責任訴訟における証明責任と証明軽減」『判例タイムズ』862 号（1995
年）67 頁。 
299 円谷 峻「製造物責任訴訟における立証責任の転換（上）西ドイツ通常裁判所第六民事
部（1988 年）6 月 7 日判決（レモネード・ビン爆発事件判決）を中心にして」『ＮＢＬ』446
号の 13 頁。 
300 浜上則雄「製造物責任における証明問題（三）」『判例タイムズ』312 号（1974 年）2頁。 
301 程雪梅 前掲注 105 頁。 
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の公正および効率を考慮し最高人民法院が「民事証拠規定」4 条を公布した302。「民事証拠
規定」4条 1項 6号「欠陥製品により人に損害をもたらした権利侵害訴訟について、製品の
生産者が法律所定の免責事由について挙証責任を負う」という規定は挙証責任転換の規定
であるとされる。これは、製品品質法 41 条の欠陥および因果関係のそれぞれ不存在につい
て製造者が挙証責任を負うということを明確に規定したものであるとされる303。 
 「民事証拠規定」の裁判実務における効果としては、被害者は製品の欠陥さえ証明すれ
ば、欠陥と損害との間の因果関係が事実上推定され、製造者は免責事由について証明しな
い限り、被害者の損害を賠償しなければならないということになる。被害者は、製品の欠
陥に対して、抽象的ではなく具体的に証明しなければならない。具体的に証明するという
証明の程度であるが、日本の学者によると、被害者は、この欠陥は製造物のどの箇所にあ
り、それが製造物のどの領域で、どのような原因によりどのようなメカニズムによって生
じたのかまで証明する必要がないという。たとえば、製造者の製造した車のフロントガラ
スは、通常走行中に外的圧力を受けていないのに爆破したこと、製造者の製造した同箱コ
カコーラの開栓していない瓶にストローが入っていたこと、湯沸か器は通常使用中に爆発
したことを証明できていれば、当該製品に欠陥があるということになり、この欠陥と損害
結果との間に因果関係が存在することは事実上推定される。「民事証拠規定」4 条 1 項 6 号
に基づいて、製造者は欠陥が存在しないことを含む（製品品質法 41 条 2 項の）免責事由に
ついて証明しないと敗訴するわけである。製造者は免責事由について証明できれば、損害
結果と製品の欠陥との間に因果関係が存在しないことが事実上推定され、敗訴危険から免
れる。結果的には、製品の欠陥及び因果関係の不存在に対する「挙証責任」が製造者にあ
ることになる。 
 （６）弱者の立場にある被害者の保護といった立法趣旨に反する（1993 年製品品質法を
起草する際になされ、結局採用されなかった提案である）製品の欠陥および欠陥と損害結
果との因果関係の存在に対する「挙証責任」を被害者に負わせることは、社会通念に照ら
して不合理である。304また、世界的にみても、被害者救済の立場から製造物責任訴訟にお
ける被害者の立証を軽減するための表現証明（証明度を下げる）や一応の推定（事実上の
推定）、証明妨害による「挙証責任」の転換といった方法が行われている。 
 製造物責任訴訟では、「主張した者が挙証する」という民事訴訟法 64 条の規定があるに
もかかわらず、被害者は自らの主張を充分に立証しなくても敗訴の危険がない、裁判官に
「挙証責任」に関する知識もないという考え方305や欠陥と因果関係に対する「挙証責任」
                                            
302 陈芳「浅论产品质量侵权诉讼中的举证责任分配」『现代经济信息』338頁。 
303 村上幸隆 前掲 5頁。 
304 全国人民代表大会法制工作委员会经济法室 ＝国家技术监督局政策法规司「 产品质量法
适用指南」民主法制出版社（1994 年）106 頁。 
305 柳陽「中国の製造物責任訴訟における立証活動をめぐる現状と課題」『国際商事法務』
35 巻 6 号（2007 年）774 頁。 
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転換に法的根拠がないと言った考え方306に賛成できない。製造物責任訴訟において「主張
した者が挙証する」という一般原則では被害者救済が図れないため、裁判官は製造物責任
法の立法趣旨や最高人民法院の「民事証拠規定」4条 1項 6号の規定に基づいて被害者救済
を図った判決を下した裁判事例に賛成である。 
 2010 年 7 月１日から施行された「侵権責任法」307も引き続き無過失の原則を維持するた
め、過失の有無は証明の対象にならない。「侵権責任法」のもとでも「民事証拠規定」4 条
1項 6号の規定が適用され、欠陥および欠陥と損害結果との間の因果関係に対する「挙証責
任」を製造者に負わせるべきであろう。 
 
     第三節 医療過誤による損害賠償訴訟における「挙証責任」 
 
 医療過誤による損害賠償訴訟は増えて社会全体に注目されている。2007 年 11,000 件であ
ったが 2008 年になると 13,800 件まで増えた308。 
 特に、医療過誤による損害賠償訴訟における「挙証責任」分配の問題は注目の焦点とな
っている。「民事証拠規定」が公布施行される前から、医療過誤訴訟における「挙証責任」
は既に重要な問題となっていたし、「民事証拠規定」が公布施行されてから学界および社会
全体の議論を巻き起こし、賛否両論ができた。2008 年の「侵権責任法（草案）」58 条は「民
事証拠規定」における「挙証責任」分配と異なる規定を設けたことによって医療過誤訴訟
における挙証責任論争がもっと激しくなった。医療過誤訴訟における「挙証責任」分配の
あり方は一体何だろう309という疑問がある。話題の「侵権責任法（草案）」58 条は、現在既
に正式的に立法化され、2010 年 7 月 1日から施行されることになった310。 
 2010 年 7 月 1 日から「侵権行為法」は施行されたので、医療過誤訴訟はこの法律を適用
することになる。施行されたばかりで、裁判事例はまだ出ていないので、本稿に挙げる事
例はすべて「民法通則」および「医療事故処理条例」を適用したものである。 
 医療過誤訴訟における「挙証責任」分配をどうようにするべきなのか、この問題につい
て裁判事例（2010 年 7 月 1 日から「侵権行為法」は施行されたので、医療過誤訴訟はこの
法律を適用することになる。新法は施行されたばかりで、裁判事例はまだ出ていないので、
本稿に挙げる事例はすべて「民法通則」を適用したものである。）を加えて検討したい。 
  
                                            
306 鮑栄振 前掲注 23 頁。 
307 「侵権責任法」41 条には「製品の欠陥により人に損害をもたらした場合、製造者は権利
侵害責任を負わなければならない」と規定されている。 
308 王胜明 前掲注 10 頁。 
309 王国征「医疗侵权证明责任的价值取向－兼评我国「侵权责任法（草案）」（二次审议稿）
58 条」『政法论丛』（2009 年）10 期 71 頁。 
310 「中国侵権行為法」58 条。 
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  一、輸血によるエイズ感染損害賠償事例（1）311
 
 １、事案の概要 
 
 Ｘら（原告、上訴人）の母親であるＡは、1997 年 7 月 30 日、出産のためにＹ（被告、上
訴人）病院に入院した。8月 1日Ｘ１を出産した。8月 4日、ＸはＹから 400 ミリの血液の
輸血を受け、その後退院した。Ａに輸血したのがＹの採血規則違反による血液であって、
この件についてＹはＢ市衛生局の処罰を受けた。1999 年 4 月 16 日、ＡはＣエイズ検査測定
センターによってエイズに感染されたと診断され、1999 年 5 月 16 日Ａはエイズによって死
亡した。Ｘ１はＡの母乳を飲んでいので、2002 年 5 月 28 日Ｃエイズセンターの検査を受け
たところ、エイズに感染されたことが判明された。 
 ＸらはＹに対して訴訟を起こし、Ａの医療費とＸらの生活費、慰謝料など合計 15,387,692
元の損害賠償を求めた。これに対してＹは、採血規則違反による血液を輸血したことが事
実であるが、献血者が感染病にかかっていない健康的な人であるため、輸血はＡの死と因
果関係がない。または、輸血は唯一のエイズ感染経路ではない、ＸらにＡがその他の感染
経路がないことを証明する証拠がない。さらに、Ａが輸血を受けてから 2 年経っていない
うちに死亡し、エイズの発病規律に合致しないと主張した。 
 
 ２、一審法院の判決要旨（河北省邢台市中級人民法院（2003）邢民一初字第 8号判決） 
 
 Ｙは国家の採血規則に違反し採血を行い、献血者の身分登録をしなかったため、採血源
を調べることができない。Ａがエイズに感染されたこととＹの輸血行為との間に因果関係
が存在しないことに対する挙証責任がＹにある。しかしＹは、Ａに輸血したが、それはエ
イズに感染されていない血液であること、Ａが他の経路によってエイズに感染されたこと
を証明しない限り、Ｙの輸血行為とＡの死亡との間に因果関係が存在することが排除され
ない。「民法通則」119 条、「民事証拠規定」4条 1項 8号などの規定に基づいて、ＹがＸら
に慰謝料等合計 362,042.55 元を賠償するように命じた。 
 ＹとＸら共に上訴した。 
 
 ３、終審法院の判決要旨（河北省高級人民法院（2004）冀民一終字第 38 号判決） 
 
 Ｄ医学教授によると、エイズの潜在する期間は一般的に４、５年であると言われている
が、場合によって１、２年の潜在期もある。潜在期がエイズウイルスの量によって異なる。
                                            
311 张建英（河北省邢台市中级人民法院）「王为军等诉沙河康泰医院为患者输用私采血导致
感染艾滋病案（医疗侵权诉讼的证明责任）」『人民法院案例选』民事专辑（2005 年）566頁
以下。 
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Ａの場合は、輸血という形で大量なウイルスに感染されたケースであるため、潜在期は比
較的に短かった。原審法院は、Ａの死とＹの輸血行為との間に因果関係および過失が存在
しないことについての挙証責任がＹにあるが、本件を受理するときに「民事証拠規定」が
まだ公布施行されてなかったため、それを参照することもできない。「民事訴訟法」と「民
事訴訟法適用意見」の挙証責任に関する条文を参照すべきである。原審法院の事実認定に
不当なところはないため、「民事訴訟法」153 条 1 項 1 号の規定に基づいてその判決を維持
する。 
 
 ４、本件における「挙証責任」分配に対する検討 
 
 本件は「民事証拠規定」が公布施行される前に受理した事件である。原審法院は 2001 年
10 月 15 日に一回判決下したが、終審法院に差し戻された。差し戻された事件を再審理中、
2002 年 4 月 1日から「民事証拠規定」が公布施行された。原審法院は 2003 年 12 月 18 に改
めて判決を下したがそれが前回の判決と同様な結論であった。すなわち、原審法院は因果
関係および過失が存在しないことに対する挙証責任が医療機関にあると判断し、それを敗
訴させた。この結論は終審法院によって一回差し戻されたにもかかわらず、原審法院は公
布施行されたばかりの「民事証拠規定」に基づいて、もう一回判決を下した。二回目の判
決は「民事証拠規定」を適用したことが妥当ではないと終審法院に指摘され、終審法院は、
本件は「民事訴訟法」と「民事訴訟法適用意見」の「挙証責任」に関する規定を参照しな
がら原審法院の判決を維持した。「民事訴訟法」の挙証責任に関する規定と言えば、64 条の
「主張した者が挙証する」という「挙証責任」の一般原則であり、「民事訴訟法適用意見」
の「挙証責任」に関する規定はおそらくその 74 条のいわゆる「挙証責任」転換の規定を指
していると思う。この 74 条において列挙された訴訟の中に医療過誤による損害賠償訴訟は
入っていないため、「挙証責任」転換対象に当たらない。終審法院の意見でいけば、本件は
「主張した者が挙証する」一般原則によるべきある。しかし、終審法院は、因果関係およ
び過失の不存在に対する「挙証責任」を医療機関に負わせた原審判決を維持した。これは、
「民事証拠規定」が実際に参考されたからであろう。 
 「民事証拠規定」の施行は、医療過誤訴訟のハードルを低くし、医療過誤訴訟を急速に
増加させたという非難312にも全く理由がないわけではない。「民事証拠規定」が適用される
ことによって、因果関係および過失の不存在に対する「挙証責任」が医療側に転換し、患
者は証明困難から解放され、医療過誤の被害を被った患者が勝訴する可能性が高まったか
ら、医療過誤訴訟が増えることは当たり前であろう。 
 しかし、「民事証拠規定」が公布施行されたからと言っても、被害者である患者は充分な
救済を得られないおそれがある。この問題を次の事例によって検討する。  
                                            
312 王琼书＝刘幼英＝陈大军「医疗纠纷诉讼不适用于审判的简易程序」『中华医院管理杂志』
2004 年 20 巻 4号 225頁。 
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 二、出血対応不十分による貧血死損害賠償事例（２）313
 
 １、事案の概要 
 
 2001 年 8 月 3 日、Ｘら（原告、上訴人）母子五人の家族（夫、父親）Ａは「胸部および
背中の痛みが半月続けた」ということでＹ（被告、被上訴人）病院にかかった。ＣＴとＭ
ＲＩなどによる検査で主動脈腫瘤と診断され、手術を行うことになった。手術前の準備段
階において、手術忌避症状がなかったので、2001 年 10 月 10 日腫瘤を切除し、人工血管置
き換え手術を行った。手術後当日の 19 時 40 分にＹはＡをＩＧＵ病室に移した。手術中に
4000 ミリの出血し、重度低血容量によるショックを起こし、重度貧血、代謝性酸中毒、低
カリウム高ナトリウム血症、呼吸循環衰弱を起こし 2001 年 10 月 11 日 12 時死亡した。翌
日、ＸらはＢ検死センターに対してＡの検死を依頼した結果、手術による動脈硬化、貧血
による死亡と診断された。2001 年 12 月 18 日ＸとＹ双方共に、Ｂ医療鑑定委員会に対して
鑑定を依頼した。Ｂは一級医療技術事故という鑑定報告を出した。Ｙは当該鑑定報告に不
服のため、Ｃ医学会に対して医療技術事故に対する再鑑定を申し込んだ。Ｃ医学会は、（1）
Ｙは手術前において厳格的な計画と討論をしなかったし、手術中における出血対応措置も
不十分であって、Ｙに技術的な過失がある。（2）Ａの死とＹの技術的な過失との間に直接
的な因果関係が存在する。（3）ＹはＡの死に対して副次的な責任を負う。Ａの医療費は保
険から出た部分を除くと、16,737.74 元である。2004 年 6 月 21 日、ＸらはＹに対して訴訟
を起こし、Ａの医療費等合計 361,043．75 元の損害賠償を請求した。 
 
 ２、一審判決の要旨（雲南省昆明市五華人民法院（2004）五法西民事初字第 255 号判決） 
 
 一審法院は、Ｃの鑑定結果に基づくとＹの医療過失とＡの死との間に因果関係が存在し、
ＹはＡの死に対して副次的な責任を負うため、合計損害額および慰謝料のうちの 40 パーセ
ントを賠償しなければならないと判断した。「民法通則」106 条、「民事訴訟法」107 条、国
務院の「医療事故処理条例」49 条 1 項314、15 条315の規定に参照して、ＹはＸらに対して
16,764.8 元の賠償をするように命じた。 
                                            
313 余峰（云南省昆明市中级人民法院）「范田英、范玉芬、 范玉仙、 范玉华、 范松林诉昆
明医学院第一附属医院医疗事故损害赔偿纠纷案」『人民法院案例选』（2006 年 4期）（总 58
辑）134 頁以下。 
314 「医療事故処理条例」49 条 1 項に「医療事故賠償については、次の各号に掲げる要素を
考慮し、具体的賠償金額を確定しなければならない。（1）医療事故の等級（2）医療事故損
害結果における医療過失行為の責任程度（3）医療事故の損害結果と患者の既存の疾病状況
との間の関係」と規定されている。 
315 「医療事故処理条例」15 条は「医療過失行為が発生して又はこれを発見した場合には、
医療機関およびその医務人員は、直ちに有効な措置を講じて患者の身体の健康に対する損
害を回避し、又は軽減し、損害の拡大を防止しなければならない」と規定した。 
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 Ｘら五人は不服のため上訴した。 
 
 ３、終審法院の判決要旨（雲南省昆明市中級人民法院（2004）昆民三終字第 614 号判決） 
 
 終審法院は、「民事証拠規定」4 条 1 項 8 号の規定に基づくと、ＹがＸの損害結果と医療
行為の間に因果関係および医療過誤が存在しないに対して挙証責任を負う。Ｃ医学会の鑑
定から、Ｙに医療過失があり、この過失がＡの貧血死を招いた直接的な原因であるとこと
が認定される。しかし、Ｙはこの鑑定を覆す証拠、すなわち因果関係と過失が存在しない
こと（ＡとＸらに過失があること）について証明しなかった。このため、Ｙは全部の賠償
責任を負わなければならない。「民事訴訟法」153 条 1 項 2号、3号および 107 条、「医療事
故書処理条例」34 条316、49 条317、50 条318の規定に参照し、（1）一審判決と取り消す。（2）
ＹがＸにＡの医療費および慰謝料等合計 58,649.74 元を賠償するように命じた。 
 
 ４、本件における損害賠償額に対する検討 
 
 本件の医学会の鑑定によって、医療機関に医療過失があり、この医療過失と患者の貧血
死との間に因果関係があると判断された。理解できないのは、医学会の鑑定は、医療機関
が患者の死に対して副次的な責任を負うということまで判断したことである。原審法院は、
この鑑定結果に忠実であり、医療過誤および医療過誤と患者の死との間に因果関係が存在
することを認めた。このように認めた以上、原告側の合理的な賠償請求額を全部認めるべ
きであったが、原審法院は医学会の鑑定に従い、合理的な賠償請求の 40%を医療機関が負担
すると判断した。 
 終審法院は、医療機関の過誤、およびこの過誤と患者の死との間に因果関係が存在する
限り、医療機関は原告の合理的な賠償請求を全部負担しなければならないと、終審法院の
判決を直した。 
 原審法院のやり方は、以下の事例においても現れている。 
 
 三、虫垂炎手術範囲拡大による損害賠償事例（３）319
                                            
316 「医療事故処理条例」34 条の規定は「医療事故技術鑑定については、鑑定費用を収受す
ることができる。鑑定を経て医療事故に属する場合には、鑑定費用は、医療機関がこれを
支払う。医療事故に属さない場合には、鑑定費用は、医療事故処理申請を提出した一方が
支払う。鑑定費用標準について、省、自治区及び直轄市の人民政府の価格主管部門が同級
の財政部門及び衛生行政部門と共同して定める」である。 
317 「医療事故処理条例」49 条 1 項は前掲注、2項の規定は「医療事故に属さない場合には、
医療機構は、賠償責任を引き受けない」である。 
318 「医療事故処理条例」50 条は、医療事故損害賠償額の計算する規定である。 
319 魏术（广东省东莞市中级人民法院）「周征文诉东莞市长安医院医疗损害赔偿纠纷案」『人
民法院案例选』（2008 年总第 63 辑）96 頁以下。 
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 １、事案の概要 
 
 Ｘ（原告、上訴人）は 2004 年 7 月 22 日夜 12 時、腹の痛みによってＹ病院にかかった。
Ｙは検診した結果Ｘが慢性虫垂炎急性発作と診断した。23 日零時ＹはＸの虫垂切除手術中
において、Ｘがほかの二種類の腸の病気にかかっていたことを発見した。ＹはＸの妻Ａの
同意を得たうえ三種類の手術を同時に行った。手術後、Ｘの病気は好転することなく、切
開傷が裂けたのでＹはこれに対応できず、2004 年 7 月 31 日ＸをＢ病院に移させた。ＸはＢ
病院に 79 日間入院することによって 2004 年 10 月 19 日に病気が治って退院した。2005 年
9 月 2日、ＸとＹと共にＣ医学会に対して医療事故鑑定を依頼した。Ｃの鑑定において多数
意見と少数意見は分かれた。多数意見は、虫垂炎以外の二つの腸病気が典型的な症状がな
いため、診査によっては診断できない。これはＹの医療過誤によるものではなく、医学上
は診断し難い現象である。しかし、ほかの二つの腸の病気は手術中において発見された後、
Ｘの同意を得てから手術を行ったので、Ｙに医療過誤が存在しない。少数意見は、三つの
手術を同時に行うことが医学上許されるが、多種類の手術にともなう合併症を起こす確立
が高いということを充分に予想してなかったと述べた。結局、Ｃの鑑定は多数意見による
ものであり、Ｙに医療過失が存在しないという結論を出した。ＸはＣの鑑定結論に不服の
ため、Ｄ医学会に対して鑑定を依頼した。Ｄ医学会は、多種類の手術を同時に行うと合併
症が起こる可能性が高いので、Ｙが虫垂炎といった主な手術を先に行い、ほかの手術を一
時見合わせるべきである。Ｙのこう言った不十分とＸの損害事実と間に因果関係が存在し
ない。本件は医療事故ではないため、Ｙが責任を負わないということも判断した。 
 
 ２、一審判決の要旨 
 
 原審法院は、Ｄ医学会が多種類の手術を同時に行うと合併症が起こる高い確率を充分に
予想し得なかったと判断しているが、Ｃ医学会はこのような多種類の手術を同時に行うこ
とが許されると判断しているため、Ｙに主観的な過失が存在しない。従って、ＹはＸに対
して賠償責任を負わない。ＹはＸが治療によって巨額の医療費をかかり生活困難に至った
ことを考慮しＸに 15,000 元の補償をするという意思表示を支持する。「民事訴訟法」64 条、
128 条、「医療事故処理条例」2条、32049 条 2 項に基づいて、ＹはＸに 15,000 元を補償する。
Ｘのその他の訴訟請求を棄却し、訴訟費用 5270 元をＸが負担するという判決を下した。 
 Ｘの上訴理由は、法院が自分の提出した医学資料などの証拠を全く考慮せず、相矛盾し
ている鑑定結果だけに頼って判決を下したことは不合理であるという理由で上訴した。 
 
                                            
320 「医療事故処理条例」2条は「この条例において「医療事故」とは、医療機構およびそ
の医務員が医療活動において、医療衛生管理の法律、行政法規、部門規則並びに診療過誤
規範及び規則に違反し、過失により患者の人身損害をもたらす事故をいう」と規定した。 
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 ３、終審法院判決の要旨 
 
 終審法院は、Ｄ医学会に対して三つの質問を答えるように求めた。（1）鑑定報告におい
て「医療不足」というのはＹに医療過誤があったという意味なのか。（2）Ｘの損害は多種
類の手術を同時に行った合併症によるものであるのか。（3）Ｙの医療不足は合併症を引き
起こす確率を増加させたと判断しながらＹの医療不足とＸの損害との間に因果関係が存在
しないとみることは相矛盾しているのではないか。医学会は以上の問いに答えなかった。
「民事証拠規定」4条 1項 8号に基づくと、ＹはＸの損害事実と医療行為との間に因果関係
および医療過誤が存在しないことに対して挙証責任がある。このためＹは、Ｃ医学会の鑑
定報告書を証拠として提出した。Ｙは手術の危険性をＸに説明したが、「医療事故処理条例」
11 条の医療機関は「患者に対して不利な結果が生じるのを避けなければならない」ように
する義務がある。ＣとＤ医学会の両方とも、Ｙの行為は医療事故ではないと認定している
が、多種類の手術を同時に行うと合併症が起こる確率が高いことを認めている。Ｘに対す
る手術の範囲を拡大したことはＹの医療過誤そのものである。Ｘの手術にともなう合併症
という損害結果はＹの多種類の手術を同時に行った医療過誤に起因するものである。具体
的な状況を考慮したうえ、ＹはＸの損害に対して 40%の賠償をしなければならない。「民事
訴訟法」153 条 1 項 2 号 158 条の規定に基づいて、原審法院の判決を取り消す。ＹはＸに
48,070.27 元（医療費など合計×40%＋慰謝料 10,000 元）の損害賠償をするように命じた。 
  
 ４、本件における損害賠償額に対する検討 
 
 本件Ｂ医学会は医療過誤が存在しないと判断しことに対してＤ医学会は医療過誤の存在
を認めている。原審法院はＢ医学会の鑑定に基づいて、医療過誤が存在しないと判断しな
がら、医療機関の患者に生活補償という形で 15,000 元を支払うという意思に従う判決を下
したことはおかしいであろう。 
 終審法院は、Ｄ医学会が過失の存在を認めながら、この過失が原告である患者の損害と
の間に因果関係が存在しないと判断したことを批判し、医学会の法廷での説明を要求した
が医学会が応じなかった。このため、多種類の手術を同時に行うと合併症を引き起こす確
率が高いことを充分に予想しなかった医療機関の過失は、患者の合併症による損害との間
に因果関係存在すると認めた。終審法院は、医学会の鑑定に従わなかった点で優れていた
が、原告の合理的な賠償請求額の 40%に対して被告が負担すると判断したことに理解できな
い。 
 法院は事実に対する審理を行わず、ただ医学鑑定結果に頼る事例はほかにもある321。法
院は、このような医学鑑定結果に頼る方法に賛成できない。法院は医療過誤訴訟の裁判に
                                            
321 张天智「白联军与泸州医学院附属医院因医疗事故以外的原因引起的医疗纠纷损害赔偿
案」『人民法院案例选』（2005 年）3 期 129 頁以下。 
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当たって、医療過誤および因果関係の存否、ひいては損害賠償額に対する判断まで医学会
鑑定に頼ることは、裁判権を医学会に渡したことに等しいのである。医学鑑定結果を審理
せずそのまま裁判の基礎にすると、証拠制度・挙証責任制度はその機能を発揮する余地が
なくなる。 
 
 四、医療過誤損害賠償訴訟における「挙証責任」に対する検討 
 
 １、医療過誤訴訟に適用される法律と証明対象 
 
 「民法通則」は、医療過誤による侵権行為を特殊な侵権行為としない。このため、医療
過誤による侵権行為が一般侵権行為とされ、過失責任原則が妥当される。法院は一般的に、
医療機関に過失があるかどうかを判断するに当たって、とりあえず医療事故かどうかを判
断する。医療事故に対する判断は医療事故判断資格を有する医学鑑定機関が国務院の「医
療事故処理条例」に基づいて行う。医療事故が判断されれば、医療過誤があったことが推
定され、医療事故がない場合に、医療過誤がなかったことになる。最高人民法院は、医療
過誤は必ずしも医療事故ではないことを予想し、一般的な医療過誤に対する鑑定は「人民
法院対外委託司法鑑定管理規定」によって司法鑑定を行うと解釈している。医療過誤訴訟
は、必ずしも鑑定によって医療過誤を判断するわけではないため、当事者に「挙証責任」
がある。 
 医療過誤責任は一般侵権責任であるため、医療過誤の存否はもちろんで、損害事実、損
害事実と医療行為との間の因果関係の存否が証明の対象となる。「主張した者が挙証する」
という挙証責任の一般原則によると、医療過誤による損害を被った患者である原告が以上
の証明対象のすべてを証明しなければならない。 
 しかし、患者側が医師の過失およびこの過失と損害との間に因果関係が存在することに
ついて挙証することが不可能であるため、その被った損害は救済を得られなくなる。これ
は患者に対して不公平であり、この不公平は、患者の挙証困難からくるものである。322
 
 ２、医療過誤訴訟における因果関係および過失の存否に対する「挙証責任」分配の議論 
 
 損害事実に対する「挙証責任」は患者である原告にあることについて議論がないが、因
果関係および過失の存否に対する「挙証責任」の所在は議論されている。 
 「民事証拠規定」4条 1項 8号の「医療行為により引き起こされた権利侵害訴訟について、
医療機構が医療行為と損害の結果との間の因果関係が存在せず、および医療過誤が存在し
ないことについて挙証責任を負う。」という規定に賛成する意見と批判する意見は対立する。 
 （１）最高人民法院は、挙証の難易および医療侵権行為による損害を被った患者とその
                                            
322 龚赛红『医疗损害赔偿立法研究』法律出版社（2001 年）270 頁以下。 
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家族に救済を得る機械を与えるため、「民事証拠規定」を通して、因果関係および過失の存
否に対する「挙証責任」を医療機関に転換した323。 
 因果関係および過失の存否を医療機関にあるという意見の理由について検討すると以下
のようである。 
 このような「挙証責任」の転換は積極的な意味を持つ。「挙証責任」転換は、医療機関に
患者に対して安全安心できる医療サービスを提供する義務感を感じさせ、患者の質の良い
医療サービスを求める意識を高める。従って、医療事故を事後的に処理する状態から事前
に予防する状態に切り替えることが期待できるようになる。また、「挙証責任」の転換は、
公正効率裁判の目的に合致している。「挙証責任」転換は、患者の挙証困難を避けるばかり
ではなく、容易に挙証できる医療機関の挙証することを促し、事案解明に資する。挙証困
難な状態に置かれている患者の証拠を待つより、証拠に近い医療機関にその簡単に収集で
きた証拠を挙証させることは裁判の公平につながる。324
 （２）「民事証拠規定」は、本来の「主張した者が挙証する」という一般原則による患者
の「挙証責任」を医療機関に移し、医療訴訟を増加させ325、医療機関の損害賠償負担を加
重させ326、医療技術の発展に悪影響を与えていると。このような見解を一般化してまとめ
れば以下のようなものである。医療科学は発展中であり、損害結果と医療行為との間の因
果関係に対する調べは困難である。医療機関が過失ありと予定されたので自衛的になり、
大量の余計な処方を出したり、検査の範囲を拡大したり、患者の医療費の負担を増加させ
る。このほか「立法法」の関する規定にも矛盾するという批判もある。327  
 （３）医療過失訴訟などの不法行為訴訟における因果関係および過失の存否の「挙証責
任」分配に対する議論は中国だけではなく、ドイツや日本にもあるが、その議論の焦点が
中国のそれとは異なる。ドイツと日本においては、被害者救済の視点から被害者の立証困
難を考慮しなければならないという点については議論がなく、むしろほとんどの論者は、
因果関係および過失の存否に対する証明責任が医療側にあることを主張している328。医療
                                            
323 李国光 前掲注。 
324 吴霞芬「医疗诉讼举证责任倒置的几点思考」『中国卫生事业管理』（2007 年）8 期。朱勇
＝冯红「医疗侵权诉讼中适用举证责任倒置的价值目标」『华东煤炭医学院学报』（2007 年）2
期。 
325 丁国伟「论医疗纠纷处理中的举证责任与医疗抗辩权」『法律与医学杂志』（2004 年）11
巻 2 期 107 頁。 
326 刘虹「医疗纠纷困扰医院」『健康报』（2002 年）3－11（1）227 頁によると、326 病院が
支出した医療過誤損害賠償金額合計は、6,000 万元を上回るという。 
327 张忠汉「论医疗纠纷中的举证责任倒置」『现代医疗管理』2004 年 2 期。陈国明「伦侵权
纠纷案件的举证责任」『西南政法大学学报』（2006 年）5 期。杨中伟＝谢猛「论医疗侵权诉
讼中举证责任倒置规则」『医学与哲学』（2007 年）6 期。胡晓翔「医疗侵权诉讼举证责任倒
置若干问题评议」『医学与哲学』（2002 年）10 期。 
328 （20 世紀 70 年から 21 世紀の今年までの関する論文の例としては）春日偉知郎「医療過
誤訴訟における証明責任－ドイツの判例とその周辺－」『一橋論叢』（1975 年）74 巻 6 号 74
頁以下。中野貞一郎「医療過誤訴訟の手続的課題 現在主張されている証明責任論によっ
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訴訟に対する証明責任議論の多くは、因果関係および過失の存否に対する「挙証責任」が
医療側にあると考える理論的な根拠に焦点を絞っている。総じて言えば、医療過誤訴訟な
どの不法行為領域における訴訟上の「一応の推定説」329、「表現証明説」330、「証明責任転
換説」331などが活発的に議論されている。 
 日本とドイツにおいて、因果関係および過失の存否に対する「挙証責任」が医療側にあ
ると判断した判例は少なくないと言われている。 
 （４）ドイツにおける BGH 1969 年 4 月 11 日判決、BGH  1970 年 11 月 10 日判決、BGH 
1959 年 4 月 28 日判決等は、（1）医師に診療上の「重大なミス」が存在すること、（2）この
重大なミスが患者の損害を惹起するに足りる性質を有することの損害結果への接着性とい
う二つの要件として挙証責任をはかり、被告である医師に因果関係の不存在の挙証責任を
負わせている。 
 たとえば、西ドイツの判例としてBGH 1959 年 4 月 28 日判決は以下のように判示してい
る。まず、医師が特効性の麻酔を短時間のうちに 2 本も注射したことは、患者に呼吸器や
心臓の疾患有無を事前に調査して置く注意義務に違反したことになると判断した。また、
この注意義務違反は、医師の重大な過失に該当するとして医者の過失を認めた。更に、こ
の過失が患者の損害を惹起しうるような場合、医師はその損害が診療過失行為に起因しな
いということを証明しない限り、敗訴結果を免れないと判断した。これは因果関係の要件
について挙証責任の転換を行った判例であるという。332
 西ドイツの BGH 1959 年 4 月 28 日判例は、以上に挙げた中国事例（3）の「虫垂炎手術
範囲拡大による損害賠償事例」によく似ている。まず、医療機関が事前の診断で発見でき
なかった虫垂炎ほかの二種類の腸炎に対する手術を虫垂炎切除手術と一緒に行うことを臨
時的に決めたことは、手術の範囲を拡大するに当たって事前注意義務に違反したことにな
る。医療機関のこのような過失が患者の合併症を引き起こす確率が高い、つまり「損害結
果への接着性」がありうる。この場合に医療機関がその損害が自分の過失に起因するもの
ではない、つまり、因果関係が存在しないことについて証明しなければその敗訴結果が免
                                                                                                                                
て医療事故の損害の公平な分担がなされるであろうか？」『法学ゼミナー』（1976 年）9 月
30 頁以下。バウムゲルテル ブイツトマント（木川統一郎＋吉野正三郎 翻訳）『ドイツ医
療過誤訴訟の証明責任分配について』「判例タイムズ」（1980 年）420 号の 9 頁以下。石川 
明「医療過誤訴訟における証明責任の転換－ZPO282 条－」『判例タイムズ』（1984 年 1.1）
510 号の 86 頁以下。新城純子「医療過失訴訟における「過失」の証明責任－ドイツの判例
を中心として－」『筑波法政』（1998 年）24 号 317 頁以下。安井英俊「現代型訴訟における
「一応の推定」の機能について」『同志社法学』59 巻 3 号（2007 年）279 頁以下。 
329 中野貞一郎「過失の「一応の推定」について」『過失の推定』弘文同（1978 年）1 頁。 
330 春日偉知郎「表現証明」『判例タイムズ』（1987 年）686 号 34 頁。 
331 末川博「一応の推定と自由な心証－不法行為における故意過失の挙証責任について－」
『法学論叢』（1927 年）17 巻 1 号 15 頁。藤原弘道「一応の推定と証明責任の転換」新堂幸
司編『講座民事訴訟法⑤』（1983 年）139 頁。 
332 前掲注 春日偉知郎『医療過誤訴訟における証明責任－ドイツの判例とその周辺－』
（1975 年）75 頁。 
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れない。 
 事例（3）終審法院判決は、鑑定の結論と食い違い生じた面で、西ドイツの BGH 1968 年
6 月 11 日判決と似ているが、おそらくドイツの判例は患者へ損害賠償額を患者自身に割り
当てられる考えをしていないだろう。 
 西ドイツにおいては、以上のような因果関係に挙証責任転換をはかる判例の増加にとも
ない、表現証明は後退の道を辿ったと言われている。333
 （５）西ドイツの判例に対して日本の判例では、挙証責任の転換が認められず、イギリ
ス法に由来する表現証明が採用されていると言われている334。しかし、判例は、挙証責任
の転換を正面から取り上げてなくても、実際に挙証責任の転換を認めたのではないかとい
う疑問の余地が存在している。東京地判 1967 年 6 月 7日判決（病院造影剤動脈注射事件の
第一審判決 下民集 18 巻 6 号 616 頁）は、医師が脳血管のレントゲン撮影のための造影剤
注入するとき頚動脈穿刺に一回失敗して血腫ができもう一度注入直したことは、施術上の
過失であると認めた。その後、医者が医学上の専門知識や資料を保有しているものとして、
この過失は医学技術の限界を示すことに対する反証を挙げるか、または、患者の症状の悪
化との間に因果関係が存在しないことを証明しない限り、医師の責任が認められると判断
した。335
 日本の新しい判例（最高裁第 2 小法廷平成 2009 年 3 月 27 日）336であるが、それは、因
果関係の存否について挙証責任の転換を行っていると評価されている。すなわち、最高裁
判所は、（1）過失が存在し、（2）当該過失と損害との間に「一般的な」相当因果関係が存
在が認められれば、（3）加害者側が、当該過失がなかったとしても損害の発生を回避は不
可能であったという事情を「具体的に」立証しない限り因果関係が認められると判断した
からである337。これに対して本件第一審裁判所は、医師に過失が存在するが、当該過失が
存在しなかったとしても損害結果が発生した可能性があるという法論で因果関係を否定し
た。このような結論になった事例は日本において多くあり、その原因は立証方法によるも
のである。すなわち、過失や因果関係に対する鑑定が実施され、当該鑑定結果について鑑
定証人である医師に対して尋問が行われることが通常である。仮に鑑定証人は当該過失が
なかったとしたら損害の結果が発生しなかったかと質問されると、「ありません」と断言す
ることは難しい場合が多い338。このため、因果関係の存否は不明になり、因果関係の要件
                                            
333  春日偉一郎 同上 78 頁。 
334 淡路剛久「医療過誤と因果関係」『法律のひろば』23 巻 5 号。加藤一郎『注釈民法（19）』
151 頁。「医療裁判における証明責任」『ジュリスト』548 号 308 頁。鈴木「医療過誤訴訟上
の諸問題」『法律論叢』41 巻 4 号。野田「医療訴訟」『実務民事訴訟法』（10）287 頁。 
335 中野貞一郎「証明責任の転換（一）－医療訴訟における因果関係の証明をめぐって－」
『判例タイムズ』342 号（1977 年）2 頁。 
336 『判例タイムズ』1294 号 70 頁、『判例時報』2039 号 12 頁などに載っている。 
337 宮本幸裕「医療訴訟における過失と因果関係－被害者は何を証明すればよいのか」『判
例時報』82 巻 4 号 122 頁。 
338 宮本 同上注 119 頁。 
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事実について証明責任がある被害者は敗訴する。 
 この事例から思い出されるのが中国事例（3）であれ、そこでの原審法院は、過失の存在
を認めながら当該過失と損害結果との間の因果関係を否定した鑑定結果に基づいて、因果
関係を否定した。医療機関に過失が存在し、この過失が損害結果との間に一般的に因果関
係が存在する（多種類の手術を同時に行うと合併症を引き起こす確率が高い）場合、医療
機関に因果関係不存在の証明責任があると判断した終審法院の判決は合理的であろう。 
 （６）「侵権責任法」における医療加害行為の責任原則 
 「侵権責任法」が施行される前に、医療過誤訴訟において「民法通則」および「医療事
故処理条例」が参照されていたが、現在では主に「侵権責任法」が参照されることになっ
た。「侵権責任法」は過失責任を原則とし、「民事証拠規定」4条 1項 8号の過失推定に比べ
ると、原告の「挙証責任」は重くなったという意見がなされている339。この意見からみる
と、「侵権行為法」と「民事証拠規定」4条 1項 8号は矛盾しているように考えられ、「侵権
行為法」のもとで「民事証拠規定」が適用されるかどうかは問題になる。 
 ところが、「民法通則」はもちろん過失責任を取っているし、「医療事故処理条例」も過
失責任の考え方に一致している340。「民法通則」および「医療事故処理条例」における過失
責任原則のもとで、「主張したものが挙証する」という挙証責任の一般原則による被害者の
挙証困難を軽減しないと被害者に対する救済は不可能になるから、被害者救済のために設
けられたのが「民事証拠規定」4 条 1 項 8 号である。「民事証拠規定」は証拠制度として裁
判において、過失責任原則を過失推定に変える効果をもたらすが、実体法の責任原則を変
えるものではない。むしろ、「侵権行為法」は医療訴訟について無過失責任を定めたら、「民
事証拠規定」4条 1 項 8 号の過失に対する「挙証責任」の規定が存在する意味はなくなる。 
 （７）「侵権責任法」における過失に対する「挙証責任」 
 「侵権責任法」（54 条）は「民法通則」および「医療事故処理条例」と同様に、過失責任
を原則とするため、損害結果、過失の有無、因果関係の有無は相変わらず証明対象となる。
過失というのが具体的に、医療機関に説明義務違反341や注意義務違反342があることを指す
だろう。 
 患者に損害があり、医療機関に法律、行政法規、規則およびその他の診療規範の違反が
ある場合、医療機関に過失があることは推定される343が、それは医療機関の反証提出を許
されるという。関するカルテを隠ぺいしたりその提出を拒絶したりした場合、カルテを偽
造したり書き換えしたり滅却したりした場合にも医療機関に過失があることは推定される。
これは、そもそも挙証困難に曝されている患者にそれ以上の挙証負担を負わせないように、
事実は真偽不明になる半歩手前で医療機関の反証を待つまでもなくその過失が認められる
                                            
339 王国征 前掲注 74 頁。 
340 王胜明 前掲注 270 頁。 
341 「侵権行為法」55 条。 
342 同法 57 条。 
343 同法 58 条 1 項。 
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立証妨害の理論を根拠にするものであろう。 
 「主張したものが挙証する」という「挙証責任」分配の一般原則でいけば、被害者の患
者は医療機関に過失があることについて「挙証責任」を負うことになる。つまり、患者は
医療機関の注意義務違反に対して証明しなければならない。注意義務には問診義務、診断
義務、治療義務があり、それぞれの義務を違反した場合は過失があることになる。しかし、
医療機関がこれらの義務を果たしているかどうかは、医学専門分野における知識であり、
患者がそれを証明することが困難であろう。むしろ、医学専門家としての医療機関に注意
義務を果たしていることについて証明させたほうが合理的である。「民事証拠規定」4 条 1
項 8 号に基づくと、医療機関は「侵権責任法」57 条における「当時の医療技術水準に相応
しい診療義務」を果たしたこと、つまり過失の不存在について「挙証責任」を負う。当時
の医学水準という専門知識のない患者にそれに対する「挙証責任」を負わせると被害者救
済を否定したことになるため、「侵権責任法」のもとでも、医療訴訟においていわゆる「挙
証責任」転換の効果をもたらす「民事証拠規定」4条 1 項 8 号は適用されるべきであろう。 
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              第四章 日本法との比較― 
弁論主義に関連する「証拠を提出する責任」 
 
 
                   第一節 職権主義と当事者主義の内容 
  
 1980 年代初期から急増する事件数には対応できないため、法院の過剰負担を軽減する動
機から「当事者の挙証責任を強化する」改革が始まった。この改革は、証拠を含む判断資
料収集・提出の権能ないし責任を法院から当事者に移そうとしたものである。つまり、証
拠を含む判断資料収集・提出における当事者と法院の役割分担の見直しである。 
 これまでの改革によって、法院と当事者間の役割分担に変容が見られたと報じられてい
る。特に最高人民法院が「民事証拠規定」を公布した後、中国民事訴訟モデルには質的変
化が現れたと言われている。これは、本規定が、民事訴訟法 64 条 1 項の「当事者は自ら提
出する主張について証拠を提出する責任を有する」という規定に対して、「当事者は、自己
が提出する訴訟請求の根拠となる事実又は相手方の訴訟請求に反駁する根拠となる事実に
ついて、証拠を提供して証明する責任を有する」と解釈し、「証拠を提出する責任」を明確
にしたからである。 
 当事者と法院の役割分担には当事者主義と職権主義が含まれ、証拠を含む判断資料収
集・提出の権能ないし責任における役割分担は、当事者主義と職権主義の一環をなす。そ
こで以下、現段階の中国民事訴訟における当事者と法院の役割分担について検討する。 
 
 一、中国民事訴訟モデルは当事者主義なのか、職権主義なのか344
  
 「当事者の挙証責任を強化する」改革は、民事訴訟理論研究、特に民事訴訟モデル論の
研究に刺激を与えた。一時的に民事訴訟法モデルに対する理論が活発的に行われるように
なった。訴訟モデルというのは、当事者と法院の訴訟過程における訴訟権限の配置関係を
指す345。日本では、訴訟モデルという用語をほとんど使わないが、審理の過程における裁
判所と当事者の役割分担には職権主義と当事者主義があるという346。すなわち、当事者と
法院の訴訟過程における役割分担には職権主義と当事者主義の二種類がある。 
 ここでいう当事者主義は大陸法系における当事者と裁判所の役割分担に重点を置いたも
                                            
344 白迎春 論文「论中国民事诉讼模式——以中日比较为视角」『太平洋学报』（2009 年）7
期 34 頁以下参照。 
345唐力「民事诉讼构造研究」中国法律出版社（2006 年）2 頁。 
346上原敏夫・池田辰夫・山本和彦『民事訴訟法』(第 3 版補訂)有斐閣（2003 年）94 頁。 
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のであり、英米法系において言われる当事者と当事者間の対立に重点を置いた当事者主義
の概念とは別のものである347。 
当事者主義と職権主義には、三つの内容が含まれる。第一は、一定の事項を判断の対象と
すべきか否かを当事者が決定すべきか裁判所が決定すべきかとの問題である。この点につ
いて行われる当事者主義が処分権主義である。処分権主義の反対概念としては職権調査事
項がある。第二は、訴訟の手続進行の主導権を当事者に与えるべきか裁判所に委ねるかと
の問題である。この点について行われる当事者主義が当事者進行主義である。当事者進行
主義の反対概念として、職権進行主義がある。第三は、判断資料収集の権能ないし責任と
いう側面である。この点について行われる当事者主義が弁論主義である。弁論主義の反対
概念として、職権探知主義がある。348
弁論主義と職権探知主義とは、完全に対立する審理方式ではないという見解もある349が、
筆者は賛成できない。弁論主義と職権探知主義が対立するかどうかに関する検討は本稿の
議論する範囲を超えるものであり、ここで省略することにした。 
当事者主義における弁論主義、当事者進行主義、処分権主義は、職権主義における職権探
知主義、職権進行主義などがいくつかの組み合わせをできる。例えば、日本民事訴訟のよ
うな弁論主義、職権進行主義、処分権主義の組み合わせ、日本人事訴訟のような職権探知
主義、職権進行主義、制限される処分権主義の組み合わせのように、種種の訴訟モデルを
形成させる。この意味で訴訟モデルは当事者主義と職権主義の組み合わせであり、単純な
当事者主義と単純な職権主義がありえないだろう。 
中国民事訴訟は、原則として処分権主義350と職権進行主義を採用する。このため、弁論
主義かどうか検討するまでもなく、訴訟モデルは、当事者主義と職権主義の組み合わせで
あることを分かる。 
 
二、職権探知主義の概念および内容 
 
職権探知主義のもで、判決の基礎とすべき事実の確定につき責任を負うのは裁判所である
351。日本人事訴訟法は「人事訴訟においては、裁判所は当事者が主張しない事実を斟酌し、
かつ職権で証拠調べをすることができる」352と規定し、職権探知主義を採用する。 
職権探知主義の内容について「①裁判所は当事者の主張しない事実を判決の基礎にするこ
とができる；②裁判所は当事者間の争いのない事実でも、裁判の資料として採用しないこ
とができる；③裁判所当事者の申し出た証拠以外にも、職権により他の証拠を取り調べる
                                            
347 小林秀之『アメリカ民事訴訟法』昭和 60 年（1985 年）101 頁。 
348 伊東 乾『弁論主義』学陽書房（1975 年）33 頁。 
349 梶村太市＝徳田和幸編『家事事件手続法』（第二版）有斐閣（2007 年）167 頁。 
350 制限された処分権主義を採用する。 
351 松本博之『人事訴訟法』（第二版）弘文堂（2006 年）58 頁。 
352 日本人事訴訟法 20 条。 
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ことができる」と解釈することが多い353。 
しかし、以上のような解釈は、職権探知主義のことを裁判所が裁量的に行うものと誤解さ
れる危険があるので、①については、裁判所は、証拠調べによって明らかにになった事実
（もちろん当事者に意見を述べる機会を与えたうえで）、当事者の主張がなくても判決の基
礎にしなければならない。これは、決して裁判所は判決の基礎にすることができるという
ものではない。③についても、裁判所は当事者の証拠申し出に加えて補充的に職権で証拠
調べをすることができるというものではなく、必要な限り、すなわち心証が形成されない
かぎり、職権によって証拠調べを行わなければならない。職権探知主義のもとでは、裁判
所は職権探知をするか否かを全く自由な裁量で決められるのではなく、事実の確定に責任
を負う裁判所の職責として、必要な場合に職権探知を行う義務を負う。354
最近、日本民事裁判実務によっても、「事実に関して最もよく知るのは、当事者であり、
原告と被告との対立構造をとる訴訟手続である以上、第一次的には、当事者が主張・立証
すべきことは、当事者の責任でこれを行うべきである。裁判所の職権探知は例外的かつ補
充的なものと位置づけられているに過ぎない」という指摘がなされている。355
しかし、このような職権探知主義に対する理解は、職権探知主義の義務的性質を曖昧にし、
基本的なところに差異を生じさせ、個別事案ごとに職権探知主義が適用されたり、適用さ
れなかったりして、訴訟手続の規律を混乱させる356。 
 
三、弁論主義の概念および内容 
 
判断資料収集の権能ないし責任における当事者と裁判所の役割分担のことを詳しく言え
ば：訴訟物の内容をなす権利・法律関係の存否および訴訟要件の具備の判断に必要な事実
とそれを証明するための証拠を収集し口頭弁論に提出して、当事者の攻撃防御および裁判
所の審理の対象として事実の解明に供する責任ないし権限を当事者側および裁判所側のい
ずれに帰せられるかが問題である。357
判決の基礎をなす事実の確定に必要な資料の提出、すなわち、事実の主張および証拠の申
出を当事者の権能および責任とする建前を弁論主義という。358
一つ注意しなければならないのが、弁論主義のことを口頭弁論主義と呼んではならない。
                                            
353 鈴木正裕が中野貞一郎等編『民事訴訟法講義』（補訂版）有斐閣（1980 年）217 頁など
においてこの解釈をする；上田徹一郎『民事訴訟法』(第 5 版第一刷)法学書院（2007 年）
316 頁；このほか山本和彦もこの解釈を用いる。 
354 松本博之 前掲注 61－62 頁。 
355 東京家庭裁判所「東京家庭裁判所における人事訴訟事件実務の運用について」『ジュリ
スト』1301 号（2005 年）39 頁以下。 
356 松本博之 前掲注 62 頁。 
357 上田徹一郎『民事訴訟法』(第 5 版第一刷)法学書院（2007 年）313 頁。 
358 高橋宏志 論文「弁論主義について」『法学教室』（1990 年）9 月 92 頁。 
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なぜなら、弁論主義は、判断資料の調達に関し、口頭弁論は審理の場の構成に関する建前
である。すなわち、弁論主義は、訴訟資料の収集の権能および責任の規則に関する建前で
あって、口頭弁論が審理の方式に関する建前である。弁論主義は、審理方式とは、それ自
体としては、関わりを持たない。当事者の持ち出さない事実でも、口頭弁論の場に顕出さ
れれば、これを判決の基礎とするときは、弁論主義が行われていない。逆に、口頭弁論が
制限されず、書面審理が行われる場合でも、当事者による書面上の記載だけが判決の基礎
となるときは、弁論主義が行われている。口頭弁論は、弁論主義が行われるときに必要で
あると言うしかない。弁論主義と口頭弁論は区別されなければならない。両方の結合は、
歴史的現象形態である。359
 弁論主義には三つの内容が含まれる。これは、弁論主義の三つのテーゼとも言われる。 
第一、法律効果の発生・消減に直接に必要な事実は、当事者の弁論に現れない限り、判決
の基礎とすることができない。第二、裁判所は当事者間に争いのない主要事実については、
当然に判決の基礎としなければならない。第三、裁判所が調べることができる証拠は、当
事者が申し出たものに限る。 
 
  第二節 現段階の中国民事訴訟は弁論主義なのか、職権探知主義なのか 
 
 一、様々な議論 
 
中国民事訴訟における当事者と法院の役割分担は、改革によってある程度変容されたとが
言われているが、変容の結果、現在弁論主義になっているのか、職権主義になっているの
か、この点について議論が多い。さらに、論者はそれぞれの訴訟モデルに対する判断を基
礎にして、中国民事訴訟は今後いかなるモデルを設けるべきなのかということについても
活発に議論している。弁論主義と職権探知主義と異なるまったく新しい訴訟モデルを設け
るべきという考えすらある360。 
以下は、訴訟モデルに対する判断に限って検討する。 
 改革によって、中国民事訴訟における職権主義の色彩はある程度薄くなったものの、職
権探知主義が依然として適用されているというのが通説である。その理由として、中国民
事訴訟法が確かに当事者の証拠提出責任を認めているが、それは法院の職権証拠収集調べ
を否定するものではないからである。職権探知主義がとらえていると言わなければならな
                                            
359 伊東 乾 前掲注 36－37 頁。  
360 黄松有は、「和谐主义诉讼模式：理论基础与制度构建—————我国民事诉讼模式转型
的基本思路」中国『法学研究』2007 年 4 期 3 頁以下において弁論主義と職権探知主義の様々
な限界性を検討し、中国民事訴訟に「和解主義訴訟モデル」を構築する考えを提言した。
このほか黄松有「现行民事诉讼模式须作必要的变革调整」 
     （ www.chainajudicialreform.com/info/newsdetail.php?newsid=2017）において同
じ考えを示す。 
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い361。 
 ところで、一部の学者が中国民事訴訟は弁論主義と職権探知主義の結合であると主張す
る。その理由として、中国民事訴訟は、当事者の弁論権と法院の職権証拠収集調べを同時
に認めるからであるという。 
 さらに、中国民事訴訟はすでに弁論主義になっているという意見もある。その理由とし
て、「民事証拠規定」当事者の証明主体の地位を確立し、法院が職権探知の主体ではなくな
った。これは、「民事証拠規定」が証明責任の内容を変え、責任の重心が「証拠提出」から
「事実の証明」に移ったということをあげる。さらに、別の理由としは、証明度を客観的
真実から法律事実まで下げた。このほか、「民事証拠規定」は、当事者の自白に拘束される
ことを認めるからであるという。362
 以上の見解はそれぞれ問題点を有しており、以下では筆者の意見を述べてみたい。 
 
 二、中国民事訴訟弁論主義になったのか 
 
「民事証拠規定」は、民事訴訟を職権探知主義から弁論主義に変えたという主張がなされ
ている。 
 
 １、客観的挙証責任と弁論主義の関係によって分析する 
 
 「民事証拠規定」が中国民事訴訟を弁論主義にしたと主張する者の第一理由は、「民事証
拠規定」が客観的挙証責任の内容を明確化したことにあるという。 
 しかし、筆者はこれについて賛成できない。挙証責任の概念に客観的挙証責任の概念を
導入することが弁論主義の成り立つことと全く関係ない。客観的挙証責任が要件事実の無
証明の結果であり、その問題は弁論主義と職権探知主義を問わず、手続上の主義と無関係
に存在するものである。このため、弁論主義に限って客観的挙証責任があるという見解が
不正確であり363、客観的挙証責任は弁論主義の特徴を示すものでもないからである。挙証
責任の概念を利用して弁論主義が成り立ったかどうかを説明しようとするのであれば、挙
証責任における証拠提出責任（主観的挙証責任）の概念を根拠にするほうが合理的である。
客観的挙証責任があらゆる訴訟手続において重要な役割を果たしていることにたいして、
証拠提出責任は、弁論主義の訴訟手続に特有の概念であるという解釈364がすでになされて
                                            
361 杨永纯「关于民事诉讼模式的再讨论」『山东社会科学』（2007 年）10 期 146 頁。 
   单丽雪「论我国协同主义民事诉讼模式的构建」『辽宁警专学报』（2008 年）3 期 13 頁。 
   黄松有「现行民事诉讼模式需作必要的变革调整」 
      www.chainajudicialreform.com/info/newsdetail.php?newsid=2017 
362 村上博巳『証明責任の研究』有斐閣（1975 年）9 頁。 
 
364 松本博之『証明責任の分配－分配法理の基礎的研究』（新版）信山社（1996 年）7 頁。 
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いるからである。 
 
 ２、証明度と弁論主義の関係によって分析する 
 
 「民事証拠規定」が中国民事訴訟を弁論主義に変えたと主張する第二の理由としては、「民
事証拠規定」が証明度を客観的真実発見から引き下げ、高度な蓋然性にしたことである。
筆者はこの理由についても賛成できない。職権探知主義を採用する目的が、より真実に即
した判決が要求されるためであることは否定できないが、弁論主義だから客観的真実を追
究しないというわではないし、客観的真実を追究するため、弁論主義を採用する365という
意見もある。証明度が引き下げられたからといって、職権探知主義が弁論主義になったと
はいえない。 
 
 ３、自白と弁論主義の関係によって分析する 
 
 弁論主義になったと主張する者のもう一つの理由は、「民事証拠規定」における自白に関
する規定である。 
 「民事証拠規定」は、「訴訟過程において、一方当事者が相手方当事者の陳述した事件の
事実に対して認めると明確に示した場合、相手方当事者が挙証する必要はない。しかし、
身分関係事件を除く」、「一方当事者の陳述した事実に対して、相手方当事者が認めるか認
めないかについて明確に示さない、裁判人員の充分な説明かつ尋問を経ても、それが承認
するか承認しないか明確に示さない場合、当該事実を承認したことにみなす」、「当事者の
訴訟代理人が訴訟に参加した場合、代理人の承認を当事者の承認と見なす。しかし、特別
授権を受けなかった代理人が事実を承認することによって相手方当事者の訴訟請求を承認
したことになる場合を除く；当事者が現場におりその代理人の承認に対して否定すること
を示さなかった場合、当事者の承認と見なす」、「当事者が法廷弁論終結する前、承認を撤
回しかつ相手方当事者の同意を経て、もしくは充分な証拠があり、その承認行為が脅迫を
受けたまたは重大な誤解の状況のもとでなされたことかつ事実に符合しないことを証明し
た場合、相手方当事者の挙証責任を免除しない」と規定した。これらの規定は、いわゆる
自白に関する規定とされる366。 
 裁判所は、当事者間での争いのない事実（自白）について証拠調べをせずにそれを裁判
の基礎にしなければならないという内容が確かに弁論主義の内容である367。自白の法則と
しては、①自白された事実に対する裁判所の証拠調べを禁止する；②自白された事実を裁
                                            
365 三ヶ月章『民事訴訟法』（补正版）（1983 年）鯉淵年祐 195 页。 
366 最高人民法院民事第一裁判廷が「民事訴訟証拠に関する若干の規定」を起草した説明 
前掲 最高人民法院民事第一裁判廷 36 頁。 
367 弁論主義の第二のテーゼである。 
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判の基礎にするのが自白された事実が真実に適合すると推測されたためではなく、たとえ
裁判所が疑いを持った場合でも証拠調べをしてはならない；③自白の効力が弁論主義のも
とのみに発生する。職権探知主義のもとでは、裁判所が疑わしいと思えば、職権で証拠調
べを行い、自白された事実を異なる事実を判決の基礎にしてもよい。総じていえば、自白
は当該事実の存否にかかわる限り裁判所の審判権を排除するものであり、「審判権排除効」
を有する。368
 「民事証拠規定」において確かに自白に関する規定が設けられたが、それは、決して「審
判権を排除効」を持つものではない。民事訴訟法において「当事者および訴訟代理人が客
観的原因により自ら収集することができない証拠又は人民法院が事件の審理に必要である
と認める証拠については、人民法院は、調査し収集しなければならない」369という規定が
あり、法院に職権証拠調べをする権利ないし義務を負わせている。「民事証拠規定」は確か
に法院の職権証拠調べを制限するように「人民法院が事件の審理に必要であると認める証
拠」について解釈したが、結局のところ「国家の利益、社会公共の利益もしくは他人の合
法的権益を損なう可能性がある事実」について、法院の職権証拠調べを行うことを認めて
いる370。以上の事実について当事者の自白がなされた場合でも、法院がそれについて職権
証拠収集調べを行うことができ、自白事実の存否について「審判権を排除」したことにな
らないだろう。中国民事訴訟において自白に基づいて事実を認定することができるが、「民
事証拠規定」における自白に関する規定があるからといって民事訴訟を弁論主義に変えた
と言うはが正しくない。 
 
 三、職権探知主義と弁論主義の結合モデルなのか 
 
 筆者は中国民事訴訟モデルが職権探知主義と弁論主義の結合であるという意見を賛成で
きない。 
 弁論主義と職権探知主義が対立概念であることについてすでに検討したとおりてある。
同じ訴訟において相互に対立する弁論主義と職権探知主義を同時に採用することは不可能
である。このように主張する者は、中国民事訴訟法が当事者に弁論権を与えていることを
理由にしている。確かに、民事訴訟法は「人民法院が民事事件を審理するさい、当事者は
弁論する権利を有する」371と規定しているが、本規定における「弁論権」は、弁論主義と
同じではないし、弁論権の存在によって弁論主義と職権探知主義が区別されるわけでもな
い。 
 中国の学者によると、弁論権とは、人民法院が事件を審理するさい、当事者が本案問題
                                            
368 伊東 乾前掲注 133－134 頁。 
369 民事訴訟法 64 条 2 項。 
370 民事証拠規定 15 条 1 項。 
371 民事訴訟法 12 条。 
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と手続問題に対して、口頭または書面で弁論を行う権利を有する372と解釈し、中国におい
て弁論権に対する詳しい解釈がなされていない。日本の学者によると、弁論権は、弁論主
義と職権探知主義と問わず、当事者の裁判を受ける権利を認めるならば、当事者に十分な
主張と立証の機会が与えなければならないものであるとする373。弁論権は当事者権の一部
であり、問題になっている訴訟事項について、当事者が証拠提出権利と意見を述べる権利
を与えられない限り、裁判所を裁判できない状態にする権利である。弁論権には、当事者
が積極的に訴訟資料を提出できる権利である積極的効果と、当事者の訴訟資料のみが裁判
の基礎とする権利である消極的権利効果が含まれ、その積極的効果は職権探知主義にも妥
当する374。たとえば、日本人事訴訟法においても当事者が事実主張を行い、証拠申し出を
行う弁論権を有する375。民事訴訟は、当事者の弁論権を認めるからといって、弁論主義を
採用しているといえない。 
  
 四、中国民事訴訟は職権探知主義のままであるのか 
 
 1982 年中国民事訴訟法（試行）のもとで職権探知主義が適用されていたことについてす
でに述べた。それから民事裁判方式改革が行われ、職権主義に変容が見られたことも否定
できない。しかし、今までの改革は職権探知主義の本質を変えるものではなかった。つま
り、現在、中国民事訴訟は職権探知主義を採用している。筆者がこのように主張する理由
は以下のようである。 
 
 １、弁論主義の第一テーゼに基づく分析 
 
 弁論主義の第一テーゼの内容を繰り返すと、法律効果の発生・消減に直接に必要な事実
は、当事者の弁論に現れない限り、判決の基礎とすることができない。この内容を言い換
えれば、裁判所は当事者によって主張されない主要事実を判決の基礎にしてはならない376。
しかし、中国民事訴訟において、当事者によって主張された事実は、法院の認定する事実
に一致しない場合、法院が当事者に訴えの変更をするように告知する義務を負う377。この
ような義務を法院に追わせることは、民事訴訟法によって法院に事実を明らかにする義務
を負わせる378めであろう。中国民事訴訟においては、当事者の主張した事実に限り審理す
                                            
372 杨秀清『民事诉讼法 仲裁法』世界知识出版社（2006 年）26 页。 
373 山田 文「職権探知主義における手続規律序論」『法学論叢』京都大学法学会 157 巻 3
号（2005 年）11 頁。 
374 山本克巳「弁論主義の法構造」『民事訴訟法論集』有斐閣 1990 年１－６頁。 
375 松本博之『人事訴訟法』（第二版）弘文堂（2006 年）66 頁。 
376 高橋広志『重点講義民事訴訟法』（新版）有斐閣（2000 年）346 頁。 
377 民事証拠規定 35 条。 
378 民事訴訟法 2条。 
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るとは言えないし、判決するに当たって、法院の認定する事実を優先にし、当事者によっ
て主張された事実を判決の基礎にしなくてもよいということになる。これは、決して弁論
主義の第一テーゼに合致しない。 
 ある学者は民事訴訟法（試行）56 条 1 項の「当事者は自ら提出した主張について証拠を
提出する責任を有する」という規定を主張責任および証拠提出責任の意味を含むと解釈し
ていることについて筆者が賛成できないとすでに述べたとおり、56 条 1 項から継承された
現行民事訴訟法 64 条 1 項における同内容の規定にも主張責任の意味が含まれないことにな
る。64 条 1 項は当事者間の証拠提出責任の分配を指しているように考えられることに対し
て、弁論主義の第一テーゼから導き出される当事者の主張責任は、法院と当事者間の役割
分担に関する概念である。64 条 1 項は、法院と当事者間の役割分担に関する規定ではない
し、もっとも主張責任を当事者に負わせる規定でもない。 
 中国民事訴訟は弁論主義の第一テーゼの内容を満たさない。 
 
 ２、弁論主義の第三テーゼに基づく分析 
 
 弁論主義の第二テーゼの自白に基づく分析をすでにしたためここで繰り返すことを避け
る。   
 弁論主義の第三テーゼの内容によると、職権証拠調べを禁止するものである。すなわち
裁判所が調べることができる証拠は、当事者が申し出たものに限られる。しかし、このテ
ーゼは第一テーゼと第二テーゼに比べるとそれほど絶対的なものではない。職権証拠調べ
に関する規定は、日本民事訴法において 1948 年に削除されたが、261 条は職権による補充
的な証拠調べを認めていたし、現行民事訴訟法においても 262 条、310 条 326 条などで職権
による証拠調べが部分的に認めているからであるという379。つまり、職権証拠調べに関す
る条文は、民事訴訟の弁論主義の本質に支障を与えるものではない。 
 もっとも、職権証拠調べ禁止に関する第三のテーゼは、審理段階における証拠レベルの
規律であり、当事者が事実と証拠を提出する権能は、弁論主義の固有の内容ではないとい
う意見がある380。 
 日本民事訴訟法における職権証拠調べ禁止を弁論主義の内容から外して考える381ことに
対して、ドイツでは、証人調べを除いて、裁判所は職権で証拠調べをすることができる。
しかし、当事者の証拠申出が原則とされるから当事者は裁判所に対して職権証拠調べをす
るように要求することができないとされる限り、職権証拠調べ禁止に対する内容を弁論主
                                            
379 高橋広志「弁論主義について」（一）『法学教室』（1990 年）120 号 92 頁。 
380 畑瑞穂「弁論主義とその周辺に関する覚書」『民事訴訟法理論の新たな構築』（下巻）有
斐閣（2001 年）74－75 頁。 
381 谷口平安『口述民事訴訟法』成文堂（1987 年）179 頁。 
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義の内容とすることができると議論する382。 
 中国民事訴訟法には、「人民法院が事件の審理に必要であると認める証拠について、人民
法院は調査し、収集しなければならない」という条文がある。この条文は、「人民法院が事
件の審理に必要であると認める証拠について、人民法院は調査し、収集することができる」
ものではなく、法院に職権証拠調べの義務を負わせるものである。これは、典型的な職権
探知主義に関する条文であるといえる。また、最高人民法院による当該条文に対する解釈
によると「人民法院は証拠を調査し、収集する場合、当事者の申出に基づかなければなら
ない」。つまり、当事者は法院に対して職権証拠調べをするように求めることができる。ド
イツの議論とおり職権証拠調べ禁止に対する内容を弁論主義の内容とすることができても、
中国民事訴訟法において「当事者は裁判所に対して職権証拠調べをするように求めること
ができる」限りでは、弁論主義だと言えない。 
 中国民事訴訟は、20 年長引いた民事裁判方式改革を経た今日、職権探知主義を採用して
いる。 
  
      第三節 中国民事訴訟における「証拠を提出する責任」の性質 
 
 もともと職権探知主義を採用する中国民事訴訟は、20 年にもわたる民事裁判方式改革を
経た今日、弁論主義ではなく、職権探知主義を採用していることについて検討した。日本
において、証拠提出責任（主観的挙証責任）は弁論主義手続に特有の概念であり、この手
続でのみ意味をもつといわれる383。しかし、中国民事訴訟は職権探知主義を採用するのに
「証拠を提出する責任」の概念が存在する。このため、日本の民事訴訟理論と人事訴訟理
論を借りて、中国民事訴訟における「証拠を提出する責任」の性質について比較検討をす
る。 
 
 一、主観的挙証責任（証拠提出責任）概念の独立性 
 
 日本において主観的挙証責任を導入する実益を否定する主張もなされている384が、筆者
は、挙証責任を客観的挙証責任と主観的挙証責任との二つの概念によって解釈する合理性
に賛成であり、このことについてはすでに検討した。主観的挙証責任の概念を認めても、
それは「客観的挙証責任の存在を前提とし、客観的挙証責任が訴訟の実際に投影する当事
者の行為である」と、主観的挙証責任の独自性を否定する主張もなされている385。しかし、
主観的挙証責任（証拠提出責任）の概念は実益を有するだけではなく、客観的挙証責任と
                                            
382 ラオポルド「民事訴訟とイデオロギー弁論主義を例に－」アーレンス編（小島武司訳）
『西ドイツ民事訴訟法の現在』中央大学出版部（1987 年）64 頁。 
383 松本博之『証明責任の分配－分配法理の基礎的研究』（新版）信山社（1996 年）9 頁。 
384 新堂幸司『民事訴訟法』（第二補正版）弘文堂（1990 年）351 頁。 
385 村上博巳『証明責任の研究』有斐閣（1975 年）11 頁。 
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は独立した意味を有する。 
 客観的挙証責任と独立した主観的挙証責任は、訴訟の開始時においてこそ客観的挙証責
任の所在と一致するが、訴訟の途中で当事者の立証活動に応じて当事者間を移動して、従
来の主観的挙証責任と別に独立性を有するため、証拠提出責任と呼ぶほうが適切である。386
 
 １、抽象的証拠提出責任 
 
 主観的挙証責任（証拠提出責任）にも具体的証拠提出責任と抽象的証拠提出責任の区別
がある。弁論主義のもとで、当事者のいずれもが証拠を提出しない場合、証拠調べが行わ
れない。したがって無証明になって不利益を被ることを望まないので、いずれかの当事者
が証拠を提出しなければならない。これは、抽象的証拠提出責任のことである387。 
 抽象的証拠提出責任とは具体的には以下のようなものである。説明すれば：原告に客観
的挙証責任があるため、原告には裁判官が確信を抱く程度までの立証が要求され、被告の
立証活動はその確信を揺るがす程度の立証で足りる。このようにして、客観的挙証責任が
立証活動の指針に反映される。もし、裁判官が原告の主張する事実について確信に近づけ
ば、そのままで審理を打ち切ることを予告するから、被告に立証を促すなど裁判官の訴訟
指揮活動にも反映される388。抽象的証拠提出責任は、客観的挙証責任を負う当事者のみが
負担する389。 
 
 ２、具体的証拠提出責任 
 
 ある事実につき裁判官の心証が形成されつつある場合、或いは一時的に心証が形成され
た場合、相手方当事者はこの心証の基礎をほかの証拠提出によって揺るがさなければ裁判
官の心証が確定される。裁判官の心証が確定的に生じることを妨げ真偽不明の状態に引き
戻すため、相手方当事者の証拠を提出する必要性のことは具体的証拠提出責任である。具
体的証拠提出責任は客観的挙証責任を負う当事者の相手方当事者にも生じる。それに訴訟
開始時にのみ抽象的証拠提出責任と一致して、それ以後は訴訟状態の変動に応じて当事者
間で移転する。390
 
 二、主観的挙証責任（証拠提出責任）と証拠提出権および証拠提出義務との区別 
  
                                            
386 小林秀之『新証拠法』（第 2版）弘文堂（2003 年）170 頁。 
387 松本博之『証明責任の分配－分配法理の基礎的研究』（新版）信山社（1996 年）9 頁。 
388 新堂幸司『新民事訴訟法』（第三版）弘文堂（2004 年）515－516 頁。 
389 松本博之 前掲注 13 頁。 
390 松本博之『証明責任の分配－分配法理の基礎的研究』（新版）信山社（1996 年）11－13
頁。 
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 １、弁論主義に限り意味を持つ証拠提出責任 
 
 証拠提出責任（主観的挙証責任）は、私的自治に依拠する弁論主義のもとでは、当事者
が自己の責任或いは危険のいずれかを選択しなければならない。従って、このような責任
または危険に即して証拠の収集・提出を行う否かについて決断しなければならない。この
ように、証拠提出は、当事者の自己決定権に委ねられ、敗訴危険を回避しようとする当事
者の行為責任という形で具体化される。この行為責任は、決して「義務」的性質を持たな
い。391証拠提出の事実上の必要が弁論主義を採用する訴訟モデルのもとに限り法的意義を
有する責任と把握される392。 
 
 ２、弁論主義と職権探知主義とを問わず存在する証拠提出権 
 
 当事者の訴訟手続上の地位は、最終的には、訴訟請求について裁判を受けることに集約
されるが、公平かつ適切な裁判を受けるために訴訟手続上では様々な権能が保障されなけ
ればならない。この権能には弁論権が含まれる。393この弁論権は、もちろん弁論主義のも
とで存在するが、職権探知主義のもとでも存在する。職権探知主義のもとで、「裁判所が訴
訟資料の収集および事実の確定について責任を負っているが、これは、何が審理および証
拠調べの対象になるべきかを裁判所だけで決定することを意味するものではない。当事者
も事実主張を行い、証拠申出を行う権利を有する」394。この権利が当事者の弁論権におけ
る証拠提出権として現れる。 
 証拠提出権は、弁論主義と職権探知主義と問わず、あらゆる訴訟形態のもとで存在し得
る。 
 
 ３、証拠提出義務 
  
 人事訴訟のような職権探知主義のもとでは、裁判所は事案を解明する権限を有し、かつ
責任を負う。しかし、人事訴訟法は、当事者に詳しい事実を陳述することによって事案解
明に協力し、または相手方の事実陳述のポイントとなる点について正確かつ包括的に意見
を述べる義務を免れるものではない。法は当事者の証拠提出義務について規定していない
が、職権探知主義のもとでは当事者の証拠提出義務を認めるべきである395。このため、訴
訟において当事者が具体的陳述をしたり、証拠を提出したりする義務がある。 
 弁論主義のもとでは、客観的挙証責任を負う当事者に対して、事実関係の解明並びに証
                                            
391 春日偉知郎『民事証拠法研究－証拠の収集・提出と証明責任』有斐閣（1991 年）25 頁。 
392 松本博之『証明責任の分配－分配法理の基礎的研究』（新版）信山社（1996 年）17 頁。 
393 伊藤 真『民事訴訟法』（補訂第 2版）有斐閣（2002 年）78 頁。 
394 松本博之 前掲『人事訴訟法』66 頁。 
395松本博之 同上 63 頁。 
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拠の収集および提出を期待することは不可能であり、逆にその相手方当事者に対して証拠
の提出を求めたほうが、当事者間の公平という観点からすれば妥当な場合がある396。 
 証拠提出義務は職権探知主義のもとでも存在しうるものであり、証拠提出義務は、弁論
主義のもとで客観的挙証責任を負う当事者の相手方当事者に負わせる義務であり、職権探
知主義のもとで双方当事者に生じる義務である。 
 中国民事訴訟における「証拠を提出する責任」の証拠提出権的性質は、最高人民法院の
解釈によって「挙証責任」、すなわち証拠を提出することができなかった「挙証不能をとも
なう敗訴責任」の性質が強くなってきた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                            
396 春日偉知郎『民事証拠法研究－証拠の収集・提出と証明責任』有斐閣（1991 年）25 頁。 
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 結語 
 
 一、第一章では、最高人民法院がなぜ挙証責任制度の改革をスタートしなければならな
かったのかという問題について検討した。 
 党中央の経済体制改革の促進のもとで経済が発展し、民事紛争の内容も変容を被った。
人民調停委員会や行政的手段など、従来からのもとの民事紛争処理メカニズムの無力化は、
特に財産関係事件において現れた。この現象は、ちょうど法院の紛争処理に積極的に乗り
出す動きと結合して、財産関係紛争を始めとする民事紛争の処理機能が法院へ集中をもた
らした。民事事件が激増したため、法院は事件処理に追われた。 
 他方、「調停を主とする」原則の影響で、「四歩到廷」という審理方式が行われ、事実と
証拠を収集することを法院が引き受けていた。このため、「民事訴訟法」（試行）56 条 1 項
において規定される当事者の証拠を提出する責任は、全く不問に付された。 
 審理期限が切れた未済事件が増える一方の状況のもとで、最高人民法院は裁判官の職権
証拠収集の負担を軽減するという発想から、民事訴訟法（試行）56 条 1 項の規定に基づい
て、当事者に証拠を提出させるように呼びかけた。 
 このように、経済改革による市場法則の導入と私的自治原理の肯定から民事訴訟に対す
る国家の介入を後退させるという理由ではなく、法院の負担を軽減するという実際的な理
由から、当事者主義の一環としての挙証責任制度改革が始まったのである 
 二、最高人民法院の当事者に証拠を提出させるという動きは、挙証責任論を巻き起こし、
民事訴訟法（試行）56 条 1 項における「証拠提出責任」の性質の問題が問われた。他方、
最高人民法院は当事者に証拠を提出させる改革を行うに当たって、「挙証難」の問題が起こ
った。これらの問題について、第二章において検討した。  
 挙証責任の概念は、約 100 年前、日本から中国大陸に継受された。国民党政府は、その
占領する地域において、大清政府の法律とドイツ、日本の法律を模倣した国民党政府「六
法全書」を作り、その中には民事訴訟法もあった。そこにおいては、民事訴訟における挙
証責任の概念もあり、それは単なる証拠提出責任の意味で解釈されていた。 
 共産党は、日本との外戦および国民党と政権を奪い合う内戦を行う時代において、日本
と国民党の司法を含むすべてを否定し、1949 年に新中国を設立させた。共産党は、社会主
義国家を建設していくことを宣言し、社会主義国家の人民司法を作る段階において、「六法
全書」を国民党政府を代表する旧中国の法律であると批判するとともに、日本やドイツの
資本主義国家の法律を否定した。特に、当事者の証拠提出責任である挙証責任制度をもっ
とも批判した。その理由としては、証拠提出責任は裁判官が法廷に座り込み、当事者の証
拠を提出することをまつという国民党や資本主義を代表する当事者主義であるからという。
このため、一応挙証責任制度に対する研究は、旧中国の司法制度を復活させるものとされ、
禁止された。 
 最高人民法院の、当事者に証拠を提出させる呼びかけは、挙証責任制度に対する理論研
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究を促したが、当時の民事訴訟法（試行）56 条 1 項は当事者の証拠提出責任を規定し、56
条 2 項は法院の証拠収集義務について規定しているため、挙証責任が一体当事者にあるの
か、法院にあるのか、それとも当事者と法院の両方にあるのかが議論になった。このよう
な議論の中心は、当事者が証拠を提出しなかったら、法院が職権で証拠収集するのか、そ
れとも当事者を敗訴させてよいのかと言った問題である。 
 挙証責任制度は一応批判され、それに対する理論研究も禁止されてきたため、挙証責任
理論の基礎が構築されていなかった。中国の学者は、ドイツや日本の挙証責任理論を相次
いで紹介するようになった。そして、中国の学者は、ドイツや日本の挙証責任の概念に対
する解釈を引用し、中国民事訴訟における挙証責任の概念を客観的挙証責任として解釈す
るようになった。すなわち、証拠提出責任は当事者にあり、当事者が証拠を提出しなかっ
た場合敗訴する危険にさらされると解釈する。このような解釈でいけば、民事訴訟法（試
行）56 条 1 項における「証拠提出責任」は敗訴危険をともなう性質を持つことになる。 
 しかし、当時、絶対的真実を明らかにしないと裁判できないという共産党の大原則があ
ったし、ドイツや日本と全く違う旧ソ連の国家干与を原則とする民事訴訟理論を継受した
民事訴訟法（試行）における「証拠提出責任」には、敗訴危険の性質があるわけではない。
民事訴訟法（試行）の立法背景や方針および 56 条 2 項の関連で、56 条 1 項における「証拠
提出責任」の性質は、当事者の事案解明義務であると言えるだろう。 
 挙証責任制度改革は全国的な範囲において行われ、各法院のやり方はそれぞれ異なるが
その試みのポイントが同様である。すなわち、当事者により多くの証拠を提出させ、事案
を解明するための法院の証拠を収集する負担を軽減するため、当事者が提出すべき証拠を
提出しなかったら、敗訴や不利益認定の危険にさらされると繰り返し説明している。しか
し、実務において「挙証難」の問題が相次いで起こった。当事者側の問題には、訴えるこ
とが当事者のことであり、証拠の収集および調べが法院の仕事であるという理解が強いた
め、証拠を提出することを納得しない問題；自分に不利益な証拠を提出しない問題などが
ある。法院側の問題には、裁判官は当事者に証拠を提出させるように要求しない、要求し
ても証拠提出に対する説明を十分にしない問題；当事者が証拠を提出してもそれを調べず、
自ら職権で証拠収集を行う問題；双方当事者間の争いのない事実についても取り調べるな
どの問題がある。これは、一部の裁判官は、当事者に証拠を提出させることが裁判の正統
性と説得性を損なうことを恐れる、いわゆる「左」の思想から抜け出されないからである。 
 最高人民法院の当事者に証拠を提出させる改革は、なかなか順調に進まず、滞積してい
る事件だけを処理するに間に合わなく、予定とおりの効果を挙げることができなかった。
このため、一時的に法院が事件を受理する窓口を狭くする傾向は現れ，「告状難」の問題を
引き起こした。すなわち、法院は事件処理負担に恐れ、できれば事件を受理しないように
することである。そのなか様々な方法があったが、何よりも印象的なのは、各法院がお互
いに管轄を理由にして事件を受理することを回避する現象であった。 
 「挙証難」の問題から法院の職権証拠収集調べの範囲を制限する必要性が生じ、「告状難」
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の問題から管轄を明確にする必要性が生じて、当時の「執行難」の問題などにあいまって、
（新しい実定法も多数施行された背景で）民事訴訟法（試行）を改正するに至った。 
 民事訴訟法（試行）56 条 2 項に比べると、改正された民事訴訟法 64 条 2 項は法院の職権
証拠収集調べの範囲を制限した。すなわち、当事者とその訴訟代理人は客観的事由によっ
て自ら証拠を提出できない場合に限り法院が証拠を収集することになった。 
 しかし、当事者に証拠を提出させる公開の法廷審理は、裁判官の心証がすでに形成され
た訴訟の最後の段階に置かれる「四歩到廷」の審理方式の影響が強かったため、法廷審理
において当事者に証拠を提出させ、対質させるという手続保障の問題が起こった。このた
め、最高人民法院は、「四歩到廷」の審理方式を変えようとの発想のもと、「四歩到廷」の
「一歩」、「二歩」、「三歩」を省いて直接的に「四歩」の法廷審理から始めることを目指し、
「一歩到廷」の審理方式を導入する改革を行った。1991 年の民事訴訟法が施行されたこと
をきっかけに行われた「一歩到廷」の審理方式改革の中心は、公開審理の改革でもあった。
最高人民法院は、「一歩到廷」の審理方式改革の中（1998 年）で、「裁判方式改革に関する
規定」を施行した。このような改革によって、法院は当事者に公開の法廷審理において自
らの主張を証明するための証拠を提出するように求めることができるようになったと改革
の成績を積極的に認めている。 
 以上のような改革の成績を踏まえて、1999 年から 2003 年まで裁判実務の全範囲で「第二
期司法改革」が行われた。民事裁判における改革の中心は、公開の法廷において提出され
た証拠が当事者の対質を経なければ判決の基礎にならないこと、および裁判官の証拠に対
する認定も公開の法廷で行われることであった。2002 年になると、民事裁判方式は大きく
変容し、判決手続が中心となってきた。「第二期司法改革」の大きな目標の一つである「民
事証拠規定」は、裁判の公正と効率の引き上げを目指し、WT0 の加盟といった背景のもとで
施行された。「民事証拠規定」は挙証責任制度を中心とするものであり、当事者主義の色彩
が強いものである。 
 最高人民法院改革の成果でもある「民事証拠規定」は、挙証責任制度を中心とするもの
であって、特に挙証責任分配について詳しく規定した。挙証責任分配規則として、もとも
との民事訴訟法 64 条 1 項に対する解釈を置いたほか、法律要件分類説が導入され、それに
利益考慮に似たような裁量的な分配方法が規定された。「民事証拠規定」は、法学界におけ
る挙証責任分配に対する議論を引き起こした。これらの議論の中心は、挙証責任分配の一
般的な規則は何かの問題である。法律要件分類説による挙証責任分配は契約に関する訴訟
に限って適用されるし、裁量的分配も一般的挙証責任分配にならないことに対する議論も
それほど激しくない。64 条 1 項およびそれに対する解釈の何れかが挙証責任分配の一般原
則になるという主張は通説的であるが、それに対する理解が様々であるため、それぞれの
主張する一般原則の内容が異なる。 
 民事訴訟法 64 条 1 項が挙証責任分配の一般原則であるという主張を批判する一つの理由
は、64 条 1 項における「当事者」に原告、被告、第三者が含まれるので、それぞれが挙証
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責任を負うことになり、いったん事案が真偽不明に陥った場合にどちらか一方の当事者を
敗訴させるのかに対する問題を解決できないからである。 
 64 条 1 項の規定は曖昧で、挙証責任分配の一般原則になれない。むしろそれに対する解
釈である「民事証拠規定」2条 1項の「当事者は、自己が提出する訴訟請求の根拠となる事
実又は相手方の訴訟請求に反駁する根拠となる事実について、証拠を提出して証明する責
任を有する」という規定は挙証責任分配の一般原則であると主張する者もいる。しかし、「民
事証拠規定」2 条 1 項は、民事訴訟法 64 条 1 項に対する解釈であり、その枠組みを乗り越
えることがありえない、すなわち、どのような主張についてどちらかの一方当事者が挙証
責任を負うのかという問題を解決できないため、挙証責任分配の一般原則にならないと批
判された。このほか、提訴するときの証拠資料添付に関する規定を挙証責任分配の一般原
則であるという意見もあったが強く批判された。 
 挙証責任分配としての妥当性とは別に、民事訴訟法 64 条 1 項は挙証責任分配の一般原則
であると考えられる。ただ、その内容は最高人民法院の解釈によって変容しつつあること
を見逃してはならない。1992 年「民事訴訟法適用意見」74 条の「訴訟において当事者は、
自己の提出する主張について証拠を提供する責任を負う。ただし、次の各号に掲げる権利
侵害訴訟において、原告の提供する権利侵害事実について被告が否認する場合は、被告が
挙証責任を負う」という表現からみると、64 条 1 項における「当事者」というのが原告だ
けを指しているように思われる。つまり当時の「主張した者が挙証する」という原則は、「原
告が挙証する」という意味であろう。だが、2002 年の「民事証拠規定」2 条 1 項における
64 条 1 項に対する「当事者は、自己が提出する訴訟請求の根拠となる事実又は相手方の訴
訟請求に反駁する根拠となる事実について、証拠を提出して証明する責任を有する」とい
う解釈からみると、「当事者」には原告が含まれるが被告も含まれるように考えられる。す
なわち、原告と被告はそれぞれ自己に有利な事実を主張しそれを証明する証拠を提出する
責任を有する。つまり、民事訴訟法 64 条 1 項とそれに対する「民事証拠規定」2 条 1 項の
解釈は中国民事訴訟における挙証責任分配の一般原則である。 
 三、「挙証責任」制度の改革によって、中国民事訴訟「挙証責任」制度は大分整ってきた
が、様々問題抱えている。特に、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号、6 号、8 号は、「主張した
ものが挙証する」という一般原則による挙証責任を転換する規定であり、被告の挙証責任
を重くしたと批判され、挙証責任分配の論争を引き起こした。このため、典型的な現代型
訴訟とされる環境汚染訴訟、製造物責任訴訟、医療過誤訴訟における挙証責任分配のあり
方に対して、具体的裁判例を加えて第三章において検討した。 
 第三章の第一節において環境汚染損害賠償における挙証責任について検討した。「侵権責
任法」は施行される前、環境汚染訴訟において参照されるのが「民法通則」106 条 2 項、「環
境保護法」などの環境保護特別法であり、無過失責任を原則とする。実体法によると、環
境汚染訴訟において証明の対象になるのは損害結果、汚染行為の違法性、損害結果と汚染
行為との間の因果関係の 3つである。「主張した者が挙証する」といういわゆる挙証責任分
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配の一般原則によれば、被害者は以上の 3 つの証明対象について挙証責任を負うことにな
る。損害の結果に対する挙証責任が被害者にあることについてはほとんど議論はなく、違
法性も過失に関連するものであるため、無過失責任を原則とする環境汚染訴訟では主に因
果関係に対する挙証責任が問題になる。すなわち、損害結果と汚染行為との間に因果関係
が存在するか否かが挙証責任議論が中心をなす。最高人民法院は、「民事証拠規定」4 条 1
項 6 号において、被害者の救済を図るために、その挙証困難を考慮し、損害結果と汚染行
為との間に因果関係が存在しないことについて加害者に挙証責任があると解釈した。しか
し、この解釈に対する理解は様々であり、救済されるべき被害者が因果関係について証明
できないということ原因で救済を受けられなかったという事例も少なくない。 
 環境汚染損害賠償訴訟における因果関係に対する挙証責任が被害者にあるという考えが
被害者救済を不可能にしたことに等しいのである。日本においても、加害行為と損害事実
との間に因果関係が存在することは、被害者である原告に証明責任があると一般的に解さ
れているが、公害による被害者の救済を可能とするめたに、因果関係は必ずしも厳密的に
科学的に証明されることを要しないという、証明度を下げる蓋然性の理論や、因果関係の
挙証責任の事実上の転換を図る見解が多い。 
 損害事実と汚染行為との間の因果関係に対する挙証責任を加害者に負わせることは妥当
である。その理由としてまず、技術的に容易な調査でも原告の個人的経済能力ではその費
用を持つ能力がない場合が多く、勝訴したとしてもその批正を償えることができない。ま
た、被害者は加害者が支配する工場などの領域に立ち入れなければ、加害原因を確実に把
握することが不可能であり、しかし被害者に立ち入り権はない。次に、汚染観測機関がき
め細かく調査データを集めれば容易に汚染原因を明らかにすることができるが、こうした
機関は整備されていない。更に、公的調査ないし公表に政治的配慮が働いている。汚染原
因の探知技術は企業技術の発展に遅れているため、究明が遅れる。もっとも、汚染物質を
放散している以上、その無害性を証明することは社会的義務ととられるべきである。加害
者企業が被害者に比べて組織的に巨大であり、研究スタッフも揃っている場合が多い。そ
れに、発生原因は自己の支配領域において由来するため、被害者の立証より加害者の証拠
が挙げやすいのである。このほか、加害者企業は汚染による損害賠償の負担を価額などの
手段を通して受益者に再分配することができる立場にあり、これに対して被害者にこのよ
うな地位がないのである。 
 被害者の立証困難を避けようとする最高人民法院の「民事証拠規定」4条 1項 3号の解釈
は、被害者救済を図るという積極的意味を持っている。 
 裁判実務における具体的運用としては、損害の原因である物質が何であるか科学的にこ
れを判断することができなくても、当該企業からの排出物であれば、充分に損害を生じさ
せると認めてよいという見解がなされている。特に単独原因の場合、因果関係の経路、す
なわち、当該企業の排出物が被害者側に到達したということについて相当はっきりした証
明があれば、因果関係の立証があったと認めてよいのである。因果関係が認められようと
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しているのに汚染行為をした加害者が他原因の存在や免責事由に対して証明していない限
り敗訴する。 
 「民事証拠規定」1項 4条 3号の規定を適用するには前提条件があると考えている法院も
あるが、その条件というのは汚染経路に対する証明がなされていることである。すなわち、
被害者が汚染経路についても証明できていない場合、例えば、企業の廃水は原告のところ
に到達する可能性すらないのに企業の廃水によって損害を受けたという主張について企業
側の証拠を待つまでもなく原告が敗訴する。被害者は、損害事実を主張するに当たって廃
棄物（煙塵、臭気、廃液）が自分のところに到達までの経路に対して明確に証明する必要
はあるが、廃棄物のなかにどのような有害物質が入っているところまで証明する必要はな
い。 
 経済の発展を何よりも目指している現代中国では、企業汚染による損害賠償を広く認め
ると、企業の負担を増加させ、その経営困難を惹起し破産に至らすことに恐れる政治的配
慮が働いていて、そうした環境のもとで、汚染損害結果と汚染行為との間の因果関係に対
する挙証責任が汚染者にあると解釈する「民事証拠規定」4条 1項 6号は非難されたことも
ある。しかし、環境汚染の特殊性から因果関係に対する挙証責任を被害者に負わせると、
被害者救済は困難になる。このため、「水汚染防止法」87 条、「固体廃物汚染環境防止法」
86 条、それに 2010 年 7 月 1 日から施行された「侵権責任法」66 条は、それぞれ環境汚染
訴訟において、損害結果と汚染行為との間の因果関係について汚染者が挙証責任を負うと
明確にした。これは、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号を立法化したことになり、今後実務に
おける被害者救済は期待できる。 
 第三章の第二節において製造物責任訴訟における挙証責任について検討した。 
 製造物責任は無過失責任とされ、製造物責任訴訟において「製品品質法」が適用される。
「製品品質法」41 条 1 項によると、（1）製品に欠陥があること、（2）人身又は欠陥製品以
外の財産での損害の発生、（3）損害と製品の欠陥との間に因果関係が存在することが証明
対象になる。「主張した者が挙証する」という挙証責任分配の一般原則によれば被害者は以
上の三つの要件に対して挙証責任を負う。しかし、「製品品質法」41 条 2 項によると、製品
を流通に投入したときに、損害を惹起した欠陥が存在しなかったことは製造者の免責事由
の一つである。「民事証拠規定」4 条 1 項 6 号の規定で行くなら、製品に欠陥が存在しない
ことに対する挙証責任は製造者にある。損害の原因たる事実の発生時における製品の欠陥
の存否は、因果関係領域における問題でもある。 
 人身又は欠陥製品以外の財産での損害の発生に対する挙証責任は損害賠償を主張する被
害者にあることについて議論がないが欠陥と損害結果との間の因果関係に対して被害者に
挙証責任があるかどうかは議論されている。このような議論は、裁判実務にも影響を及ぼ
している。すなわち、因果関係に対する挙証責任を被害者に負わせた事例があれば製造者
に負わせた事例もある。 
 中国では製品の欠陥と因果関係の存否に対する挙証責任が製品使用者にあると考える最
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大の理由は、消費者に対する保護が社会発展の足並みを超えてはならないし、企業の資源
には制限があるため、挙証責任による結果責任を企業に負わせると、企業は常に訴訟に纏
われ、技術発展や社会を豊かにすることを実現できないという点にある。消費者が製品の
欠陥と因果関係の存否に対する挙証責任を免れると、消費者は訴権を乱用する現象がエス
カレートし、企業の倒産を招く恐れがあるという。これは、消費者を技術発展や社会発展、
企業生存の犠牲者にすることに等しいで。企業は製品の欠陥による損害賠償を負わなけれ
ば、企業が欠陥のない製品を製造しようと努力しなくなり、技術開発もしなくなる可能性
が高くなり、かえって社会の発展に不利である。欠陥のある製品を製造した企業は消費者
に訴えられなくても、企業同士の競争力によって破綻するだろう。 
 製品の欠陥と損害結果との間の因果関係に対する挙証責任を被害者に負わせることは、
弱者の立場にある被害者の保護といった立法趣旨に反するし、社会通念に照らして不合理
である。また、世界的にみても、被害者救済の立場から製造物責任訴訟における被害者の
立証を軽減するための表現証明（証明度を下げる）や一応の推定（事実上の推定）、証明妨
害による挙証責任の転換といった方法が行われている。 
 いわゆる「主張した者が挙証する」という中国民事訴訟挙証責任の一般原則は製造物責
任の因果関係領域においては妥当しない。被害者の弱い立場や加害者の能力、裁判の公正
および効率を考慮した最高人民法院の「民事証拠規定」4条 1項 6号の方が妥当である。欠
陥の存否は欠陥と損害結果との間の因果関係の領域における問題でもあるため、製品に欠
陥が存在しないことに対する挙証責任が製造者にあると解釈する「民事証拠規定」は、因
果関係の不存在に対する挙証責任が製造者にあるとしたことに等しいのである。 
 「民事証拠規定」4条 1項 5号の裁判実務における運用としては、まず被害者は製品の欠
陥に対して、抽象的ではなく具体的に証明しなければならない。具体的に証明するといっ
ても、当該欠陥は製造物のどの箇所にあり、それが製造物のどの領域で、どのような原因
によりどのようなメカニズムによって生じたのかまで証明する必要がない。たとえば、製
造者の製造した車のフロントガラスは、通常走行中に外的圧力を受けていないのに爆破し
たこと、製造者の製造した同箱コカコーラの開栓していない瓶にストローが入っていたこ
と、湯沸か器は通常使用中に爆発したことを証明できていれば、当該製品に欠陥があると
いうことになり、この欠陥と損害結果との間に因果関係が存在することは事実上推定され
る。「民事証拠規定」4 条 1 項 6 号に基づいて、製造者は欠陥が存在しないことを含む（製
品品質法 41 条 2 項の）免責事由について証明しないと敗訴するわけである。製造者は免責
事由について証明できれば、損害結果と製品の欠陥との間に因果関係が存在しないことが
事実上推定され、敗訴危険から免れる。結果的には、製品の欠陥及び因果関係の不存在に
対する挙証責任が製造者にあることになる。  
 2010 年 7 月１日から施行された「侵権責任法」も製造物責任について相変わらず無過失
の原則を維持するため、過失の有無は証明の対象にならない。「侵権責任法」のもとでも「民
事証拠規定」4条 1項 6号の規定が適用され、欠陥および欠陥と損害結果との間の因果関係
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に対する挙証責任を製造者に負わせるべきであろう。 
 第三章の第三節に医療過誤訴訟における挙証責任について検討した。 
 「民法通則」は、医療過誤による侵権行為を特殊な侵権行為とはしない。このため、医
療過誤による侵権行為が一般侵権行為とされ、過失責任原則が妥当される。法院は一般的
に、医療機関に過失があるかどうかを判断するに当たって、とりあえず医療事故かどうか
を判断する。医療事故に対する判断は医療事故判断資格を有する医学鑑定機関が国務院の
「医療事故処理条例」に基づいて行う。医療事故が判断されれば、医療過誤があったこと
が推定され、医療事故がない場合に、医療過誤がなかったことになる。最高人民法院は、
医療過誤は必ずしも医療事故ではないことを予想し、一般的な医療過誤に対する鑑定は「人
民法院対外委託司法鑑定管理規定」によって司法鑑定を行うと解釈している。医療過誤訴
訟は、必ずしも鑑定によって医療過誤を判断するわけではないため、当事者に挙証責任が
ある。 
 医療過誤責任は一般的侵権責任であるため、医療過誤の存否はもちろん証明の対象にな
るが、損害事実、損害事実と医療行為との間の因果関係の存否も証明の対象となる。「主張
した者が挙証する」という挙証責任の一般原則によると、医療過誤による損害を被った患
者である原告が以上の証明対象を証明しなければならない。損害事実に対する挙証責任は
患者である原告にあることについて議論がないが、因果関係および過失の存否に対する挙
証責任の所在は議論の焦点となっている。医療過失訴訟などの不法行為訴訟における因果
関係および過失の存否の挙証責任分配に対する議論は中国だけではなく、ドイツや日本に
もあるが、その議論の焦点は中国のそれとは異なり、被害者救済の視点から被害者の立証
困難を考慮しなければならないという点については議論がない。 
 最高人民法院は、挙証の難易および医療侵権行為による損害を被った患者とその家族に
救済を得る機械を与えるため、過失および因果関係の不存在に対する挙証責任が医療機関
にあると「民事証拠規定」4条 1項 8号において解釈した。 
 過失および因果関係の不存在に対する挙証責任を医療側に負わせることは、患者の挙証
困難を回避させるばかりではなく、挙証の容易な医療機関に挙証を促し、事案解明に資す
る。挙証困難な状態に置かれている患者の証拠を待つより、証拠に近い医療機関にその簡
単に収集できる証拠を挙証させることは裁判の公平につながる。 
 「侵権責任法」が施行される前に、医療過誤訴訟において「民法通則」および「医療事
故処理条例」が参照されていたが、2010 年 7 月からは主に「侵権責任法」が参照されるこ
とになった。「侵権責任法」は過失責任を原則とし、「民事証拠規定」4条 1項 8号の過失推
定に比べると、原告の挙証責任は重くなったという意見がなされている。この意見からみ
ると、「侵権行為法」と「民事証拠規定」4条 1項 8号は矛盾しているように考えられ、「侵
権行為法」のもとで「民事証拠規定」が適用されるかどうかは問題になる。 
 ところが、「民法通則」はもちろん過失責任を取っているし、「医療事故処理条例」も過
失責任の考え方に一致している。「民法通則」および「医療事故処理条例」における過失責
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任原則のもとで、「主張したものが挙証する」という挙証責任の一般原則による被害者の挙
証困難を軽減しないと被害者に対する救済は不可能になるから、被害者救済のために設け
られたのが「民事証拠規定」4 条 1 項 8 号である。「民事証拠規定」は証拠制度として裁判
において、過失責任原則を過失推定に変える効果をもたらすが、実体法の責任原則を変え
るものではない。むしろ、「侵権行為法」は医療訴訟について無過失責任を定めたら、「民
事証拠規定」4条 1項 8号の過失に対する挙証責任の規定が存在する意味はなくなる。 
 「侵権責任法」によると、過失というのが医療機関の説明義務違反や注意義務違反のこ
とである。注意義務には問診義務、診断義務、治療義務があり、それぞれの義務を違反し
た場合は過失があることになる。「主張したものが挙証する」という挙証責任分配の一般原
則でいけば、被害者の患者は医療機関に注意義務違反などに対して証明しなければならな
い。 
 しかし、医療機関が注意義務を果たしているかどうかは、医学専門分野における知識で
あり、患者がそれを証明することが困難である。むしろ、医学専門家としての医療機関に
注意義務を果たしていることについて証明させたほうが合理的である。「民事証拠規定」4
条 1 項 8 号の規定で行くと、医療機関は「侵権行為法」57 条における「当時の医療技術水
準に相応しい診療義務」を果たしたこと、つまり過失の不存在について挙証責任を負う。
当時の医学水準ということを医療専門知識のない患者に証明させることは、被害者救済を
否定したことになるため、「侵権行為法」のもとでも、医療訴訟において「民事証拠規定」
4条 1項 8号は欠かせない存在である。 
 四、「民事証拠規定」の施行は、もともとの職権主義（職権探知）の色彩を薄めて、中国
の民事訴訟のモデルを当事者主義すなわち弁論主義に変えたのではないかという疑問が現
れ、民事訴訟法における「証拠を提出する責任」の性質は改めて問われた。以上の問題を
第四章において日本民事訴訟における関する概念と比較して検討した。 
 中国民事訴訟は弁論主義になったと主張している理由には、「民事証拠規定」は「証拠提
出責任」の概念に客観的挙証責任の意味が含まれることを明確にしこと、証明度を客観的
真実から高度の蓋然性まで引き下げたこと、自白に関する規定を設けたことは含まれる。
しかし、客観的挙証責任の概念は職権探知主義のもとでも存在し得る概念であるし、高度
の蓋然性も職権探知主義のもとでありうる概念である。検討に値するのが自白に関する規
定である。民事訴訟法 64 条 2 項の規定がある限り、法院は審理に必要であると認める事実
や証拠に対して当事者は自白したにもかかわらずそれを職権で調べることができるため、
弁論主義の特徴をなす自白ではないだろう。このような職権証拠収集調べは実務において
もよく見られる。 
 職権探知主義と弁論主義の結合モデルであるという主張もなされ、その理由は、法院の
職権証拠収集調べを認めながら当事者の弁論権を認めているからである。しかし、弁論権
は弁論主義と異なるものであり、職権探知主義のもとでも当事者の弁論権が認められるべ
きである。 
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 中国民事訴訟は職権探知原則を採用し、法院に真実発見の義務があるが、当事者にも証
拠を提出する事実上の必要があるはずである。このような事実上の証拠を提出する必要は、
法的意義を有する責任又は負担ではない。当事者自身が証拠を申し出なければならないと
いうことを証拠提出責任の基準とするならば、弁論主義においては証拠提出責任が認めら
れ、職権探知主義においては証拠提出責任が認められない。しかし、法院の職権証拠収集
の範囲が縮小されることによって、当事者は、自己の利益のために「証拠を提出する」必
要性が高まり、法院にできる限り証拠を提出しなければならない。このことは当事者の「負
担」のように思われる。中国民事訴訟における「証拠を提出する責任」は、「挙証責任」の
事前作用である。 
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